
－ １ －

国保連合会とのインタフェースの変更点について

２０２１年度介護保険制度改正等における都道府県、保険者（市町村等）、及び事業所のシス

テム改修の対象範囲である国保連合会とのインタフェースの変更点について、現段階で考えら

れる事項を整理したので、以下のとおり示す。

なお、本資料については、今後順次、内容の追加等して示す予定である。

１．外部インタフェース仕様（２０２１年５月以降出力分に対する連合会の対応）

区

分

インタフェース

種類

交換情報

識別番号
レイアウト方針

２０２１年５月以降出力分に対する

連合会の対応

２０２１年４月

以前の情報

２０２１年５月

以降の情報

共
通

－ － ・コード追加あり － －

都
道
府
県

・事業所異動連絡票情

報（サービス情報）

・事業所訂正連絡票情

報（サービス情報）

追加なし ・項目の名称変更あり

・体制等状況に関する設定項目

を変更する

・異動年月日が２０２

１年３月３１日以前

の情報に設定されて

いる場合はエラーと

する

・異動年月日が２０２

１年４月１日以降、

必要に応じて設定す

る

・事業所情報更新結果

情報（サービス情

報）

・事業所台帳情報（サ

ービス情報）

追加なし ・「事業所異動連絡票情報（サー

ビス情報）」の内容に準じる

・左記同様 ・左記同様

保
険
者

・受給者異動連絡票情

報

・受給者訂正連絡票情

報

追加なし ・レイアウト変更あり

・「特定入所者介護サービス 食

費負担限度額」を「特定入所

者介護サービス 食費負担限

度額（施設サービス）」に変更

・「特定入所者介護サービス 居

住費（新１）負担限度額」を

「特定入所者介護サービス

食費負担限度額（短期入所サ

ービス）」に変更

・「特定入所者介護サービス 居

住費（新２）負担限度額」を

「特定入所者介護サービス

居住費（未使用１）負担限度

額」に変更

・「特定入所者介護サービス 居

住費（新３）負担限度額」を

「特定入所者介護サービス

居住費（未使用２）負担限度

額」に変更

・旧レイアウトに準じ

たチェックを行う

・特定入所者介護サー

ビスの食費負担限度

額に関する項目につ

いては、異動年月日

が２０２１年８月１

日以降、必要に応じ

て設定する

・異動年月日が２０２

１年７月３１日以前

の情報に設定されて

いる場合、旧レイア

ウトに準じたチェッ

クを行う

Ⅲ-資料４①



－ ２ －

区

分

インタフェース

種類

交換情報

識別番号
レイアウト方針

２０２１年５月以降出力分に対する

連合会の対応

２０２１年４月

以前の情報

２０２１年５月

以降の情報

保
険
者

・受給者情報更新結果

情報

・受給者台帳情報（単

票）

・受給者台帳情報（一

覧表）

・受給者情報突合情報

・受給者情報突合結果

情報

追加なし ・レイアウト変更あり

・「特定入所者介護サービス 食

費負担限度額」を「特定入所

者介護サービス 食費負担限

度額（施設サービス）」に変更

・「特定入所者介護サービス 居

住費（新１）負担限度額」を

「特定入所者介護サービス

食費負担限度額（短期入所サ

ービス）」に変更

・「特定入所者介護サービス 居

住費（新２）負担限度額」を

「特定入所者介護サービス

居住費（未使用１）負担限度

額」に変更

・「特定入所者介護サービス 居

住費（新３）負担限度額」を

「特定入所者介護サービス

居住費（未使用２）負担限度

額」に変更

・左記レイアウト方針

に従う

・左記レイアウト方針

に従う

・介護予防・日常生活

支援総合事業サー

ビスコード異動連

絡票情報

・介護予防・日常生活

支援総合事業サー

ビスコード訂正連

絡票情報

追加なし ・レイアウト変更あり

・要介護１から要介護５の「受

給者実施区分」を追加

・異動年月日が２０２

１年３月３１日以前

の情報に設定されて

いる場合はエラーと

する

・異動年月日が２０２

１年４月１日以降、

サービス種類「AF」の

場合に必要に応じて

設定する

・介護予防・日常生活

支援総合事業サー

ビスコード更新結

果情報

・介護予防・日常生活

支援総合事業サー

ビスコード情報

追加なし ・レイアウト変更あり

・要介護１から要介護５の「受

給者実施区分」を追加

・左記レイアウト方針

に従う

・左記レイアウト方針

に従う

・償還明細書情報 追加なし ・レイアウト変更なし

（明細情報レコード及び明細

情報（住所地特例）レコード

の「単位数」の設定について

説明を追加）

・入力に応じたチェッ

クを行う

・入力に応じたチェッ

クを行う



－ ３ －

区

分

インタフェース

種類

交換情報

識別番号
レイアウト方針

２０２１年５月以降出力分に対する

連合会の対応

２０２１年４月

以前の情報

２０２１年５月

以降の情報

保
険
者

・保険者保有給付実績

情報

追加なし ・レイアウト変更なしあり

（明細情報レコード及び明細

情報（住所地特例）レコード

の「単位数」の設定について

説明を追加）

・（高額介護サービス費情報レ

コードの年間の高額介護予

防サービス費における「サー

ビス提供年月」の設定につい

て説明を追加）

・高額介護サービス費情報レコ

ードの「利用者負担額」、「公

費１～３負担額」、「支給額」、

「公費１～３支給額」のバイ

ト数を６桁から８桁に変更

・入力に応じたチェッ

クを行う

・入力に応じたチェッ

クを行う

・保険者保有給付実績

更新結果情報

・国保連合会保有給付

実績情報

追加なし ・レイアウト変更あり

・高額介護サービス費情報レコ

ードの「利用者負担額」、「公

費１～３負担額」、「支給額」、

「公費１～３支給額」のバイ

ト数を６桁から８桁に変更

・左記レイアウト方針

に従う

・左記レイアウト方針

に従う

サ
ー
ビ
ス
事
業
所

・介護給付費請求明細

書情報

追加なし ・レイアウト変更なし

（明細情報レコード及び明細

情報（住所地特例）レコード

の「単位数」の設定について

説明を追加）

・入力に応じたチェッ

クを行う

・入力に応じたチェッ

クを行う



－ ４ －

２．インタフェース項目（２０２１年５月以降出力分に対する連合会の対応）

変更する主なインタフェース項目を抜粋して以下に示す。変更箇所は、太字・下線・網掛けにて示す。

【インタフェース仕様書 共通編】

１ インタフェース規定

１．４ コード一覧

項番 コード名称 属性
ﾊﾞｲ

ﾄ数
内容

４１ 施設等の区分コード 英数 １

サービス

種類

内容

平成 15

年 3月

以前

平成 15

年 4月

以降

平成 17

年 10 月

以降

平成 18

年 4月

以降

平成 18

年 7月

以降

訪問介護

※１

1:身体介護

2:生活援助

3:通院等乗降介助

訪問看護

平成 24 年 3 月以前

1:訪問看護ステーション

2:病院または診療所

平成 24 年 4 月以降

1:訪問看護ステーション

2:病院または診療所

3:定期巡回・随時対応サービス連携

訪問ﾘﾊﾋﾞﾘ

ﾃｰｼｮﾝ※１

平成 30 年 3 月以前

1:病院または診療所

2:介護老人保健施設

平成 30 年 4 月以降

1:病院または診療所

2:介護老人保健施設

3:介護医療院

通所介護

平成18年 3月以前 平成 18 年 4 月以降

1:単独型

2:併設型

3:小規模型事業所

4:通常規模型事業所

5:療養通所介護事業所

平成 21 年 4 月以降

3:小規模型事業所

4:通常規模型事業所

5:療養通所介護事業所

6:大規模型事業所（Ⅰ）

7:大規模型事業所（Ⅱ）

平成 28 年 4 月以降

4:通常規模型事業所

6:大規模型事業所（Ⅰ）

7:大規模型事業所（Ⅱ）



－ ５ －

項番 コード名称 属性
ﾊﾞｲ

ﾄ数
内容

通所ﾘﾊﾋﾞﾘ

ﾃｰｼｮﾝ

平成 21 年 3 月以前 平成 21 年 4 月以降

1:通常の医療機関

2:小規模診療所

3:介護老人保健施

設

4:通常規模の事業所

5:大規模の事業所

（Ⅰ）

6:大規模の事業所

（Ⅱ）

平成 24 年 4 月以降

4:通常規模の事業所(病院・診療所)

5:大規模の事業所(Ⅰ)(病院・診療所)

6:大規模の事業所(Ⅱ)(病院・診療所) 

7:通常規模の事業所(介護老人保健施設) 

8:大規模の事業所(Ⅰ)(介護老人保健施設)

9:大規模の事業所(Ⅱ)(介護老人保健施設)

平成 30 年 4 月以降

4:通常規模の事業所(病院・診療所)

5:大規模の事業所(Ⅰ)(病院・診療所)

6:大規模の事業所(Ⅱ)(病院・診療所) 

7:通常規模の事業所(介護老人保健施設) 

8:大規模の事業所(Ⅰ)(介護老人保健施設)

9:大規模の事業所(Ⅱ)(介護老人保健施設)

A:通常規模の事業所(介護医療院)

B:大規模の事業所(Ⅰ)(介護医療院)

C:大規模の事業所(Ⅱ)(介護医療院)

短期入所

生活介護

平成 15 年 3 月以前 平成 15 年 4 月以降

1:単独型

2:併設型・空床型

1:単独型

2:併設型・空床型

3:単独型小規模生活単

位型※１

4:併設型・空床型小規

模生活単位型※１

平成 17 年 10 月以降

1:単独型

2:併設型・空床型

3:単独型ユニット型※１

4:併設型・空床型ユニット型※１



－ ６ －

項番 コード名称 属性
ﾊﾞｲ

ﾄ数
内容

短期入所

療養介護

（老健）

平成 17 年 10 月以前 平成 17 年 10 月以降

1:介護老人保健施設 1:介護老人保健施設

2:ユニット型介護老

人保健施設※６

平成 20 年 5 月以降

1:介護老人保健施設（Ⅰ）

2:ユニット型介護老人保健施設（Ⅰ）

5:介護老人保健施設（Ⅱ）

6:ユニット型介護老人保健施設（Ⅱ）

7:介護老人保健施設（Ⅲ）

8:ユニット型介護老人保健施設（Ⅲ）

平成 30 年 4 月以降

1:介護老人保健施設（Ⅰ）

2:ユニット型介護老人保健施設（Ⅰ）

5:介護老人保健施設（Ⅱ）

6:ユニット型介護老人保健施設（Ⅱ）

7:介護老人保健施設（Ⅲ）

8:ユニット型介護老人保健施設（Ⅲ）

9:介護老人保健施設（Ⅳ）

A:ユニット型介護老人保健施設（Ⅳ）

短期入所

療養介護

（診療所

等）

平成 15 年 3 月以前 平成 15 年 4 月以降

1:病院療養型

2:診療所療養型

3:認知症疾患型

4:基準適合診療所型

5:介護力強化型※２

1:病院療養型

2:診療所療養型

3:認知症疾患型

4:基準適合診療所型

平成 17 年 10 月以降 平成 18 年 7 月以降

1:病院療養型

2:診療所療養型

3:認知症疾患型

4:基準適合診療所型

6:ユニット型病院療

養型※６

7:ユニット型診療所

療養型※６

8:ユニット型認知症

疾患型※６

1:病院療養型

2:診療所療養型

3:認知症疾患型

4:基準適合診療所型

6:ユニット型病院療

養型※６

7:ユニット型診療所

療養型※６

8:ユニット型認知症

疾患型※６

A:病院経過型

B:認知症経過型



－ ７ －

項番 コード名称 属性
ﾊﾞｲ

ﾄ数
内容

平成 20 年 5 月以降 平成 21 年 4 月以降

1:病院療養型

2:診療所療養型

3:認知症疾患型

4:基準適合診療所型

6:ユニット型病院療

養型※６

7:ユニット型診療所

療養型※６

8:ユニット型認知症

疾患型※６

A:病院経過型

B:認知症経過型

C:ユニット型病院経

過型

1:病院療養型

2:診療所型

3:認知症疾患型

6:ユニット型病院療

養型※６

7:ユニット型診療所

型※６

8:ユニット型認知症

疾患型※６

A:病院経過型

B:認知症経過型

C:ユニット型病院経

過型

特定施設入

居者生活介

護（短期利

用型以外）

平成 18 年 3 月以前 平成 18 年 4 月以降

1:有料老人ホーム

2:軽費老人ホーム

1:有料老人ホーム

2:軽費老人ホーム

3:養護老人ホーム

4:高齢者専用賃貸住

宅

平成 21 年 4 月以降

1:有料老人ホーム（介護専用型）

2:軽費老人ホーム（介護専用型）

3:養護老人ホーム（介護専用型）

4:高齢者専用賃貸住宅（介護専用型）

5:有料老人ホーム（混合型）

6:軽費老人ホーム（混合型）

7:養護老人ホーム（混合型）

8:高齢者専用賃貸住宅（混合型）

平成 24 年 4 月以降

1:有料老人ホーム（介護専用型）

2:軽費老人ホーム（介護専用型）

3:養護老人ホーム（介護専用型）

5:有料老人ホーム（混合型）

6:軽費老人ホーム（混合型）

7:養護老人ホーム（混合型）



－ ８ －

項番 コード名称 属性
ﾊﾞｲ

ﾄ数
内容

介護老人

福祉施設

サービス

平成 15 年 3 月以前 平成 15 年 4 月以降

1:介護福祉施設

2:小規模介護福祉施設

1:介護福祉施設

2:小規模介護福祉施

設

3:小規模生活単位型

介護福祉施設※１

4:小規模生活単位型

小規模介護福祉施設

※１

平成 17 年 10 月以降

1:介護福祉施設

2:小規模介護福祉施設

3:ユニット型介護福祉施設※１

4:ユニット型小規模介護福祉施設※１

平成 30 年 4 月以降

1:介護福祉施設

2:経過的小規模介護福祉施設

3:ユニット型介護福祉施設※１

4:ユニット型経過的小規模介護福祉施設

※１

2021 年 4 月以降

1:介護福祉施設

2:経過的小規模介護福祉施設

3:ユニット型介護福祉施設※１

4:経過的ユニット型小規模介護福祉施設

※１

介護老人

保健施設

サービス

平成 17 年 9 月以前 平成 17 年 10 月以降

1:介護老人保健施設

※６

2:ユニット型介護老人

保健施設※６

平成 18 年 4 月以降 平成 20 年 5 月以降

1:介護保健施設※６

2:ユニット型介護保

健施設※６

3:小規模介護保健施

設

4:ユニット型小規模

介護保健施設

1:介護保健施設（Ⅰ）

2:ユニット型介護保健

施設（Ⅰ）

5:介護保健施設（Ⅱ）

6:ユニット型介護保健

施設（Ⅱ）

7:介護保健施設（Ⅲ）

8:ユニット型介護保健

施設（Ⅲ）

平成 30 年 4 月以降

1:介護保健施設（Ⅰ）

2:ユニット型介護保健施設（Ⅰ）

5:介護保健施設（Ⅱ）

6:ユニット型介護保健施設（Ⅱ）

7:介護保健施設（Ⅲ）

8:ユニット型介護保健施設（Ⅲ）

9:介護保健施設（Ⅳ）

A:ユニット型介護保健施設（Ⅳ）



－ ９ －

項番 コード名称 属性
ﾊﾞｲ

ﾄ数
内容

介護療養

型医療施

設サービ

ス

平成 15 年 3 月以前 平成 15 年 4 月以降

1:療養型

2:診療所型

3:認知症疾患型

4:介護力強化型※２

1:療養型

2:診療所型

3:認知症疾患型

平成 17 年 10 月以降 平成 18 年 7 月以降

1:病院療養型

2:診療所型

3:認知症疾患型

6:ユニット型病院療

養型※６

7:ユニット型診療所

型※６

8:ユニット型認知症

疾患型※６

1:病院療養型

2:診療所型

3:認知症疾患型

6:ユニット型病院療

養型※６

7:ユニット型診療所

型※６

8:ユニット型認知症

疾患型※６

A:病院経過型

B:認知症経過型

平成 20 年 5 月以降

1:病院療養型

2:診療所型

3:認知症疾患型

6:ユニット型病院療養型※６

7:ユニット型診療所型※６

8:ユニット型認知症疾患型※６

A:病院経過型

B:認知症経過型

C:ユニット型病院経過型

以下は平成 18 年 4 月以降設定

介護予防

訪問看護

1:訪問看護ステーション

2:病院または診療所

介護予防

訪問ﾘﾊﾋﾞﾘ

ﾃｰｼｮﾝ

平成 18 年 4 月以降 平成 30 年 4 月以降

1:病院または診療所

2:介護老人保健施設

1:病院または診療所

2:介護老人保健施設

3:介護医療院

介護予防

短期入所

生活介護

1:単独型

2:併設型・空床型

3:単独型ユニット型

4:併設型・空床型ユニット型



－ １０ －

項番 コード名称 属性
ﾊﾞｲ

ﾄ数
内容

介護予防

短期入所

療養介護

（老健）

平成 18 年 4 月以降 平成 20 年 5 月以降

1:介護老人保健施設

2:ユニット型介護老

人保健施設

1:介護老人保健施設

（Ⅰ）

2:ユニット型介護老

人保健施設（Ⅰ）

5:介護老人保健施設

（Ⅱ）

6:ユニット型介護老

人保健施設（Ⅱ）

7:介護老人保健施設

（Ⅲ）

8:ユニット型介護老

人保健施設（Ⅲ）

平成 30 年 4 月以降

1:介護老人保健施設（Ⅰ）

2:ユニット型介護老人保健施設（Ⅰ）

5:介護老人保健施設（Ⅱ）

6:ユニット型介護老人保健施設（Ⅱ）

7:介護老人保健施設（Ⅲ）

8:ユニット型介護老人保健施設（Ⅲ）

9:介護老人保健施設（Ⅳ）

A:ユニット型介護老人保健施設（Ⅳ）

介護予防

短期入所

療養介護

（診療所

等）

平成 18 年 4 月以降 平成 18 年 7 月以降

1:病院療養型

2:診療所療養型

3:認知症疾患型

4:基準適合診療所型

6:ユニット型病院療

養型

7:ユニット型診療所

療養型

8:ユニット型認知症

疾患型

1:病院療養型

2:診療所療養型

3:認知症疾患型

4:基準適合診療所型

6:ユニット型病院療

養型

7:ユニット型診療所

療養型

8:ユニット型認知症

疾患型

A:病院経過型

B:認知症経過型

平成 20 年 5 月以降 平成 21 年 4 月以降

1:病院療養型

2:診療所療養型

3:認知症疾患型

4:基準適合診療所型

6:ユニット型病院療

養型

7:ユニット型診療所

療養型

8:ユニット型認知症

疾患型

A:病院経過型

B:認知症経過型

C:ユニット型病院経

過型

1:病院療養型

2:診療所型

3:認知症疾患型

6:ユニット型病院療

養型

7:ユニット型診療所

型

8:ユニット型認知症

疾患型

A:病院経過型

B:認知症経過型

C:ユニット型病院経

過型



－ １１ －

項番 コード名称 属性
ﾊﾞｲ

ﾄ数
内容

介護予防特

定施設入居

者生活介護

平成 24 年 3 月以前 平成 24 年 4 月以降

1:有料老人ホーム

2:軽費老人ホーム

3:養護老人ホーム

4:高齢者専用賃貸住

宅

1:有料老人ホーム

2:軽費老人ホーム

3:養護老人ホーム

夜間対応型

訪問介護

1:Ⅰ型

2:Ⅱ型

認知症対応

型通所介護

平成 30 年 3 月以前 平成 30 年 4 月以降

1:単独型

2:併設型

3:グループホーム等

活用型

1:単独型

2:併設型

3:共用型

地域密着型

特定施設入

居者生活介

護（短期利

用型以外）

平成 18 年 4 月以降 平成 20 年 5 月以降

1:有料老人ホーム

2:軽費老人ホーム

3:養護老人ホーム

4:高齢者専用賃貸住

宅

1:有料老人ホーム

2:軽費老人ホーム

3:養護老人ホーム

4:高齢者専用賃貸住

宅

5:サテライト型有料

老人ホーム

6:サテライト型軽費

老人ホーム

7:サテライト型養護

老人ホーム

8:サテライト型高齢

者専用賃貸住宅

平成 24 年 4 月以降 平成 27 年 4 月以降

1:有料老人ホーム

2:軽費老人ホーム

5:サテライト型有料

老人ホーム

6:サテライト型軽費

老人ホーム

1:有料老人ホーム

2:軽費老人ホーム

3:養護老人ホーム

5:サテライト型有料

老人ホーム

6:サテライト型軽費

老人ホーム

7:サテライト型養護

老人ホーム

地域密着型

介護老人福

祉施設

1:地域密着型介護老人福祉施設

2:サテライト型地域密着型介護老人福祉施

設

3:ユニット型地域密着型介護老人福祉施設

4:サテライト型ユニット型地域密着型介護

老人福祉施設

介護予防認

知症対応型

通所介護

平成 30 年 3 月以前 平成 30 年 4 月以降

1:単独型

2:併設型

3:グループホーム等

活用型

1:単独型

2:併設型

3:共用型



－ １２ －

項番 コード名称 属性
ﾊﾞｲ

ﾄ数
内容

以下は平成 24 年 4 月以降設定

特定施設入居

者生活介護

(短期利用型)

1:有料老人ホーム（介護専用型）

2:軽費老人ホーム（介護専用型）

5:有料老人ホーム（混合型）

6:軽費老人ホーム（混合型）

介護予防通所

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

平成 24 年 4 月以

降
平成 30 年 4 月以降

1:病院または診療

所

2:介護老人保健施

設

1:病院または診療所

2:介護老人保健施設

3:介護医療院

定期巡回・随

時対応型訪問

介護看護

1:一体型

2:連携型

小規模多機能

型居宅介護

（短期利用型

以外）

1:小規模多機能型居宅介護事業所

2:サテライト型小規模多機能型居宅介護事

業所

小規模多機能

型居宅介護

（短期利用

型）

1:小規模多機能型居宅介護事業所

2:サテライト型小規模多機能型居宅介護事

業所

認知症対応型

共同生活介護

（短期利用型

以外）

2021 年 3 月以前 2021 年 4 月以降

1:Ⅰ型

2:Ⅱ型

1:Ⅰ型

2:Ⅱ型

3:サテライト型Ⅰ型

4:サテライト型Ⅱ型

認知症対応型

共同生活介護

（短期利用

型）

2021 年 3 月以前 2021 年 4 月以降

1:Ⅰ型

2:Ⅱ型

1:Ⅰ型

2:Ⅱ型

3:サテライト型Ⅰ型

4:サテライト型Ⅱ型

地域密着型特

定施設入居者

生活介護(短

期利用型）

1:有料老人ホーム

2:軽費老人ホーム

5:サテライト型有料老人ホーム

6:サテライト型軽費老人ホーム

介護予防小規

模多機能型居

宅介護（短期

利用型以外）

1:介護予防小規模多機能型居宅介護事業所

2:サテライト型介護予防小規模多機能型居

宅介護事業所

介護予防小規

模多機能型居

宅介護（短期

利用型）

1:介護予防小規模多機能型居宅介護事業所

2:サテライト型介護予防小規模多機能型居

宅介護事業所

介護予防認知

症対応型共同

生活介護（短

期利用型以

外）

2021 年 3 月以前 2021 年 4 月以降

1:Ⅰ型

2:Ⅱ型

1:Ⅰ型

2:Ⅱ型

3:サテライト型Ⅰ型

4:サテライト型Ⅱ型



－ １３ －

項番 コード名称 属性
ﾊﾞｲ

ﾄ数
内容

介護予防認知

症対応型共同

生活介護（短

期利用型）

2021 年 3 月以前 2021 年 4 月以降

1:Ⅰ型

2:Ⅱ型

1:Ⅰ型

2:Ⅱ型

3:サテライト型Ⅰ型

4:サテライト型Ⅱ型

以下は平成 28 年 4 月以降設定

地域密着型通

所介護（平成

28 年 4月 1

日～）

1:地域密着型通所介護事業所

2:療養通所介護事業所

以下は平成 30 年 4 月以降設定

短期入所療養

介護（介護医

療院）

1:Ⅰ型介護医療院

2:Ⅱ型介護医療院

3:特別介護医療院

4:ユニット型Ⅰ型介護医療院

5:ユニット型Ⅱ型介護医療院

6:ユニット型特別介護医療院

介護医療院サ

ービス

1:Ⅰ型介護医療院

2:Ⅱ型介護医療院

3:特別介護医療院

4:ユニット型Ⅰ型介護医療院

5:ユニット型Ⅱ型介護医療院

6:ユニット型特別介護医療院

介護予防短期

入所療養介護

（介護医療

院）

1:Ⅰ型介護医療院

2:Ⅱ型介護医療院

3:特別介護医療院

4:ユニット型Ⅰ型介護医療院

5:ユニット型Ⅱ型介護医療院

6:ユニット型特別介護医療院

複合型サービ

ス（看護小規

模多機能型

居宅介護）

1:看護小規模多機能型居宅介護事業所

2:サテライト型看護小規模多機能型居宅介

護事業所

複合型サービ

ス（看護小規

模多機能型

居宅介護・短

期利用型）

1:看護小規模多機能型居宅介護事業所

2:サテライト型看護小規模多機能型居宅介

護事業所



－ １４ －

項番 コード名称 属性
ﾊﾞｲ

ﾄ数
内容

４９ 入浴介助体制の有無加算 数字 １

2021 年 3 月以前

1:無し 2:有り

2021 年 4 月以降

1:無し 2:加算Ⅰ 3:加算Ⅱ

123

特定事業所加算（訪問介

護）の有無（加算Ⅴ以

外）

数字 １

平成 27 年 3 月以前 平成 27 年 4 月以降

1:無し 2:加算Ⅰ 3:加

算Ⅱ 4:加算Ⅲ

1:無し 2:加算Ⅰ 3:加算

Ⅱ 4:加算Ⅲ 5:加算Ⅳ

127
口腔機能向上体制の有無

加算
数字 １ 1:無し 2:有り

132
特定事業所加算（居宅介

護支援）の有無
数字 １

平成 21 年 3 月以前 平成 21 年 4 月以降

1:無し 2:有り 1:無し 2:加算Ⅰ 3:加算Ⅱ

平成 27 年 4 月以降

1:無し 2:加算Ⅰ 3:加算Ⅱ 4:加算Ⅲ

2021 年 4 月以降

1:無し 2:加算Ⅰ 3:加算Ⅱ 4:加算Ⅲ 5:加算Ａ

143
個別機能訓練体制の有無

加算
数字 １

サービス種類 届出内容

通所介護

平成 21 年 3 月以前 1:無し 2:有り

平成 21 年 4 月以降
1:無し 2:加算Ⅰ

3:加算Ⅱ

平成 24 年 4 月以降
1:無し 3:加算Ⅰ

4:加算Ⅱ

平成 30 年 4 月以降 なし

地域密着型通

所介護（平成

28 年 4月 1

日～）

平成 28 年 4 月以降
1:無し 3:加算Ⅰ

4:加算Ⅱ

平成 30 年 4 月以降 なし

上記以外 1:無し 2:有り



－ １５ －

項番 コード名称 属性
ﾊﾞｲ

ﾄ数
内容

157
サービス提供体制強化加

算
数字 １

サービス種類 届出内容

平

成

27

年           

3

月

以

前

訪問入浴介護

訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

介護予防訪問入浴介護

介護予防訪問看護

介護予防訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

1:無し 2:有り

訪問看護

通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

介護予防通所介護

介護予防通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護

介護予防認知症対応型通所介

護

1:無し

2:加算Ⅰ

3:加算Ⅱ

上記以外

1:無し

2:加算Ⅰ

3:加算Ⅱ

4:加算Ⅲ

平

成

27

年

4

月

以

降

訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

介護予防訪問看護

介護予防訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

1:無し

2:有り

訪問入浴介護

介護予防訪問入浴介護

1:無し

3:加算Ⅰイ

2:加算Ⅰロ

訪問看護

1:無し

2:イ及びロの場合

3:ハの場合

通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

介護予防通所介護（※１１）

介護予防通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

認知症対応型通所介護

介護予防認知症対応型通所介

護

1:無し

4:加算Ⅰイ

2:加算Ⅰロ

3:加算Ⅱ

夜間対応型訪問介護

1:無し

4:加算Ⅰイ

2:加算Ⅰロ

5:加算Ⅱイ

3:加算Ⅱロ

特定施設入居者生活介護

特定施設入居者生活介護(短

期利用型）

介護予防特定施設入居者生活

介護

地域密着型特定施設入居者生

活介護

地域密着型特定施設入居者生

活介護(短期利用型）

1:無し

2:加算Ⅰイ

3:加算Ⅰロ

4:加算Ⅱ

5:加算Ⅲ

上記以外

1:無し

5:加算Ⅰイ

2:加算Ⅰロ

3:加算Ⅱ

4:加算Ⅲ



－ １６ －

項番 コード名称 属性
ﾊﾞｲﾄ

数
内容

平

成

28

年

4

月

以

降

訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

介護予防訪問看護

介護予防訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

1:無し

2:有り

訪問入浴介護

介護予防訪問入浴介護

1:無し

3:加算Ⅰイ

2:加算Ⅰロ

訪問看護

1:無し

2:イ及びロの場

合

3:ハの場合

通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

介護予防通所介護（※１１）

介護予防通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

認知症対応型通所介護

介護予防認知症対応型通所介護

1:無し

4:加算Ⅰイ

2:加算Ⅰロ

3:加算Ⅱ

夜間対応型訪問介護

1:無し

4:加算Ⅰイ

2:加算Ⅰロ

5:加算Ⅱイ

3:加算Ⅱロ

特定施設入居者生活介護

特定施設入居者生活介護(短期

利用型）

介護予防特定施設入居者生活介

護

地域密着型特定施設入居者生活

介護

地域密着型特定施設入居者生活

介護(短期利用型）

1:無し

2:加算Ⅰイ

3:加算Ⅰロ

4:加算Ⅱ

5:加算Ⅲ

通所介護

1:無し

5:加算Ⅰイ

2:加算Ⅰロ

3:加算Ⅱ

上記以外

1:無し

5:加算Ⅰイ

2:加算Ⅰロ

3:加算Ⅱ

4:加算Ⅲ



－ １７ －

項番 コード名称 属性
ﾊﾞｲﾄ

数
内容

平

成

30

年

10

月

以

降

訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

介護予防訪問看護

介護予防訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

1:無し

2:有り

訪問入浴介護

介護予防訪問入浴介護

1:無し

3:加算Ⅰイ

2:加算Ⅰロ

訪問看護

1:無し

2:イ及びロの場

合

3:ハの場合

通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

介護予防通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

認知症対応型通所介護

介護予防認知症対応型通所介護

通所型サービス（みなし）

通所型サービス（独自）

1:無し

4:加算Ⅰイ

2:加算Ⅰロ

3:加算Ⅱ

夜間対応型訪問介護

1:無し

4:加算Ⅰイ

2:加算Ⅰロ

5:加算Ⅱイ

3:加算Ⅱロ

特定施設入居者生活介護

特定施設入居者生活介護(短期

利用型）

介護予防特定施設入居者生活介

護

地域密着型特定施設入居者生活

介護

地域密着型特定施設入居者生活

介護(短期利用型）

1:無し

2:加算Ⅰイ

3:加算Ⅰロ

4:加算Ⅱ

5:加算Ⅲ

通所介護

1:無し

5:加算Ⅰイ

2:加算Ⅰロ

3:加算Ⅱ

上記以外

1:無し

5:加算Ⅰイ

2:加算Ⅰロ

3:加算Ⅱ

4:加算Ⅲ



－ １８ －

項番 コード名称 属性
ﾊﾞｲﾄ

数
内容

2

0

2

1

年

4

月

以

降

訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

介護予防訪問看護

介護予防訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

1:無し

3:加算Ⅰ

4:加算Ⅱ

訪問入浴介護

介護予防訪問入浴介護

1:無し

4:加算Ⅰ

3:加算Ⅱ

5:加算Ⅲ

訪問看護

1:無し

4:加算Ⅰ（イ及びロの

場合）

2:加算Ⅱ（イ及びロの

場合）

5:加算Ⅰ（ハの場合）

3:加算Ⅱ（ハの場合）

通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

介護予防通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

認知症対応型通所介護

介護予防認知症対応型通

所介護

通所型サービス（独自）

1:無し

5:加算Ⅰ

4:加算Ⅱ

6:加算Ⅲ

夜間対応型訪問介護

1:無し

6:加算Ⅰ（イの場合）

4:加算Ⅱ（イの場合）

7:加算Ⅲ（イの場合）

8:加算Ⅰ（ロの場合）

5:加算Ⅱ（ロの場合）

9:加算Ⅲ（ロの場合）

特定施設入居者生活介護

特定施設入居者生活介護

(短期利用型）

介護予防特定施設入居者

生活介護

地域密着型特定施設入居

者生活介護

地域密着型特定施設入居

者生活介護(短期利用型）

1:無し

6:加算Ⅰ

2:加算Ⅱ

7:加算Ⅲ

地域密着型通所介護

1:無し

6:加算Ⅰ（イの場合）

5:加算Ⅱ（イの場合）

7:加算Ⅲ（イの場合）

8:加算Ⅲイ（ロの場

合）

4:加算Ⅲロ（ロの場

合）

上記以外

1:無し

6:加算Ⅰ

5:加算Ⅱ

7:加算Ⅲ



－ １９ －

項番 コード名称 属性
ﾊﾞｲ

ﾄ数
内容

169
サービス提供体制強化加

算（併設型、空床型）
数字 １

平成 27 年 3 月以前 平成 27 年 4 月以降

1:無し 2:加算Ⅰ 3:加

算Ⅱ 4:加算Ⅲ

1:無し 5:加算Ⅰイ

2:加算Ⅰロ 3：加算Ⅱ

4:加算Ⅲ

2021 年 4 月以降

1:無し 6:加算Ⅰ 5:加算Ⅱ 7:加算Ⅲ

184 要支援１受給者実施区分 数字 １ 1:実施不可 2:実施可

185 要支援２受給者実施区分 数字 １ 1:実施不可 2:実施可

199 事業対象者実施区分 数字 １ 1:実施不可 2:実施可

202
リハビリテーションマネ

ジメント加算
数字 １

平成 30 年

3 月以前
1:無し 2:加算Ⅰ 3:加算Ⅱ

平成 30 年

4 月以降

サービス種類 届出内容

訪問リハビリテーション 1：無し

2：加算Ⅰ

3：加算Ⅱ

4：加算Ⅲ

5：加算Ⅳ

通所リハビリテーション

介護予防訪問リハビリテ

ーション 1:無し

2:有り介護予防通所リハビリテ

ーション

2021 年

4 月以降

サービス種類 届出内容

訪問リハビリテーション 1：無し

3：加算Ａイ

6：加算Ａロ

4：加算Ｂイ

7：加算Ｂロ

通所リハビリテーション

介護予防訪問リハビリテ

ーション
なし

介護予防通所リハビリテ

ーション

203 社会参加移行支援加算 数字 １ 1:無し 2:有り

231

介護ロボットテクノロジ

ーの導入（夜勤職員配置

加算関係）

数字 １ 1:無し 2:有り

234 入居継続支援加算 数字 １

2021 年 3 月以前

1:無し 2:有り

2021 年 4 月以降

1:無し 2:加算Ⅰ 3:加算Ⅱ

245 生活機能向上連携加算 数字 １

2021 年 3 月以前

1:無し 2:有り

2021 年 4 月以降

1:無し 3:加算Ⅰ 2:加算Ⅱ

247 ADL 維持等加算Ⅲ 数字 １ 1:無し 2:有り

252

特定事業所加算Ⅳ

特定事業所医療介護連携

加算

数字 １ 1:無し 2:有り ※１０



－ ２０ －

項番 コード名称 属性
ﾊﾞｲ

ﾄ数
内容

263 要介護１受給者実施区分 数字 １ 1:実施不可 2:実施可

264 要介護２受給者実施区分 数字 １ 1:実施不可 2:実施可

265 要介護３受給者実施区分 数字 １ 1:実施不可 2:実施可

266 要介護４受給者実施区分 数字 １ 1:実施不可 2:実施可

267 要介護５受給者実施区分 数字 １ 1:実施不可 2:実施可

268 LIFEへの登録 数字 １ 1:無し 2:有り

269

感染症又は災害の発生を

理由とする利用者数の減

少が一定以上生じている

場合の対応

数字 １ 1:無し 2:有り

270
個別機能訓練加算（通

所）
数字 １ 1:無し 2:加算Ⅰイ 3:加算Ⅰロ

271 科学的介護推進体制加算 数字 １ 1:無し 2:有り

272
テクノロジーの導入（入

居継続支援加算関係）
数字 １ 1:無し 2:有り

273
テクノロジーの導入（日

常生活支援加算関係）
数字 １ 1:無し 2:有り

274
情報通信機器等の活用等

の体制
数字 １ 1:無し 2:有り

275 安全管理体制 数字 １ 1:減算型 2:基準型

276
栄養ケア・マネジメント

の実施の有無
数字 １ 1:無し 2:有り

277
栄養マネジメント強化体

制
数字 １ 1:無し 2:有り

278 排せつ支援加算 数字 １ 1:無し 2:有り

279 自立支援促進加算 数字 １ 1:無し 2:有り

280 安全対策体制 数字 １ 1:無し 2:有り

281 リハビリ計画書情報加算 数字 １ 1:無し 2:有り

282 移行計画の提出状況 数字 １ 1:無し 2:有り

283

３ユニットの事業所が夜

勤職員を２人以上とする

場合

数字 １ 1:無し 2:有り

284 特定事業所加算Ⅴ 数字 １ 1:無し 2:有り

285

併設本体施設における介

護職員等特定処遇改善加

算Ⅰの届出状況

数字 １ 1:無し 2:有り



－ ２１ －

【インタフェース仕様書 都道府県編】

１ 台帳管理業務

１．３ 項目説明

１．３．１ 異動情報（入力情報）

（２）事業所異動連絡票情報（サービス情報）

項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容
必須入力※１

備考
新規 変更 終了

：

３１ 入浴介助体制の有無加算 数字 １
入浴介助体制の有無加算

をコードで設定する

1:無し

2:有り加算

Ⅰ

3:加算Ⅱ

※４

：

７９
特定事業所加算（訪問介

護）の有無（加算Ⅴ以外）
数字 １

特定事業所加算（訪問介

護）の有無（加算Ⅴ以外）

をコードで設定する

※３、※４、

※１７

：

８３
口腔機能向上体制の有無

加算
数字 １

口腔機能向上体制の有無

加算をコードで設定する

1:無し

2:有り

※４、※１８

：

115
個別機能訓練体制の有無

加算
数字 １

個別機能訓練体制の有無

加算をコードで設定する

※３、※４、

※１８

：

139
サービス提供体制強化加

算（併設型、空床型）
数字 １

サービス提供体制強化加

算（併設型、空床型）をコ

ードで設定する

※３、※４、

※２６、

※２７

：

147
短期集中リハビリテーシ

ョン実施加算
数字 １

短期集中リハビリテーシ

ョン実施加算をコードで

設定する

※３、※４、

※３５

※５３

148
短期集中個別リハビリテ

ーション実施加算
数字 １

短期集中個別リハビリテ

ーション実施加算をコー

ドで設定する

※３、※４、

※３５

※５３

：

150 社会参加移行支援加算 数字 １
社会参加移行支援加算を

コードで設定する

※３、※４、

※３８

：

152 個別機能訓練体制Ⅰ 数字 １
個別機能訓練体制Ⅰをコ

ードで設定する

※３、※４、

※３６

※５３

：

156 個別機能訓練体制Ⅱ 数字 １
個別機能訓練体制Ⅱをコ

ードで設定する

※３、※４、

※３６

※５３

：



－ ２２ －

項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容
必須入力※１

備考
新規 変更 終了

161

介護ロボットテクノロジ

ーの導入（夜勤職員配置

加算関係）

数字 １

介護ロボットテクノロジ

ーの導入（夜勤職員配置

加算関係）をコードで設

定する

※３、※４、

※３６

：

178 移行定着支援加算 数字 １
移行定着支援加算をコー

ドで設定する

※３、※４

※４３

※５３

：

187 ADL 維持等加算Ⅲ 数字 １
ADL 維持等加算Ⅲをコー

ドで設定する

※３、※４

※４４

：

192
特定事業所加算Ⅳ特定事

業所医療介護連携加算
数字 １

特定事業所加算Ⅳ特定事

業所医療介護連携加算を

コードで設定する

※３、※４

※４８

：

203 LIFE への登録 数字 １
LIFE への登録をコード

で設定する

※３、※４

※５２

204

感染症又は災害の発生を

理由とする利用者数の減

少が一定以上生じている

場合の対応

数字 １

感染症又は災害の発生を

理由とする利用者数の減

少が一定以上生じている

場合の対応をコードで設

定する

※３、※４

※５２

205 個別機能訓練加算（通所） 数字 １
個別機能訓練加算（通所）

をコードで設定する

※３、※４

※５２

206
栄養ケア・マネジメント

の実施の有無
数字 １

栄養ケア・マネジメント

の実施の有無をコードで

設定する

※３、※４

※５２

207
栄養マネジメント強化体

制
数字 １

栄養マネジメント強化体

制をコードで設定する

※３、※４

※５２

208 安全管理体制 数字 １
安全管理体制をコードで

設定する

※３、※４

※５２

209 安全対策体制 数字 １
安全対策体制をコードで

設定する

※３、※４

※５２

210 排せつ支援加算 数字 １
排せつ支援加算をコード

で設定する

※３、※４

※５２

211 自立支援促進加算 数字 １
自立支援促進加算をコー

ドで設定する

※３、※４

※５２

212 科学的介護推進体制加算 数字 １
科学的介護推進体制加算

をコードで設定する

※３、※４

※５２

213
情報通信機器等の活用等

の体制
数字 １

情報通信機器等の活用等

の体制をコードで設定す

る

※３、※４

※５２

214
テクノロジーの導入（入

居継続支援加算関係）
数字 １

テクノロジーの導入（入

居継続支援加算関係）を

コードで設定する

※３、※４

※５２

215
テクノロジーの導入（日

常生活支援加算関係）
数字 １

テクノロジーの導入（日

常生活支援加算関係）を

コードで設定する

※３、※４

※５２

216 リハビリ計画書情報加算 数字 １
リハビリ計画書情報加算

をコードで設定する

※３、※４

※５２



－ ２３ －

項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容
必須入力※１

備考
新規 変更 終了

217 移行計画の提出状況 数字 １
移行計画の提出状況をコ

ードで設定する

※３、※４

※５２

218 未使用 数字 １ 未使用 ※５４

219

３ユニットの事業所が夜

勤職員を２人以上とする

場合

数字 １

３ユニットの事業所が夜

勤職員を２人以上とする

場合をコードで設定する

※３、※４

※５２

220 特定事業所加算Ⅴ 数字 １
特定事業所加算Ⅴをコー

ドで設定する

※３、※４

※５２

221

併設本体施設における介

護職員等特定処遇改善加

算Ⅰの届出状況

数字 １

併設本体施設における介

護職員等特定処遇改善加

算Ⅰの届出状況をコード

で設定する

※３、※４

※５２

※３ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31)

※４ サービス種類等により体制の無い加算については“０”または NULL を設定する。

※17 処理年月が平成１７年１１月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成１７年１０月以前の場合、

本項目の設定は不要とし、従前のインタフェースとする。設定された場合はエラーとして台帳への登

録は行わない。また、異動年月日が平成１７年９月３０日以前の情報は、未設定であってもエラーとし

ない。設定している場合は、通常のチェックを行う。

※18 処理年月が平成１８年５月以降の場合、設定可とする。なお、処理年月が平成１８年４月以前の場合、

本項目の設定は不要とし、従前のインタフェースとする。設定された場合はエラーとして台帳への登

録は行わない。また、異動年月日が平成１８年３月３１日以前の情報は、未設定であってもエラーとし

ない。設定している場合は、通常のチェックを行う。

※26 処理年月が平成２１年５月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成２１年４月以前の場合、

本項目の設定は不要とし、従前のインタフェースとする。設定された場合はエラーとして台帳への登

録は行わない。また、異動年月日が平成２１年３月３１日以前の情報は、未設定であってもエラーとし

ない。設定している場合は、通常のチェックを行う。

※27 事業所異動連絡票情報のサービス種類コードが“21:短期生活”、“24:予防短期生活”については、施

設等の区分コードが「1：単独型」又は「3：単独型ユニット型」の場合、「サービス提供体制強化加算」

のみ設定可とし、「サービス提供体制強化加算（併設型、空床型）」は設定不可とする。

施設等の区分コードが「2:併設型・空床型」又は「4:併設型・空床型ユニット型」の場合は、異動年月日

が２０２１年３月３１日以前の場合、併設型であれば、「サービス提供体制強化加算」に該当するコー

ド値を設定し、「サービス提供体制強化加算（併設型、空床型）」に「1:無し」を設定する。空床型であ

れば、サービス提供体制強化加算」に「1:無し」を設定し、「サービス提供体制強化加算（併設型、空

床型）」に該当するコード値を設定する。異動年月日が２０２１年４月１日以降の場合、「サービス提供

体制強化加算（併設型、空床型）」のみ設定可とし、「サービス提供体制強化加算」は設定不可とす

る。

１つの事業所に併設型と空床型が混在する場合は、それぞれ異なる指定番号を設定して登録を行う。

※35 処理年月が平成２７年５月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成２７年４月以前の場合、

本項目の設定は不要とし、従前のインタフェースとする。設定された場合はエラーとして台帳への登

録は行わない。また、異動年月日が平成２７年３月３１日以前の情報は、未設定であってもエラーとし

ない。設定している場合は、通常のチェックを行う。



－ ２４ －

※36 処理年月が平成３０年５月以降の場合、値を設定する。なお、処理年月が平成３０年４月以前の場合、

予備項目として本項目の設定は不要とし、“０”または NULL を設定する。異動年月日が平成３０年３

月３１日以前の情報は、“０”または NULL を設定した場合であってもエラーとしない。

※38 処理年月が平成２８年５月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成２８年４月以前の場合、本

項目の設定は不要とし、従前のインタフェースとする。また、異動年月日が平成２８年３月３１日以前

の情報は、未設定であってもエラーとしない。設定している場合は、通常のチェックを行う。

※43 処理年月が平成３０年５月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成３０年４月以前の場合、

本項目の設定は不要とし、従前のインタフェースとする。設定された場合はエラーとして台帳への登

録は行わない。また、異動年月日が平成３０年３月３１日以前の情報は、未設定であってもエラーとし

ない。設定している場合は、通常のチェックを行う。

※44 処理年月が平成３０年５月以降の場合、設定可とする。なお、処理年月が平成３０年４月以前の場合、

本項目の設定は不要とし、従前のインタフェースとする。設定された場合はエラーとして台帳への登

録は行わない。また、異動年月日が平成３０年３月３１日以前の情報は、未設定であってもエラーとし

ない。設定している場合は、通常のチェックを行う。

※48 処理年月が平成３０年５月以降、異動年月日が平成３１年４月１日以降の場合、設定する。

また、処理年月が平成３０年４月以前の場合、本項目の設定は不要とし、従前のインタフェースとす

る。設定された場合はエラーとして台帳への登録は行わない。

また、異動年月日が平成３１年３月３１日以前の情報は、未設定であってもエラーとしない。設定して

いる場合は、通常のチェックを行う。

※52 処理年月が２０２１年５月以降の場合、設定する。なお、処理年月が２０２１年４月以前の場合、

本項目の設定は不要とし、従前のインタフェースとする。設定された場合はエラーとして台帳への登

録は行わない。また、異動年月日が２０２１年３月３１日以前の情報は、未設定であってもエラーとし

ない。設定している場合は、通常のチェックを行う。

※53 異動年月日が２０２１年３月３１日以前の場合、設定可とし、２０２１年４月１日以降の情報に設定され

た場合はエラーとして台帳への登録は行わない。

※54 未使用項目については、“０”または NULL を設定する。その他の値が設定された場合はエラーとして

台帳への登録は行わない。



－ ２５ －

１．３．２ 訂正情報（入力情報）

（２）事業所訂正連絡票情報（サービス情報）

項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 必須入力※１ 備考

：

３２ 入浴介助体制の有無加算 数字 １
入浴介助体制の有無加算

をコードで設定する

1:無し

2:有り加算

Ⅰ

3:加算Ⅱ

：

８０
特定事業所加算（訪問介

護）の有無（加算Ⅴ以外）
数字 １

特定事業所加算（訪問介

護）の有無（加算Ⅴ以外）

をコードで設定する

：

８４
口腔機能向上体制の有無

加算
数字 １

口腔機能向上体制の有無

加算をコードで設定する

1:無し

2:有り

：

116
個別機能訓練体制の有無

加算
数字 １

個別機能訓練体制の有無

加算をコードで設定する

：

140
サービス提供体制強化加

算（併設型、空床型）
数字 １

サービス提供体制強化加

算（併設型、空床型）を

コードで設定する

：

151 社会参加移行支援加算 数字 １
社会参加移行支援加算を

コードで設定する

：

162

介護ロボットテクノロジ

ーの導入（夜勤職員配置

加算関係）

数字 １

介護ロボットテクノロジ

ーの導入（夜勤職員配置

加算関係）をコードで設

定する

1:無し

2:有り

：

166 入居継続支援加算 数字 １
入居継続支援加算をコー

ドで設定する

1:無し

2:有り加算

Ⅰ

3:加算Ⅱ

：

186 生活機能向上連携加算 数字 １

生活機能向上連携加算を

コードで設定する

1:無し

2:有り

3:加算Ⅰ

2:加算Ⅱ

：

188 ADL 維持等加算Ⅲ 数字 １
ADL 維持等加算Ⅲをコー

ドで設定する

1:無し

2:有り

：

193
特定事業所加算Ⅳ特定事

業所医療介護連携加算
数字 １

特定事業所加算Ⅳ特定事

業所医療介護連携加算を

コードで設定する

1:無し

2:有り



－ ２６ －

項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 必須入力※１ 備考

：

204 LIFE への登録 数字 １
LIFE への登録をコード

で設定する

1:無し

2:有り

205

感染症又は災害の発生を

理由とする利用者数の減

少が一定以上生じている

場合の対応

数字 １

感染症又は災害の発生を

理由とする利用者数の減

少が一定以上生じている

場合の対応をコードで設

定する

1:無し

2:有り

206 個別機能訓練加算（通所） 数字 １
個別機能訓練加算（通所）

をコードで設定する

1:無し

2:加算Ⅰイ

3:加算Ⅰロ

207
栄養ケア・マネジメント

の実施の有無
数字 １

栄養ケア・マネジメント

の実施の有無をコードで

設定する

1:無し

2:有り

208
栄養マネジメント強化体

制
数字 １

栄養マネジメント強化体

制をコードで設定する

1:無し

2:有り

209 安全管理体制 数字 １
安全管理体制をコードで

設定する

1: 減算型

2: 基準型

210 安全対策体制 数字 １
安全対策体制をコードで

設定する

1:無し

2:有り

211 排せつ支援加算 数字 １
排せつ支援加算をコード

で設定する

1:無し

2:有り

212 自立支援促進加算 数字 １
自立支援促進加算をコー

ドで設定する

1:無し

2:有り

213 科学的介護推進体制加算 数字 １
科学的介護推進体制加算

をコードで設定する

1:無し

2:有り

214
情報通信機器等の活用等

の体制
数字 １

情報通信機器等の活用等

の体制をコードで設定す

る

1:無し

2:有り

215
テクノロジーの導入（入

居継続支援加算関係）
数字 １

テクノロジーの導入（入

居継続支援加算関係）を

コードで設定する

1:無し

2:有り

216
テクノロジーの導入（日

常生活支援加算関係）
数字 １

テクノロジーの導入（日

常生活支援加算関係）を

コードで設定する

1:無し

2:有り

217 リハビリ計画書情報加算 数字 １
リハビリ計画書情報加算

をコードで設定する

1:無し

2:有り

218 移行計画の提出状況 数字 １
移行計画の提出状況をコ

ードで設定する

1:無し

2:有り

219 未使用 数字 １ 未使用

220

３ユニットの事業所が夜

勤職員を２人以上とする

場合

数字 １

３ユニットの事業所が夜

勤職員を２人以上とする

場合をコードで設定する

1:無し

2:有り

221 特定事業所加算Ⅴ 数字 １
特定事業所加算Ⅴをコー

ドで設定する

1:無し

2:有り

222

併設本体施設における介

護職員等特定処遇改善加

算Ⅰの届出状況

数字 １

併設本体施設における介

護職員等特定処遇改善加

算Ⅰの届出状況をコード

で設定する

1:無し

2:有り



－ ２７ －

１．３．３ 更新結果（出力情報）

（２）事業所情報更新結果情報（サービス情報）

項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 備考

：

３３ 入浴介助体制の有無加算 数字 １
入浴介助体制の有無加算をコードで設

定する

※１

：

８１
特定事業所加算（訪問介

護）の有無（加算Ⅴ以外）
数字 １

特定事業所加算（訪問介護）の有無（加

算Ⅴ以外）をコードで設定する

※１、※２、

※６

：

８５
口腔機能向上体制の有無

加算
数字 １

口腔機能向上体制の有無加算をコード

で設定する

※１、※２、

※６

：

117
個別機能訓練体制の有無

加算
数字 １

個別機能訓練体制の有無加算をコード

で設定する

※１

※６

：

141
サービス提供体制強化加

算（併設型、空床型）
数字 １

サービス提供体制強化加算（併設型、空

床型）をコードで設定する

※１

※７

：

152 社会参加移行支援加算 数字 １
社会参加移行支援加算をコードで設定

する

※１

※９

：

163

介護ロボットテクノロジ

ーの導入（夜勤職員配置

加算関係）

数字 １
介護ロボットテクノロジーの導入（夜勤

職員配置加算関係）をコードで設定する

※１０

：

189 ADL 維持等加算Ⅲ 数字 １ ADL 維持等加算Ⅲをコードで設定する
※１０

：

194
特定事業所加算Ⅳ特定事

業所医療介護連携加算
数字 １

特定事業所加算Ⅳ特定事業所医療介護

連携加算をコードで設定する

※１０

：

205 LIFE への登録 数字 １ LIFE への登録をコードで設定する
※１２

206

感染症又は災害の発生を

理由とする利用者数の減

少が一定以上生じている

場合の対応

数字 １

感染症又は災害の発生を理由とする利

用者数の減少が一定以上生じている場

合の対応をコードで設定する

※１２

207 個別機能訓練加算（通所） 数字 １
個別機能訓練加算（通所）をコードで設

定する

※１２

208
栄養ケア・マネジメント

の実施の有無
数字 １

栄養ケア・マネジメントの実施の有無を

コードで設定する

※１２

209
栄養マネジメント強化体

制
数字 １

栄養マネジメント強化体制をコードで

設定する

※１２

210 安全管理体制 数字 １ 安全管理体制をコードで設定する
※１２



－ ２８ －

項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 備考

211 安全対策体制 数字 １ 安全対策体制をコードで設定する
※１２

212 排せつ支援加算 数字 １ 排せつ支援加算をコードで設定する
※１２

213 自立支援促進加算 数字 １ 自立支援促進加算をコードで設定する
※１２

214 科学的介護推進体制加算 数字 １
科学的介護推進体制加算をコードで設

定する

※１２

215
情報通信機器等の活用等

の体制
数字 １

情報通信機器等の活用等の体制をコー

ドで設定する

※１２

216
テクノロジーの導入（入

居継続支援加算関係）
数字 １

テクノロジーの導入（入居継続支援加算

関係）をコードで設定する

※１２

217
テクノロジーの導入（日

常生活支援加算関係）
数字 １

テクノロジーの導入（日常生活支援加算

関係）をコードで設定する

※１２

218 リハビリ計画書情報加算 数字 １
リハビリ計画書情報加算をコードで設

定する

※１２

219 移行計画の提出状況 数字 １
移行計画の提出状況をコードで設定す

る

※１２

220 未使用 数字 １ 未使用
※１３

221
３ユニットの事業所が夜

勤職員を２人以上とする

場合

数字 １
３ユニットの事業所が夜勤職員を２人

以上とする場合をコードで設定する

※１２

222 特定事業所加算Ⅴ 数字 １ 特定事業所加算Ⅴをコードで設定する
※１２

223

併設本体施設における介

護職員等特定処遇改善加

算Ⅰの届出状況

数字 １

併設本体施設における介護職員等特定

処遇改善加算Ⅰの届出状況をコードで

設定する

※１２

※１ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31)

※２ 処理年月が平成１５年５月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成１５年４月以前の場合、

本項目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。

※６ 処理年月が平成１８年５月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成１８年４月以前の場合、

本項目の設定は不要とし、従前のインタフェースとする。

※７ 処理年月が平成２１年５月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成２１年４月以前の場合、

本項目の設定は不要とし、従前のインタフェースとする。

※９ 処理年月が平成２７年５月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成２７年４月以前の場合、

本項目の設定は不要とし、従前のインタフェースとする。

※１０ 処理年月が平成３０年５月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成３０年４月以前の場合、

本項目の設定は不要とし、従前のインタフェースとする。

※１２ 処理年月が２０２１年５月以降の場合、設定する。なお、処理年月が２０２１年４月以前の場合、

本項目の設定は不要とし、従前のインタフェースとする。

※１３ 未使用項目については、設定は不要とする。



－ ２９ －

１．３．４ 国保連合会台帳情報（出力情報）

（２）事業所台帳情報（サービス情報）

項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 備考

：

３２ 入浴介助体制の有無加算 数字 １
入浴介助体制の有無加算をコードで設

定する

※１

：

８０
特定事業所加算（訪問介

護）の有無（加算Ⅴ以外）
数字 １

特定事業所加算（訪問介護）の有無（加

算Ⅴ以外）をコードで設定する

※１、※２、

※６

：

８４
口腔機能向上体制の有無

加算
数字 １

口腔機能向上体制の有無加算をコード

で設定する

※１、※２、

※６

：

116
個別機能訓練体制の有無

加算
数字 １

個別機能訓練体制の有無加算をコード

で設定する

※１

※６

：

140
サービス提供体制強化加

算（併設型、空床型）
数字 １

サービス提供体制強化加算（併設型、空

床型）をコードで設定する

※１

※７

：

151 社会参加移行支援加算 数字 １
社会参加移行支援加算をコードで設定

する

※１

※９

：

162

介護ロボットテクノロジ

ーの導入（夜勤職員配置

加算関係）

数字 １
介護ロボットテクノロジーの導入（夜勤

職員配置加算関係）をコードで設定する

※１０

：

188 ADL 維持等加算Ⅲ 数字 １ ADL 維持等加算Ⅲをコードで設定する
※１０

：

193
特定事業所加算Ⅳ特定事

業所医療介護連携加算
数字 １

特定事業所加算Ⅳ特定事業所医療介護

連携加算をコードで設定する

※１０

：

204 LIFE への登録 数字 １ LIFE への登録をコードで設定する
※１２

205

感染症又は災害の発生を

理由とする利用者数の減

少が一定以上生じている

場合の対応

数字 １

感染症又は災害の発生を理由とする利

用者数の減少が一定以上生じている場

合の対応をコードで設定する

※１２

206 個別機能訓練加算（通所） 数字 １
個別機能訓練加算（通所）をコードで設

定する

※１２

207
栄養ケア・マネジメント

の実施の有無
数字 １

栄養ケア・マネジメントの実施の有無を

コードで設定する

※１２

208
栄養マネジメント強化体

制
数字 １

栄養マネジメント強化体制をコードで

設定する

※１２



－ ３０ －

項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 備考

209 安全管理体制 数字 １ 安全管理体制をコードで設定する
※１２

210 安全対策体制 数字 １ 安全対策体制をコードで設定する
※１２

211 排せつ支援加算 数字 １ 排せつ支援加算をコードで設定する
※１２

212 自立支援促進加算 数字 １ 自立支援促進加算をコードで設定する
※１２

213 科学的介護推進体制加算 数字 １
科学的介護推進体制加算をコードで設

定する

※１２

214
情報通信機器等の活用等

の体制
数字 １

情報通信機器等の活用等の体制をコー

ドで設定する

※１２

215
テクノロジーの導入（入

居継続支援加算関係）
数字 １

テクノロジーの導入（入居継続支援加算

関係）をコードで設定する

※１２

216
テクノロジーの導入（日

常生活支援加算関係）
数字 １

テクノロジーの導入（日常生活支援加算

関係）をコードで設定する

※１２

217 リハビリ計画書情報加算 数字 １
リハビリ計画書情報加算をコードで設

定する

※１２

218 移行計画の提出状況 数字 １
移行計画の提出状況をコードで設定す

る

※１２

219 未使用 数字 １ 未使用
※１３

220

３ユニットの事業所が夜

勤職員を２人以上とする

場合

数字 １
３ユニットの事業所が夜勤職員を２人

以上とする場合をコードで設定する

※１２

221 特定事業所加算Ⅴ 数字 １ 特定事業所加算Ⅴをコードで設定する

※１２

222

併設本体施設における介

護職員等特定処遇改善加

算Ⅰの届出状況

数字 １

併設本体施設における介護職員等特定

処遇改善加算Ⅰの届出状況をコードで

設定する

※１２

※１ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31)

※２ 処理年月が平成１５年５月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成１５年４月以前の場合、

本項目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。

※６ 処理年月が平成１８年５月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成１８年４月以前の場合、

本項目の設定は不要とし、従前のインタフェースとする。

※７ 処理年月が平成２１年５月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成２１年４月以前の場合、

本項目の設定は不要とし、従前のインタフェースとする。

※９ 処理年月が平成２７年５月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成２７年４月以前の場合、

本項目の設定は不要とし、従前のインタフェースとする。

※１０ 処理年月が平成３０年５月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成３０年４月以前の場合、

本項目の設定は不要とし、従前のインタフェースとする。

※１２ 処理年月が２０２１年５月以降の場合、設定する。なお、処理年月が２０２１年４月以前の場合、

本項目の設定は不要とし、従前のインタフェースとする。

※１３ 未使用項目については、設定は不要とする。



－ ３１ －

【インタフェース仕様書解説書 都道府県編】

１ 台帳管理業務

１．１ 項目設定時の留意事項

１．１．３ 事業所異動連絡票情報（サービス情報）

（５） 項番２６「特別地域加算の有無」～項番５８「障害者生活支援体制の有無」及び項番６

５「時間延長サービス体制」～項番８８「特定事業所加算（居宅介護支援）の有無」及び

項番１０５「大規模事業所該当の有無」～項番１５０「社会参加支援加算」及び項番１５

３「中重度者ケア体制加算」～項番１５５「入浴介助体制強化加算」及び項番１５７「生

活行為向上リハビリテーション実施加算」及び項番１６０「医療連携強化加算」及び項番

１６２「特定事業所集中減算」及び項番１６７「認知症加算」～項番１７５「訪問看護体

制減算」項番２６「特別地域加算の有無」～項番２２１「併設本体施設における介護職員

等特定処遇改善加算Ⅰの届出状況」の体制等状況項目については、項番１８「サービス種

類コード」と項番２４「施設等の区分コード」の組合せにより設定する体制等状況項目が

決定する。インタフェース仕様書の「サービス種類コードと体制等状況の関係」でサービ

ス種類と施設等の区分に対応した○印の体制等状況項目は項番３「異動区分コード」が

「１：新規」の場合は必須項目となる。
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１．２．３ 事業所異動連絡票情報（サービス情報）

連番 項目名 キー

項目別妥当性 項目間関連 届出

０１ ０２ ０３ ０４ ０５ ０６ ０７ ０８ ０１ ０２ ０３ ０１

必

須

項

目

検

査

数

値

検

査

半

角

条

件

検

査

全

角

条

件

検

査

日

付

妥

当

性

検

査

コ

ー

ド

検

査

特

殊

検

査

範

囲

検

査

項

目

関

連

検

査

数

値

比

較

検

査

日

付

比

較

検

査

届

出

関

連

検

査

１ 交換情報識別番号 ◎ ◎

２ 異動年月日 主キー ◎ ◎

３ 異動区分コード 準キー ◎ ◎ ①②

４ 異動事由 ○ ○

５ 事業所番号 主キー ◎ ◎ ◎*1 ◎*7

６ 管理者氏名（カナ） ○

７ 管理者氏名（漢字） ○ ○

８ 管理者郵便番号 ○ ○ ○*2

９ 管理者住所（カナ） ○

１０ 管理者住所（漢字） ○ ○

１１ 事業所名称（カナ） ○

１２ 事業所名称（漢字） ○ ○

１３ 事業所郵便番号 ○ ○ ○*2

１４ 事業所住所（カナ） ○

１５ 事業所住所（漢字） ○ ○

１６ 事業所電話番号 ○ ○

１７ 事業所ＦＡＸ番号 ○

１８ サービス種類コード 主キー ◎ ◎ ◎*8 ③④

⑤⑬

１９ 指定番号 主キー ◎ ◎

２０ 事業開始年月日 ○ ○ ⑦

２１ 事業休止年月日 ○ ⑦

２２ 事業廃止年月日 ○*3 ○ ⑦

２３ 事業再開年月日 ○ ⑧ ⑦

２４ 施設等の区分コード ③④

⑤

２５ 人員配置区分コード ④

２６ 特別地域加算の有無 ○ ⑤
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連番 項目名 キー

項目別妥当性 項目間関連 届出

０１ ０２ ０３ ０４ ０５ ０６ ０７ ０８ ０１ ０２ ０３ ０１

必

須

項

目

検

査

数

値

検

査

半

角

条

件

検

査

全

角

条

件

検

査

日

付

妥

当

性

検

査

コ

ー

ド

検

査

特

殊

検

査

範

囲

検

査

項

目

関

連

検

査

数

値

比

較

検

査

日

付

比

較

検

査

届

出

関

連

検

査

２７ 緊急時訪問看護加算の有無 ○ ⑤

２８ 特別管理体制 ○ ⑤

２９ 機能訓練指導体制の有無 ○ ⑤

３０ 食事提供体制の有無 ○ ⑤

３１ 入浴介助体制の有無加算 ○ ⑤

３２ 特別入浴介助体制の有無 ○ ⑤

３３ 常勤専従医師配置の有無 ○ ⑤

３４ 医師の配置基準 ○ ⑤

３５ 精神科医師定期的療養指導の

有無

○ ⑤

３６ 夜間勤務条件基準 ○ ⑤

３７ 認知症専門棟の有無 ○ ⑤

３８ 食事提供の状況 ○ ⑤

３９ 送迎体制 ○ ⑤

４０ ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制（総合ﾘﾊ

ﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ施設）の有無

○ ⑤

４１ ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制（理学療

法Ⅱ）の有無

○ ⑤

４２ ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制（理学療

法Ⅲ）の有無

○ ⑤

４３ ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制（作業療

法Ⅱ）の有無

○ ⑤

４４ ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制（精神科

作業療法）の有無

○ ⑤

４５ ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制（その

他）の有無

○ ⑤

４６ ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ加算状況の有無 ○ ⑤

４７ 療養環境基準 ○ ⑤

４８ 医師の欠員による減算の状況

の有無

○ ⑤

４９ 看護職員の欠員による減算の

状況の有無

○ ⑤

５０ 理学療法士の欠員による減算

の状況の有無

○ ⑤

５１ 作業療法士の欠員による減算

の状況の有無

○ ⑤

５２ 介護職員の欠員による減算の

状況の有無

○ ⑤

５３ 介護支援専門員の欠員による

減算の状況の有無

○ ⑤
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連番 項目名 キー

項目別妥当性 項目間関連 届出

０１ ０２ ０３ ０４ ０５ ０６ ０７ ０８ ０１ ０２ ０３ ０１

必

須

項

目

検

査

数

値

検

査

半

角

条

件

検

査

全

角

条

件

検

査

日

付

妥

当

性

検

査

コ

ー

ド

検

査

特

殊

検

査

範

囲

検

査

項

目

関

連

検

査

数

値

比

較

検

査

日

付

比

較

検

査

届

出

関

連

検

査

５４ 介護従業者の欠員による減算

の状況の有無

○ ⑤

５５ 感染対策指導管理の有無 ○ ⑤

５６ 重症皮膚潰瘍管理指導の有無 ○ ⑤

５７ 薬剤管理指導の有無 ○ ⑤

５８ 障害者生活支援体制の有無 ○ ⑤

５９ 生活保護法による指定の有無 ○

６０ 地域区分コード ○ ○ ⑬

６１ 基準該当・地域密着型・介護

予防・日常生活支援総合事業

登録保険者番号

主キー ◎ ◎*4 ⑥

６２ 基準該当・地域密着型・介護

予防・日常生活支援総合事業

受領委任の有無

○*5 ○ ⑥

６３ 基準該当・地域密着型・介護

予防・日常生活支援総合事業

登録開始年月日

○*5 ○ ⑥ ⑨

６４ 基準該当・地域密着型・介護

予防・日常生活支援総合事業

登録終了年月日

○*6 ○ ②⑥ ⑨

６５ 時間延長サービス体制 ○ ⑤

６６ 個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制 ○ ⑤

６７ 居住費対策 ○ ⑤

６８ 夜間ケアの有無 ○ ⑤

６９ ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ機能強化の有無 ○ ⑤

７０ 個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制（総

合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ施設）の有無

○ ⑤

７１ 個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制（理

学療法Ⅱ）の有無

○ ⑤

７２ 個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制（理

学療法Ⅲ）の有無

○ ⑤

７３ 個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制（作

業療法Ⅱ）の有無

○ ⑤

７４ 個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制（言

語聴覚療法Ⅰ）の有無

○ ⑤

７５ 個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制（言

語聴覚療法Ⅱ）の有無

○ ⑤

７６ 言語聴覚士の欠員による減算

の状況の有無

○ ⑤
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連番 項目名 キー

項目別妥当性 項目間関連 届出

０１ ０２ ０３ ０４ ０５ ０６ ０７ ０８ ０１ ０２ ０３ ０１

必

須

項

目

検

査

数

値

検

査

半

角

条

件

検

査

全

角

条

件

検

査

日

付

妥

当

性

検

査

コ

ー

ド

検

査

特

殊

検

査

範

囲

検

査

項

目

関

連

検

査

数

値

比

較

検

査

日

付

比

較

検

査

届

出

関

連

検

査

７７ 栄養管理の評価 ○ ⑤

７８ 社会福祉法人軽減事業実施の

有無

○ ⑤

７９ 特定事業所加算（訪問介護）

の有無（加算Ⅴ以外）

○ ⑤ #1

８０ 若年性認知症ケア体制の有無 ○ ⑤

８１ 運動器機能向上体制の有無 ○ ⑤

８２ 栄養マネジメント（改善）体

制の有無

○ ⑤

８３ 口腔機能向上体制の有無加算 ○ ⑤

８４ 事業所評価加算（申出）の有

無

○ ⑤

８５ 事業所評価加算（決定）の有

無

○ ⑤

８６ 緊急受入体制の有無 ○ ⑤

８７ 夜間看護体制の有無 ○ ⑤

８８ 特定事業所加算（居宅介護支

援）の有無

○ ⑤

８９ 介護支援専門員数（専従の常

勤者）

○ ⑩

９０ 介護支援専門員数（専従の非

常勤者）

○ ⑩

９１ 介護支援専門員数（兼務の常

勤者）

○ ⑩

９２ 介護支援専門員数（兼務の非

常勤者）

○ ⑩

９３ 訪問介護サービス提供責任者

数

○ ⑪

９４ 訪問介護員数（専従の常勤者） ○ ⑪

９５ 訪問介護員数（専従の非常勤

者）

○ ⑪

９６ 訪問介護員数（兼務の常勤者） ○ ⑪

９７ 訪問介護員数（兼務の非常勤

者）

○ ⑪

９８ 訪問介護員数（常勤換算後の

人数）

○ ⑪

９９ 利用定員数 ○ ⑫

100 指定有効開始年月日 ○

101 指定有効終了年月日 ○

102 指定更新申請中区分 ○
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連番 項目名 キー

項目別妥当性 項目間関連 届出

０１ ０２ ０３ ０４ ０５ ０６ ０７ ０８ ０１ ０２ ０３ ０１

必

須

項

目

検

査

数

値

検

査

半

角

条

件

検

査

全

角

条

件

検

査

日

付

妥

当

性

検

査

コ

ー

ド

検

査

特

殊

検

査

範

囲

検

査

項

目

関

連

検

査

数

値

比

較

検

査

日

付

比

較

検

査

届

出

関

連

検

査

103 効力停止開始年月日 ○

104 効力停止終了年月日 ○

105 大規模事業所該当の有無 ○ ⑤

106 準ユニットケア体制の有無 ○ ⑤

107 重度化対応体制の有無 ○ ⑤

108 医療連携体制の有無 ○ ⑤

109 ユニットケア体制の有無 ○ ⑤

110 在宅・入所相互利用体制の有

無

○ ⑤

111 ターミナルケア体制（看取り

介護体制）の有無

○ ⑤

112 身体拘束廃止取組の有無 ○ ⑤

113 小規模拠点集合体制の有無 ○ ⑤

114 認知症ケア加算の有無 ○ ⑤

115 個別機能訓練体制の有無加算 ○ ⑤

116 個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制（理

学療法Ⅰ）の有無

○ ⑤

117 個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制（理

学療法Ⅱ）の有無

○ ⑤

118 個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制（作

業療法）の有無

○ ⑤

119 個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制（言

語聴覚療法）の有無

○ ⑤

120 個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制（そ

の他）の有無

○ ⑤

121 設備基準 ○ ⑤

122 療養体制維持特別加算 ○ ⑤

123 個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制（ﾘﾊ

ﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ指導管理）の有無

○ ⑤

124 ３級ヘルパー体制 ○ ⑤

125 中山間地域等における小規模

事業所加算（地域に関する状

況）

○ ⑤

126 中山間地域等における小規模

事業所加算（規模に関する状

況）

○ ⑤

127 サービス提供体制強化加算 ○ ⑤ #1

128 認知症短期集中リハビリテー

ション実施加算

○ ⑤



－ ３７ －

連番 項目名 キー

項目別妥当性 項目間関連 届出

０１ ０２ ０３ ０４ ０５ ０６ ０７ ０８ ０１ ０２ ０３ ０１

必

須

項

目

検

査

数

値

検

査

半

角

条

件

検

査

全

角

条

件

検

査

日

付

妥

当

性

検

査

コ

ー

ド

検

査

特

殊

検

査

範

囲

検

査

項

目

関

連

検

査

数

値

比

較

検

査

日

付

比

較

検

査

届

出

関

連

検

査

129 若年性認知症利用者（入所

者・患者）受入加算

○ ⑤

130 看護体制加算 ○ ⑤

131 夜勤職員配置加算 ○ ⑤

132 療養食加算 ○ ⑤

133 日常生活継続支援加算 ○ ⑤ #1

134 認知症専門ケア加算 ○ ⑤

135 ２４時間通報対応加算 ○ ⑤

136 看護職員配置加算 ○ ⑤

137 夜間ケア加算 ○ ⑤

138 集団コミュニケーション療法

の有無

○ ⑤

139 サービス提供体制強化加算

（併設型、空床型）

○ ⑤ #1

140 定期巡回・随時対応サービス

に関する状況

○ ⑤

141 サービス提供責任者体制の

減算

○ ⑤

142 同一建物に居住する利用者の

減算の有無

○ ⑤

143 緊急短期入所体制確保加算 ○ ⑤

144 在宅復帰・在宅療養支援機能

加算

○ ⑤

145 生活機能向上グループ活動加

算

○ ⑤

146 介護職員処遇改善加算 ○ ⑤

147 短期集中リハビリテーション

実施加算

○ ⑤

148 短期集中個別リハビリテーシ

ョン実施加算

○ ⑤

149 リハビリテーションマネジメ

ント加算

○ ⑤

150 社会参加移行支援加算 ○ ⑤

151 生活相談員配置等加算 ○ ⑤

152 個別機能訓練体制Ⅰ ○ ⑤

153 中重度者ケア体制加算 ○ ⑤

154 個別送迎体制強化加算 ○ ⑤

155 入浴介助体制強化加算 ○ ⑤



－ ３８ －

連番 項目名 キー

項目別妥当性 項目間関連 届出

０１ ０２ ０３ ０４ ０５ ０６ ０７ ０８ ０１ ０２ ０３ ０１

必

須

項

目

検

査

数

値

検

査

半

角

条

件

検

査

全

角

条

件

検

査

日

付

妥

当

性

検

査

コ

ー

ド

検

査

特

殊

検

査

範

囲

検

査

項

目

関

連

検

査

数

値

比

較

検

査

日

付

比

較

検

査

届

出

関

連

検

査

156 個別機能訓練体制Ⅱ ○ ⑤

157 生活行為向上リハビリテーシ

ョン実施加算

○ ⑤

158 看護体制加算Ⅰ又はⅢ ○ ⑤

159 看護体制加算Ⅱ又はⅣ ○ ⑤

160 医療連携強化加算 ○ ⑤

161 介護ロボットテクノロジーの

導入（夜勤職員配置加算関係）

○ ⑤

162 特定事業所集中減算 ○ ⑤

163 食堂の有無 ○ ⑤

164 重度認知症疾患療養体制加算 ○ ⑤

165 入居継続支援加算 ○ ⑤ #1

166 ターミナルケアマネジメント

加算

○ ⑤

167 認知症加算 ○ ⑤

168 総合マネジメント体制強化加

算

○ ⑤

169 看護体制強化加算 ○ ⑤

170 訪問看護体制強化加算 ○ ⑤

171 看取り連携体制加算 ○ ⑤

172 訪問体制強化加算 ○ ⑤

173 夜間支援体制加算 ○ ⑤

174 選択的サービス複数実施加算 ○ ⑤

175 訪問看護体制減算 ○ ⑤

176 配置医師緊急時対応加算 ○ ⑤

177 褥瘡マネジメント加算 ○ ⑤

178 移行定着支援加算 ○ ⑤

179 共生型サービスの提供（居宅

介護事業所）

○ ⑤

180 共生型サービスの提供（重度

訪問介護事業所）

○ ⑤

181 共生型サービスの提供（生活

介護事業所）

○ ⑤

182 共生型サービスの提供（自立

訓練事業所）

○ ⑤



－ ３９ －

連番 項目名 キー

項目別妥当性 項目間関連 届出

０１ ０２ ０３ ０４ ０５ ０６ ０７ ０８ ０１ ０２ ０３ ０１

必

須

項

目

検

査

数

値

検

査

半

角

条

件

検

査

全

角

条

件

検

査

日

付

妥

当

性

検

査

コ

ー

ド

検

査

特

殊

検

査

範

囲

検

査

項

目

関

連

検

査

数

値

比

較

検

査

日

付

比

較

検

査

届

出

関

連

検

査

183 共生型サービスの提供（児童

発達支援事業所）

○ ⑤

184 共生型サービスの提供（放課

後等デイサービス事業所）

○ ⑤

185 生活機能向上連携加算 ○ ⑤

186 ADL 維持等加算（申出）の有無 ○ ⑤

187 ADL 維持等加算Ⅲ ○ ⑤

188 ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制加算 ○ ⑤

189 共生型サービスの提供（短期

入所事業所）

○ ⑤

190 療養環境基準（廊下） ○ ⑤

191 療養環境基準（療養室） ○ ⑤

192 特定事業所加算Ⅳ特定事業所

医療介護連携加算

○ ⑤

193 入院患者に関する基準 ○ ⑤

194 事業所評価加算 ○ ⑤

195 サテライト体制 ○ ⑤

196 利用者の入院期間中の体制 ○ ⑤

197 薬剤師の欠員による減算の状

況の有無

○ ⑤

198 療養体制維持特別加算Ⅰ ○ ⑤

199 療養体制維持特別加算Ⅱ ○ ⑤

200 看護体制加算Ⅰ ○ ⑤

201 看護体制加算Ⅱ ○ ⑤

202 介護職員等特定処遇改善加算 ○ ⑤

203 LIFE への登録
○ ⑤

204

感染症又は災害の発生を理由

とする利用者数の減少が一定

以上生じている場合の対応

○ ⑤

205 個別機能訓練加算（通所）
○ ⑤

206
栄養ケア・マネジメントの実

施の有無

○ ⑤

207 栄養マネジメント強化体制
○ ⑤

208 安全管理体制
○ ⑤

209 安全対策体制
○ ⑤



－ ４０ －

連番 項目名 キー

項目別妥当性 項目間関連 届出

０１ ０２ ０３ ０４ ０５ ０６ ０７ ０８ ０１ ０２ ０３ ０１

必

須

項

目

検

査

数

値

検

査

半

角

条

件

検

査

全

角

条

件

検

査

日

付

妥

当

性

検

査

コ

ー

ド

検

査

特

殊

検

査

範

囲

検

査

項

目

関

連

検

査

数

値

比

較

検

査

日

付

比

較

検

査

届

出

関

連

検

査

210 排せつ支援加算
○ ⑤

211 自立支援促進加算
○ ⑤

212 科学的介護推進体制加算
○ ⑤

213
情報通信機器等の活用等の体

制

○ ⑤

214
テクノロジーの導入（入居継

続支援加算関係）

○ ⑤

215
テクノロジーの導入（日常生

活支援加算関係）

○ ⑤

216 リハビリ計画書情報加算
○ ⑤

217 移行計画の提出状況
○ ⑤

218 未使用
○*9

219
３ユニットの事業所が夜勤職

員を２人以上とする場合

○ ⑤

220 特定事業所加算Ⅴ
○ ⑤

221

併設本体施設における介護職

員等特定処遇改善加算Ⅰの届

出状況

○ ⑤ #1

（１）項目別妥当性及び項目関連検査に付された ＊ｎ の説明

＊９：「未使用」の必須項目検査

値が設定されていないこと。ただし、ＺＥＲＯが設定された場合は未設定として扱い

エラーとしない。

（３）届出関連検査の説明

＃１：「体制等状況」のコード組み合わせ検査

「介護職員等特定処遇改善加算」が”２（加算Ⅰ）”である場合、「特定事業所加算

（訪問介護）の有無（加算Ⅴ以外）」、「サービス提供体制強化加算」、「日常生活継続

支援加算」、「サービス提供体制強化加算（併設型、空床型）」、「入居継続支援加算」、

「併設本体施設における介護職員等特定処遇改善加算Ⅰの届出状況」の組み合わせ

検査を行う。

「サービス種類コード、施設等の区分コード、人員配置区分コード別 介護職員等

特定処遇改善加算Ⅰ届出関連検査表」を参照のこと。



－ ４１ －

サービス種類コード、施設等の区分コード、人員配置区分コード別 介護職員等特定処遇改善加算

Ⅰ届出関連検査表

以下の「サービス種類コード」、「施設等の区分コード」、「人員配置区分コード」で「介護職員等

特定処遇改善加算」が”２（加算Ⅰ）”で届出された場合、「特定事業所加算(Ⅰ)又は(Ⅱ)」、「サー

ビス提供体制強化加算(Ⅰ)」、「サービス提供体制強化加算(Ⅱ)」、「併設本体施設における介護職員

等特定処遇改善加算Ⅰの届出状況(体制は「あり」)」、「サービス提供体制強化加算(Ⅲ)イ又はロ」、

「入居継続支援加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）」、「日常生活継続支援加算(Ⅰ)又は(Ⅱ)(体制は「あり」)」

のいずれかが届出されていない場合、エラーとする。

（○：入力必須、空欄：入力不可）



－ ４２ －



－ ４３ －



－ ４４ －



－ ４５ －



－ ４６ －

※１ 「施設等の区分コード」が“１（単独型）”及び“３（単独型ユニット型）”の場合は「サー

ビス提供体制強化加算（単独型）」を対象とし、「施設等の区分コード」が“２（併設型・空床

型）”及び“４（併設型・空床型ユニット型）”の場合は「サービス提供体制強化加算（併設型、

空床型）」を対象とする。

※２ 「施設等の区分コード」が“１（Ⅰ型）”の場合は「サービス提供体制強化加算（Ⅰ）（イの

場合）」及び「サービス提供体制強化加算（Ⅱ）（イの場合）」を対象とし、「施設等の区分コー

ド」が“２（Ⅱ型）”の場合は「サービス提供体制強化加算（Ⅰ）（ロの場合）」及び「サービス

提供体制強化加算（Ⅱ）（ロの場合）」を対象とする。



－ ４７ －

【インタフェース仕様書 保険者編】

１ 台帳管理業務

１．３ 項目説明

１．３．１ 受給者異動連絡票情報（入力情報）

項番 項目名 属性
ﾊﾞｲﾄ

数
内容

必須入力※１

備考
新規 変更 終了

：

５０

特
定
入
所
者
介
護
サ
ー
ビ
ス

食費負担限度額（施

設サービス）
数字 ４

食費負担限度額（施設サービ

ス）を設定する

※１９

※２０

※Ｓ

５１
居住費（ユニット型

個室）負担限度額
数字 ４

居住費（ユニット型個室）負

担限度額を設定する

※１９

※２０

※Ｓ

５２

居住費（ユニット型

個室的多床室）負担

限度額

数字 ４
居住費（ユニット型個室的多

床室）負担限度額を設定する

※１９

※２０

※Ｓ

５３

居住費（従来型個室

（特養等））負担限

度額

数字 ４
居住費（従来型個室（特養

等））負担限度額を設定する

※１９

※２０

※Ｓ

５４

居住費（従来型個室

（老健、療養等））負

担限度額

数字 ４

居住費（従来型個室（老健、

療養等））負担限度額を設定

する

※１９

※２０

※Ｓ

５５
居住費（多床室）負

担限度額
数字 ４

居住費（多床室）負担限度額

を設定する

※１９

※２０

※Ｓ

：

７４ 特
定
入
所
者
介
護
サ
ー
ビ
ス

居住費（新１）

負担限度額

食費負担限度額（短

期入所サービス）

数字 ４

未設定

食費負担限度額（短期入所サ

ービス）を設定する

※４２

※２０

※４７

※Ｓ

７５

居住費（新２）

負担限度額

居住費（未使用１）

負担限度額

数字 ４ 未設定

※４２

７６

居住費（新３）

負担限度額

居住費（未使用２）

負担限度額

数字 ４ 未設定

※４２

：

※ １ 異動区分コードにより入力必須項目が異なる。（○：必須）

※ １９ 処理年月が平成 17 年 11 月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成 17 年 10 月以前の場

合、本項目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。設定された場合はエラーとして台帳への

登録は行わない。また、異動年月日が平成 17 年 9 月 30 日以前の情報は、未設定であってもエ

ラーとしない。設定している場合は、通常のチェックを行う。

※ ２０ 認定が行われなかった居住費もしくは食費の負担限度額には、その全てに“９９９９”を設定する。

※ ４２ 処理年月が平成 27 年 5 月以降の場合、設定しない。なお、処理年月が平成 27 年 4 月以前の場

合も、本項目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。

処理年月に関わらず、設定された場合はエラーとして台帳への登録は行わない。

※ ４７ 処理年月が 2021 年 5 月以降の場合、異動年月日が 2021 年 8 月 1 日以降の情報において、

設定する。異動年月日が 2021 年 7 月 31 日以前の情報において、設定された場合はエラーとし

て台帳への登録は行わない。なお、処理年月が 2021 年 4 月以前の場合、本項目の設定は不要

とし、旧インタフェースとする。設定された場合はエラーとして台帳への登録は行わない。



－ ４８ －

※ Ｓ  固定長形式で表現する場合の「符号付きアンパック（ゾーン）１０進数形式項目〔以下：符号付き形

式項目〕」。

なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なしアンパック（ゾーン）１０進数形式項目

〔以下：符号なし形式項目〕」である。



－ ４９ －

１．３．４－３ 介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード異動連絡票情報

項番 項目名 属性
ﾊﾞｲﾄ

数
内容

必須入力※１

備考
新規 変更 終了

：

１１ 単位数 数字 ５ 単位数を設定する ○

※８

※９

※Ｓ

：

１８ 事業対象者実施区分 数字 １
事業対象者実施区分を設定

する
○

※４

１９
要支援１受給者

実施区分
数字 １

要支援１受給者実施区分を

設定する
○

※４

２０
要支援２受給者

実施区分
数字 １

要支援２受給者実施区分を

設定する
○

※４

２１ 運動器機能向上体制 数字 １
運動器機能向上体制を設定

する

※１０

２２
栄養マネジメント（改善）

体制
数字 １

栄養マネジメント（改善）体

制を設定する

※１０

２３ 口腔機能向上体制 数字 １
口腔機能向上体制を設定す

る

※１０

２４ 事業所評価加算 数字 １ 事業所評価加算を設定する ※１０

２５
要介護１受給者

実施区分
数字 １

要介護１受給者実施区分を

設定する

※４

※１１

２６
要介護２受給者

実施区分
数字 １

要介護２受給者実施区分を

設定する

※４

※１１

２７
要介護３受給者

実施区分
数字 １

要介護３受給者実施区分を

設定する

※４

※１１

２８
要介護４受給者

実施区分
数字 １

要介護４受給者実施区分を

設定する

※４

※１１

２９
要介護５受給者

実施区分
数字 １

要介護５受給者実施区分を

設定する

※４

※１１

※１ 異動区分コードにより入力必須項目が異なる。（○：必須）

※４ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31)

※８ サービス種類コードが「A2」、「A6」、「AF」の場合において、「単位数」が-９９９９以上９９９９９以下を設定する。

上記以外のサービス種類コードの場合、「単位数」が１以上９９９９９以下を設定する。

※９ サービス種類コードが「A2」、「A6」、「AF」の場合において、介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード

表に単位数の変更が生じた際、変更に合わせて適宜単位数を見直し、介護予防・日常生活支援総合事業サ

ービスコード異動連絡票情報を提出する必要がある。

※１０ サービス種類コードが「A7」、「A8」の場合に設定する。

※１１ 処理年月が 2021 年 5 月以降の場合、適用開始年月が 2021 年 4 月以降であり、サービス種類コードが「AF」

の情報のみ設定する。適用開始年月が 2021 年 3 月以前の情報において、設定された場合はエラーとして台

帳への登録は行わない。なお、処理年月が 2021 年 4 月以前の場合、本項目の設定は不要とし、旧インタフ

ェースとする。設定された場合はエラーとして台帳への登録は行わない。

※Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。

なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。



－ ５０ －

介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード異動連絡票情報はサービス種類ごとに新規、変更、終了に

おける入力内容が異なる。各項目の入力内容を以下に示す。（○：入力必須、×：入力不可、空欄：入力任意）

項番 項目名

保険者独自サービス

（A2、A6、AF(※１)）

保険者独自（定率）

サービス

（A3、A7（※２１）、

A9、AB、AD）

保険者独自（定額）

サービス

（A4、A8（※２１）、

AA、AC、AE）

新規 変更 終了 新規 変更 終了 新規 変更 終了

１ 交換情報識別番号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

２ 異動年月日 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

３ 異動区分コード ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

４ 異動事由 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

５ 証記載保険者番号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

６ サービス種類コード ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

７ サービス項目コード ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

８ 適用開始年月 ○ ○ ○

９ 適用終了年月 ○ ○ ○

１０ サービス名称 × × × ○ ○

１１ 単位数 ○ ○ ○

１２ 算定単位 × × × ○ ○

１３ 制限日数・回数 × × ×

１４ 算定回数制限期間 × × ×

１５ 支給限度額対象区分 × × ×

１６ 給付率 × × × ○ × × ×

１７ 利用者負担額 × × × × × × ○

１８ 事業対象者実施区分 × × × ○ ○

１９ 要支援１受給者実施区分 × × × ○ ○

２０ 要支援２受給者実施区分 × × × ○ ○

２１ 運動器機能向上体制 × × ×

２２
栄養マネジメント（改

善）体制
× × ×

２３ 口腔機能向上体制 × × ×

２４ 事業所評価加算 × × ×

２５ 要介護１受給者実施区分 × × × × × × × × ×

２６ 要介護２受給者実施区分 × × × × × × × × ×

２７ 要介護３受給者実施区分 × × × × × × × × ×

２８ 要介護４受給者実施区分 × × × × × × × × ×

２９ 要介護５受給者実施区分 × × × × × × × × ×

※１ 保険者独自サービス(AF）において異動年月日が平成 29 年 3 月 31 日以前の入力内容である。

※２１ 項番２１～２４は、サービス種類コードが「A7」、「A8」の場合にのみ入力可能とする。



－ ５１ －

保険者独自サービス（AF）において異動年月日が平成 29 年 3 月 31 日以前の入力内容を以下に示す。

（○：入力必須、×：入力不可、空欄：入力任意）

項番 項目名

保険者独自サービス

（AF)

新規 変更 終了

１ 交換情報識別番号 ○ ○ ○

２ 異動年月日 ○ ○ ○

３ 異動区分コード ○ ○ ○

４ 異動事由 ○ ○ ○

５ 証記載保険者番号 ○ ○ ○

６ サービス種類コード ○ ○ ○

７ サービス項目コード ○ ○ ○

８ 適用開始年月 ○

９ 適用終了年月 ○

１０ サービス名称 × × ×

１１ 単位数 ○

１２ 算定単位 × × ×

１３ 制限日数・回数 × × ×

１４ 算定回数制限期間 × × ×

１５ 支給限度額対象区分 × × ×

１６ 給付率 × × ×

１７ 利用者負担額 × × ×

１８ 事業対象者実施区分 × × ×

１９ 要支援１受給者実施区分 × × ×

２０ 要支援２受給者実施区分 × × ×

２１ 運動器機能向上体制 × × ×

２２
栄養マネジメント（改

善）体制
× × ×

２３ 口腔機能向上体制 × × ×

２４ 事業所評価加算 × × ×



－ ５２ －

保険者独自サービス（AF）において異動年月日が平成 29 年 4 月 1 日以降、2021 年 3 月 31 日以前の入力内

容を以下に示す。

（○：入力必須、×：入力不可、空欄：入力任意）

項番 項目名

保険者独自サービス

（AF)

新規 変更 終了

１ 交換情報識別番号 ○ ○ ○

２ 異動年月日 ○ ○ ○

３ 異動区分コード ○ ○ ○

４ 異動事由 ○ ○ ○

５ 証記載保険者番号 ○ ○ ○

６ サービス種類コード ○ ○ ○

７ サービス項目コード ○ ○ ○

８ 適用開始年月 ○

９ 適用終了年月 ○

１０ サービス名称 ○

１１ 単位数 ○

１２ 算定単位 × × ×

１３ 制限日数・回数 × × ×

１４ 算定回数制限期間 × × ×

１５ 支給限度額対象区分 × × ×

１６ 給付率 × × ×

１７ 利用者負担額 × × ×

１８ 事業対象者実施区分 ○

１９ 要支援１受給者実施区分 ○

２０ 要支援２受給者実施区分 ○

２１ 運動器機能向上体制 × × ×

２２
栄養マネジメント（改

善）体制
× × ×

２３ 口腔機能向上体制 × × ×

２４ 事業所評価加算 × × ×



－ ５３ －

保険者独自サービス（AF）において異動年月日が 2021 年 4 月 1 日以降の入力内容を以下に示す。

（○：入力必須、×：入力不可、空欄：入力任意）

項番 項目名

保険者独自サービス

（AF)

新規 変更 終了

１ 交換情報識別番号 ○ ○ ○

２ 異動年月日 ○ ○ ○

３ 異動区分コード ○ ○ ○

４ 異動事由 ○ ○ ○

５ 証記載保険者番号 ○ ○ ○

６ サービス種類コード ○ ○ ○

７ サービス項目コード ○ ○ ○

８ 適用開始年月 ○

９ 適用終了年月 ○

１０ サービス名称 ○

１１ 単位数 ○

１２ 算定単位 × × ×

１３ 制限日数・回数 × × ×

１４ 算定回数制限期間 × × ×

１５ 支給限度額対象区分 × × ×

１６ 給付率 × × ×

１７ 利用者負担額 × × ×

１８ 事業対象者実施区分 ○

１９ 要支援１受給者実施区分 ○

２０ 要支援２受給者実施区分 ○

２１ 運動器機能向上体制 × × ×

２２
栄養マネジメント（改

善）体制
× × ×

２３ 口腔機能向上体制 × × ×

２４ 事業所評価加算 × × ×

２５ 要介護１受給者実施区分

２６ 要介護２受給者実施区分

２７ 要介護３受給者実施区分

２８ 要介護４受給者実施区分

２９ 要介護５受給者実施区分



－ ５４ －

１．３．５ 受給者訂正連絡票情報

項番 項目名 属性
ﾊﾞｲﾄ

数
内容

必須

入力※１ 備考

:

５０

特
定
入
所
者
介
護
サ
ー
ビ
ス

食費負担限度額

（施設サービス）
数字 ４

食費負担限度額（施設サービス）

を設定する

５１

居住費（ユニット

型個室）負担限度

額

数字 ４
居住費（ユニット型個室）負担限

度額を設定する

５２

居住費（ユニット

型個室的多床室）

負担限度額

数字 ４
居住費（ユニット型個室的多床室）

負担限度額を設定する

５３

居住費（従来型個

室（特養等））負担

限度額

数字 ４
居住費（従来型個室（特養等））負

担限度額を設定する

５４

居住費（従来型個

室（老健、療養等））

負担限度額

数字 ４
居住費（従来型個室（老健、療養

等））負担限度額を設定する

５５
居住費（多床室）

負担限度額
数字 ４

居住費（多床室）負担限度額を設

定する

:

７４ 特
定
入
所
者
介
護
サ
ー
ビ
ス

居住費（新１）

負担限度額

食費負担限度額

（短期入所サー

ビス）

数字 ４

未設定

食費負担限度額（短期入所サービ

ス）を設定する

※１２

※１７

７５

居住費（新２）

負担限度額

居住費（未使用

１）負担限度額

数字 ４ 未設定

※１２

７６

居住費（新３）

負担限度額

居住費（未使用

２）負担限度額

数字 ４ 未設定

※１２

:

※１ 必須入力（○）である項目、及び、訂正が発生した項目にのみ入力する。なお、初期化を行いたい項目につい

ては、先頭１桁に半角の“＊”を入力する。（但し、証記載保険者番号等キーとなる項目は除く）

※１２ 処理年月が平成 27 年 5 月以降の場合、設定しない。なお、処理年月が平成 27 年 4 月以前の場合も、本項

目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。

※１７ 処理年月が 2021 年 5 月以降の場合、異動年月日が 2021 年 8 月 1 日以降の情報において、

設定する。異動年月日が 2021 年 7 月 31 日以前の情報において、設定された場合はエラーとして台帳への登

録は行わない。なお、処理年月が 2021 年 4 月以前の場合、本項目の設定は不要とし、旧インタフェースとす

る。設定された場合はエラーとして台帳への登録は行わない。



－ ５５ －

１．３．８－３ 介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード訂正連絡票情報

項番 項目名 属性
ﾊﾞｲﾄ

数
内容

必須

入力※１ 備考

:

１２ 単位数 数字 ５ 単位数を設定する
※８

※Ｓ

:

２０
要支援１受給者

実施区分
数字 １

要支援１受給者実施区分を

設定する

※４

２１
要支援２受給者

実施区分
数字 １

要支援２受給者実施区分を

設定する

※４

２２ 運動器機能向上体制 数字 １
運動器機能向上体制を設定

する

※９

２３
栄養マネジメント（改善）

体制
数字 １

栄養マネジメント（改善）体

制を設定する

※９

２４ 口腔機能向上体制 数字 １
口腔機能向上体制を設定す

る

※９

２５ 事業所評価加算 数字 １ 事業所評価加算を設定する
※９

２６
要介護１受給者

実施区分
数字 １

要介護１受給者実施区分を

設定する

※４

※１０

２７
要介護２受給者

実施区分
数字 １

要介護２受給者実施区分を

設定する

※４

※１０

２８
要介護３受給者

実施区分
数字 １

要介護３受給者実施区分を

設定する

※４

※１０

２９
要介護４受給者

実施区分
数字 １

要介護４受給者実施区分を

設定する

※４

※１０

３０
要介護５受給者

実施区分
数字 １

要介護５受給者実施区分を

設定する

※４

※１０

※１ 必須入力（○）である項目、及び、訂正が発生した項目にのみ入力する。なお、初期化を行いたい項目につい

ては、先頭１桁に半角の“＊”を入力する。（但し、証記載保険者番号等キーとなる項目は除く）

※４ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31)

※８ サービス種類コードが「A2」、「A6」、「AF」の場合において、「単位数」が-９９９９以上９９９９９以下を設定する。

上記以外のサービス種類コードの場合、「単位数」が１以上９９９９９以下を設定する。

※９ サービス種類コードが「A7」、「A8」の場合に設定する。

※１０ 処理年月が 2021 年 5 月以降の場合、適用開始年月が 2021 年 4 月以降であり、サービス種類コードが「AF」

の情報のみ設定する。適用開始年月が 2021 年 3 月以前の情報において、設定された場合はエラーとして台

帳への登録は行わない。なお、処理年月が 2021 年 4 月以前の場合、本項目の設定は不要とし、旧インタフ

ェースとする。設定された場合はエラーとして台帳への登録は行わない。

※Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。

なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。



－ ５６ －

１．３．９ 受給者情報更新結果情報

項番 項目名 属性
ﾊﾞｲﾄ

数
内容 備考

:

５２

特
定
入
所
者
介
護
サ
ー
ビ
ス

食費負担限度額

（施設サービス）
数字 ４

食費負担限度額（施設サービス）を設定す

る

※５

※Ｓ

５３

居住費（ユニット

型個室）負担限度

額

数字 ４
居住費（ユニット型個室）負担限度額を設

定する

※５

※Ｓ

５４

居住費（ユニット

型個室的多床室）

負担限度額

数字 ４
居住費（ユニット型個室的多床室）負担限

度額を設定する

※５

※Ｓ

５５

居住費（従来型個

室（特養等））負担

限度額

数字 ４
居住費（従来型個室（特養等））負担限度

額を設定する

※５

※Ｓ

５６

居住費（従来型個

室（老健、療養等））

負担限度額

数字 ４
居住費（従来型個室（老健、療養等））負

担限度額を設定する

※５

※Ｓ

５７
居住費（多床室）負

担限度額
数字 ４ 居住費（多床室）負担限度額を設定する

※５

※Ｓ

:

７６ 特
定
入
所
者
介
護
サ
ー
ビ
ス

居住費（新１）

負担限度額

食費負担限度額

（短期入所サービ

ス）

数字 ４

未設定

食費負担限度額（短期入所サービス）を

設定する

※１１

７７

居住費（新２）

負担限度額

居住費（未使用１）

負担限度額

数字 ４ 未設定

７８

居住費（新３）

負担限度額

居住費（未使用２）

負担限度額

数字 ４ 未設定

:

※５ 処理年月が平成 17 年 11 月以降の場合、設定される。

※１１ 処理年月が 2021 年 5 月以降の場合、設定される。

※Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。

なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。



－ ５７ －

１．３．１２－３ 介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード更新結果情報

項番 項目名 属性
ﾊﾞｲﾄ

数
内容 備考

:

１３ 単位数 数字 ５ 単位数を設定する
※Ｓ

:

２０ 事業対象者実施区分 数字 １ 事業対象者実施区分を設定する
※３

２１
要支援１受給者

実施区分
数字 １ 要支援１受給者実施区分を設定する

※３

２２
要支援２受給者

実施区分
数字 １ 要支援２受給者実施区分を設定する

※３

２３ 運動器機能向上体制 数字 １ 運動器機能向上体制を設定する
※３

２４
栄養マネジメント（改善）

体制
数字 １

栄養マネジメント（改善）体制を設定す

る

※３

２５ 口腔機能向上体制 数字 １ 口腔機能向上体制を設定する
※３

２６ 事業所評価加算 数字 １ 事業所評価加算を設定する
※３

２７
要介護１受給者

実施区分
数字 １ 要介護１受給者実施区分を設定する

※３

※４

２８
要介護２受給者

実施区分
数字 １ 要介護２受給者実施区分を設定する

※３

※４

２９
要介護３受給者

実施区分
数字 １ 要介護３受給者実施区分を設定する

※３

※４

３０
要介護４受給者

実施区分
数字 １ 要介護４受給者実施区分を設定する

※３

※４

３１
要介護５受給者

実施区分
数字 １ 要介護５受給者実施区分を設定する

※３

※４

※３ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31)

※４ 処理年月が 2021 年 5 月以降の場合、設定される。

※Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。

なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。



－ ５８ －

１．３．１３ 受給者台帳情報（単票・一覧表）

項番 項目名 属性
ﾊﾞｲﾄ

数
内容 備考

:

５１

特
定
入
所
者
介
護
サ
ー
ビ
ス

食費負担限度額

（施設サービス）
数字 ４

食費負担限度額（施設サービス）を設定す

る

※５

※Ｓ

５２

居住費（ユニット

型個室）負担限度

額

数字 ４
居住費（ユニット型個室）負担限度額を設

定する

※５

※Ｓ

５３

居住費（ユニット

型個室的多床室）

負担限度額

数字 ４
居住費（ユニット型個室的多床室）負担限

度額を設定する

※５

※Ｓ

５４

居住費（従来型個

室（特養等））負担

限度額

数字 ４
居住費（従来型個室（特養等））負担限度

額を設定する

※５

※Ｓ

５５

居住費（従来型個

室（老健、療養等））

負担限度額

数字 ４
居住費（従来型個室（老健、療養等））負

担限度額を設定する

※５

※Ｓ

５６
居住費（多床室）負

担限度額
数字 ４ 居住費（多床室）負担限度額を設定する

※５

※Ｓ

:

７５ 特
定
入
所
者
介
護
サ
ー
ビ
ス

居住費（新１）

負担限度額

食費負担限度額

（短期入所サービ

ス）

数字 ４

未設定

食費負担限度額（短期入所サービス）を

設定する

※１２

７６

居住費（新２）

負担限度額

居住費（未使用１）

負担限度額

数字 ４ 未設定

７７

居住費（新３）

負担限度額

居住費（未使用２）

負担限度額

数字 ４ 未設定

:

※５ 処理年月が平成 17 年 11 月以降の場合、設定される。

※１２ 処理年月が 2021 年 5 月以降の場合、設定される。

※Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。



－ ５９ －

１．３．１７－３ 介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード情報

項番 項目名 属性
ﾊﾞｲﾄ

数
内容 備考

:

１２ 単位数 数字 ５ 単位数を設定する
※Ｓ

:

１９ 事業対象者実施区分 数字 １ 事業対象者実施区分を設定する
※３

２０
要支援１受給者

実施区分
数字 １ 要支援１受給者実施区分を設定する

※３

２１
要支援２受給者

実施区分
数字 １ 要支援２受給者実施区分を設定する

※３

２２ 運動器機能向上体制 数字 １ 運動器機能向上体制を設定する
※３

２３
栄養マネジメント（改善）

体制
数字 １

栄養マネジメント（改善）体制を設定す

る

※３

２４ 口腔機能向上体制 数字 １ 口腔機能向上体制を設定する
※３

２５ 事業所評価加算 数字 １ 事業所評価加算を設定する
※３

２６
要介護１受給者

実施区分
数字 １ 要介護１受給者実施区分を設定する

※３

※４

２７
要介護２受給者

実施区分
数字 １ 要介護２受給者実施区分を設定する

※３

※４

２８
要介護３受給者

実施区分
数字 １ 要介護３受給者実施区分を設定する

※３

※４

２９
要介護４受給者

実施区分
数字 １ 要介護４受給者実施区分を設定する

※３

※４

３０
要介護５受給者

実施区分
数字 １ 要介護５受給者実施区分を設定する

※３

※４

※３ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31)

※４ 処理年月が 2021 年 5 月以降の場合、設定される。

※Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。

なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。



－ ６０ －

１．３．１８ 受給者情報突合情報

項番 項目名 属性
ﾊﾞｲﾄ

数
内容 必須入力 備考

:

５４

特
定
入
所
者
介
護
サ
ー
ビ
ス

食費負担限度額

（施設サービス）
数字 ４

食費負担限度額（施設サービ

ス）を設定する
○

※５

※Ｓ

５５

居住費（ユニット

型個室）負担限度

額

数字 ４
居住費（ユニット型個室）負

担限度額を設定する
○

※５

※Ｓ

５６

居住費（ユニット

型個室的多床室）

負担限度額

数字 ４
居住費（ユニット型個室的多

床室）負担限度額を設定する
○

※５

※Ｓ

５７

居住費（従来型個

室（特養等））負担

限度額

数字 ４
居住費（従来型個室（特養

等））負担限度額を設定する
○

※５

※Ｓ

５８

居住費（従来型個

室（老健、療養等））

負担限度額

数字 ４

居住費（従来型個室（老健、

療養等））負担限度額を設定

する

○

※５

※Ｓ

５９
居住費（多床室）負

担限度額
数字 ４

居住費（多床室）負担限度額

を設定する
○

※５

※Ｓ

:

７８ 特
定
入
所
者
介
護
サ
ー
ビ
ス

居住費（新１）

負担限度額

食費負担限度額

（短期入所サービ

ス）

数字 ４

未設定

食費負担限度額（短期入所サ

ービス）を設定する

※１１

７９

居住費（新２）

負担限度額

居住費（未使用１）

負担限度額

数字 ４ 未設定

８０

居住費（新３）

負担限度額

居住費（未使用２）

負担限度額

数字 ４ 未設定

:

※５ 処理年月が平成 17 年 11 月以降の場合、設定される。

※１１ 処理年月が 2021 年 5 月以降の場合、設定される。

※Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。

なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。



－ ６１ －

１．３．１９ 受給者情報突合結果情報

項番 項目名 属性
ﾊﾞｲﾄ

数
内容 備考

:

５２

特
定
入
所
者
介
護
サ
ー
ビ
ス

食費負担限度額

（施設サービス）
数字 ４

食費負担限度額（施設サービス）を設定す

る

※３

※Ｓ

５３

居住費（ユニット

型個室）負担限度

額

数字 ４
居住費（ユニット型個室）負担限度額を設

定する

※３

※Ｓ

５４

居住費（ユニット

型個室的多床室）

負担限度額

数字 ４
居住費（ユニット型個室的多床室）負担限

度額を設定する

※３

※Ｓ

５５

居住費（従来型個

室（特養等））負担

限度額

数字 ４
居住費（従来型個室（特養等））負担限度

額を設定する

※３

※Ｓ

５６

居住費（従来型個

室（老健、療養

等））負担限度額

数字 ４
居住費（従来型個室（老健、療養等））負

担限度額を設定する

※３

※Ｓ

５７
居住費（多床室）

負担限度額
数字 ４ 居住費（多床室）負担限度額を設定する

※３

※Ｓ

:

７６

特
定
入
所
者
介
護
サ
ー
ビ
ス

居住費（新１）

負担限度額

食費負担限度額

（短期入所サー

ビス）

数字 ４

未設定

食費負担限度額（短期入所サービス）を

設定する

※９

７７

居住費（新２）

負担限度額

居住費（未使用

１）

負担限度額

数字 ４ 未設定

７８

居住費（新３）

負担限度額

居住費（未使用

２）

負担限度額

数字 ４ 未設定

:

※３ 処理年月が平成 17 年 11 月以降の場合、設定される。

※９ 処理年月が 2021 年 5 月以降の場合、設定される。

※Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。

なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。



－ ６２ －

１．５ 保険者から国保連合会への各種台帳交換情報の作成方法

１．５．１ 交換情報の作成方法

国保連合会へ提供する情報は、異動が発生した情報についてのみ作成する。

作成する情報のデータ項目については、交換する媒体を問わず、項目の全てを満たした情報また

は変更のあった項目のみを記入した情報の何れの作成方法でも良いものとする。但し、変更のあっ

た項目のみを記入した情報についてはキー項目（当該情報を一意に定めることのできる項目）が必

ず情報に含まれることとし、変更のなかった項目（未設定の項目）については異動年月日をキーとし

て直近の情報より未設定項目を充当する。

データの充当例

異動年月日が２００１年４月２日の情報は、受給者台帳情報に存在する異動年月日２００１年４月１日

の情報を直前履歴として未設定項目のデータ充当を行なう。異動年月日が２００１年１１月１日の情

報は、受給者台帳情報に存在する異動年月日２００１年１０月１日の情報を直前履歴として未設定項

目のデータ充当を行なう。異動年月日が２００１年１１月２日の情報は、受給者異動連絡票情報に存

在する異動年月日２００１年１１月１日の情報を直前履歴として未設定項目のデータ充当を行なう。

データの充当を行なわない項目とその条件

項目 引き継がない条件

特定入所者認定申請中区分コード、特定入所者介

護サービス区分コード、課税層の特例減額措置対

象、食費負担限度額（施設サービス）、居住費（ユニ

ット型個室）負担限度額、居住費（ユニット型準個室）

負担限度額、居住費（従来型個室（特養等））負担限

度額、居住費（従来型個室（老健、療養等））負担限

度額、居住費（多床室）負担限度額、食費負担限度

額（短期入所サービス）

・ 特定入所者介護サービス負担限度額適

用開始年月日と特定入所者介護サービ

ス負担限度額適用終了年月日を引き継

がなかった場合は、全項目ともに引き継

がない

①異動年月日：2001/4/2

②異動年月日：2001/11/1

       

③異動年月日：2001/11/2

受給者異動連絡票情報

異動年月日：2001/4/1

異動年月日：2001/10/1

受給者台帳情報

充当

充当

充当



－ ６３ －

項目 引き継がない条件

居宅サービス計画作成区分コード

居宅介護支援事業所（介護予防支援事業所）番号

居宅サービス計画適用開始年月日

居宅サービス計画適用終了年月日

・ 要介護状態区分コードが“12：要支援 1”も

しくは“13：要支援 2”で居宅サービス計画

作成区分コード・居宅介護支援事業所

（介護予防支援事業所）番号の設定がな

く且つ、前履歴の居宅サービス計画作成

区分コードが“1：居宅介護支援事業所作

成”の場合は、全項目ともに引き継がない

・ 異動年月日が 2021 年 3 月 31 日以前の

場合、要介護状態区分コードが“21：要介

護 1”、“22：要介護 2”、“23：要介護 3”、

“24：要介護 4”、“25：要介護 5”で居宅サ

ービス計画作成区分コード・居宅介護支

援事業所（介護予防支援事業所）番号の

設定がなく且つ、前履歴の居宅サービス

計画作成区分コードが“3：介護予防支援

事業所・地域包括支援センター作成”の

場合は、全項目ともに引き継がない



－ ６４ －

３ 給付系保険者事務共同処理業務

３．３ 項目説明

３．３．２ 償還払給付額管理処理情報（入力情報）

（２） 償還明細書情報

・明細情報レコード（複数レコード）

項番 項目名 属性
ﾊﾞｲﾄ

数
内容 備考

：

１０ 単位数 数字 ４

単位数を設定する

食事サービスの場合、単価を設定す

る

※５

※Ｓ

※６

：

※５ サービス提供年月が平成１５年４月以降平成１７年９月以前の場合、食事サービス（サービス種類コード 50）

の該当情報を設定する。

※６ 以下のサービスを記載する場合には、“０”または NULL を設定する。

・ 福祉用具貸与（介護予防を含む）

・ 特定施設入居者生活介護における外部サービス利用型の福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（療養通所

介護）（ただし、日割り計算用のサービスコードを記載する場合を除く）

・ 介護予防特定施設入居者生活介護における外部サービス利用型の介護予防訪問介護、介護予防通所介護、

介護予防通所リハ、介護予防福祉用具貸与（ただし、日割り計算用のサービスコードを記載する場合を除く）

・ 訪問看護（定期巡回・随時対応訪問介護看護）、介護予防訪問介護、介護予防通所介護、介護予防通所リハビ

リテーション、夜間対応型訪問介護、小規模多機能型居宅介護（介護予防を含む）、定期巡回・随時対応型訪問

介護看護及び、複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）及び地域密着型通所介護（療養通所介護）

（ただし、日割り計算用のサービスコード並びに算定単位が「1 回につき」及び「1 日につき」のサービスコードを

記載する場合を除く）

・ 訪問介護（指定居宅介護事業所で障害者居宅介護従業者基礎研修課程修了者等により行われる場合、指定

居宅介護事業所で重度訪問介護従業者養成研修修了者により行われる場合又は指定重度訪問介護事業所が

行う場合）、通所介護、短期入所生活介護、介護予防短期入所生活介護、地域密着型通所介護における共生

型サービス

・ 訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、介護予防訪問入浴介護、介護予防訪問看護、

介護予防訪問リハビリテーション、夜間対応型訪問介護における事業所と同一建物の利用者又はこれ以外の

同一建物の利用者 20 人以上にサービスを行う場合

・ 通所リハビリテーションにおける生活行為向上リハビリテーションの実施後にリハビリテーションを継続した場合

の減算

・ 介護療養施設における移行計画が未提出である場合の減算

※Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。

なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。



－ ６５ －

・明細情報（住所地特例）レコード（複数レコード）

項番 項目名 属性
ﾊﾞｲﾄ

数
内容 備考

：

１０ 単位数 数字 ４
単位数を設定する ※４

※Ｓ

：

※４ 以下のサービスを記載する場合には、“０”または NULL を設定する。

・ 夜間対応型訪問介護、小規模多機能型居宅介護（介護予防を含む）、定期巡回・随時対応型訪問介護看護及

び、複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）及び地域密着型通所介護（療養通所介護）（ただし、日

割り計算用のサービスコード並びに算定単位が「1 回につき」及び「1 日につき」のサービスコードを記載する場

合を除く）

・ 地域密着型通所介護における共生型サービス

・ 夜間対応型訪問介護における事業所と同一建物の利用者又はこれ以外の同一建物の利用者 20 人以上にサ

ービスを行う場合

※Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。

なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。
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５ 給付実績交換処理

５．３ 項目説明

５．３．１ 給付実績交換情報

（２） レコード項目

・明細情報レコード（複数レコード）

項番 項目名 属性
ﾊﾞｲﾄ

数
内容 備考

：

１１ 単位数 数字 ４

単位数を設定する

食事サービスの場合、単価を設定す

る

※７

※８

※Ｓ

： ※

２１

決

定

後

単位数 数字 ４

決定後の単位数を設定する

食事サービスの場合、決定後の単価

を設定する

※７

※８

※Ｓ

※７ サービス提供年月が平成１５年４月以降平成１７年９月以前の場合、食事サービス（サービス種類コード 50）の

該当情報を設定する。

※８ 以下のサービスを記載する場合には、“０”または NULL を設定する。

・福祉用具貸与（介護予防を含む）

・特定施設入居者生活介護における外部サービス利用型の福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（療養通所

介護）（ただし、日割り計算用のサービスコードを記載する場合を除く）

・介護予防特定施設入居者生活介護における外部サービス利用型の介護予防訪問介護、介護予防通所介護、

介護予防通所リハ、介護予防福祉用具貸与（ただし、日割り計算用のサービスコードを記載する場合を除く）

・訪問看護（定期巡回・随時対応訪問介護看護）、介護予防訪問介護、介護予防通所介護、介護予防通所リハ

ビリテーション、夜間対応型訪問介護、小規模多機能型居宅介護（介護予防を含む）、定期巡回・随時対応型

訪問介護看護及び、複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）及び地域密着型通所介護（療養通所介

護）（ただし、日割り計算用のサービスコード並びに算定単位が「1 回につき」及び「1 日につき」のサービスコー

ド並びに一部加算等（特別地域加算、中山間地域等における小規模事業所加算、中山間地域等に居住する者

へのサービス提供加算、介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算）のサービスコードを記載す

る場合を除く）

・訪問介護（指定居宅介護事業所で障害者居宅介護従業者基礎研修課程修了者等により行われる場合、指定

居宅介護事業所で重度訪問介護従業者養成研修修了者により行われる場合又は指定重度訪問介護事業所

が行う場合）、通所介護、短期入所生活介護、介護予防短期入所生活介護、地域密着型通所介護における共

生型サービス

・訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、介護予防訪問入浴介護、介護予防訪問看護、

介護予防訪問リハビリテーション、夜間対応型訪問介護における事業所と同一建物の利用者又はこれ以外の

同一建物の利用者 20 人以上にサービスを行う場合

・通所リハビリテーションにおける生活行為向上リハビリテーションの実施後にリハビリテーションを継続した場

合の減算

・介護療養施設における移行計画が未提出である場合の減算

※Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。

なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。
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・明細情報（住所地特例）レコード（複数レコード）

項番 項目名 属性
ﾊﾞｲﾄ

数
内容 備考

：

１１ 単位数 数字 ４
単位数を設定する ※６

※Ｓ

：

２２

決

定

後

単位数 数字 ４

決定後の単位数を設定する ※６

※Ｓ

：

※６ 以下のサービスを記載する場合には、“０”または NULL を設定する。

・夜間対応型訪問介護、小規模多機能型居宅介護（介護予防を含む）、定期巡回・随時対応型訪問介護看護及

び、複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）及び地域密着型通所介護（療養通所介護）（ただし、日

割り計算用のサービスコード並びに算定単位が「1 回につき」及び「1 日につき」のサービスコード並びに一部

加算等（特別地域加算、中山間地域等における小規模事業所加算、中山間地域等に居住する者へのサービ

ス提供加算、介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算）のサービスコードを記載する場合を除

く）

・地域密着型通所介護における共生型サービス

・夜間対応型訪問介護における事業所と同一建物の利用者又はこれ以外の同一建物の利用者 20 人以上にサ

ービスを行う場合

※Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。

なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。
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・高額介護サービス費情報レコード

項番 項目名 属性
ﾊﾞｲﾄ

数
内容 備考

1 交換情報識別番号 英数 ４ 交換情報識別番号を設定する ※５ ※８

２ 入力識別番号 英数 ４
入力元の交換情報識別番号を設定

する

※４

３ レコード種別コード 英数 ２ レコード種別を設定する ※６

４
給付実績情報作成区分コ

ード
数字 １

給付実績情報作成区分コードを設

定する

※３

５ 証記載保険者番号 数字 ８
被保険者証記載の保険者番号を設

定する

※３

６ 被保険者番号 英数 １０ 被保険者番号を設定する ※３

７ サービス提供年月 数字 ６
サービス提供年月（西暦年月(YYYY

MM)）を設定する

※１ ※７

※９

：

１１ 公費１負担番号 数字 ８ 公費１の負担番号を設定する

１２ 公費２負担番号 数字 ８ 公費２の負担番号を設定する

１３ 公費３負担番号 数字 ８ 公費３の負担番号を設定する

１４ 利用者負担額 数字
６

８

被保険者が支払った金額を設定す

る

※Ｓ

※１０

１５ 公費１負担額 数字
６

８

公費１の負担額を設定する ※Ｓ

※１０

１６ 公費２負担額 数字
６

８

公費２の負担額を設定する ※Ｓ

※１０

１７ 公費３負担額 数字
６

８

公費３の負担額を設定する ※Ｓ

※１０

１８ 支給額 数字
６

８

被保険者に支払った金額を設定す

る

※Ｓ

※１０

１９ 公費１支給額 数字
６

８

公費１の支給額を設定する ※Ｓ

※１０

２０ 公費２支給額 数字
６

８

公費２の支給額を設定する ※Ｓ

※１０

２１ 公費３支給額 数字
６

８

公費３の支給額を設定する ※Ｓ

※１０

：

※１ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項 ｢年月｣欄」参照。(P.42)

※３ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。（P.31）

※４ 給付実績区分コードが”１”(現物)の場合は未設定。

給付実績区分コードが”２”(償還)の場合は“3411”、“3412”、“3421”または“3422”を設定する。

なお、介護給付費にかかる月間の高額介護（介護予防）サービス費は”3411”、総合事業費にかかる月間の高

額介護予防サービス費は”3421”。処理年月が平成３０年９月以降、介護給付費にかかる年間の高額介護（介

護予防）サービス費は”3412”、総合事業費にかかる年間の高額介護予防サービス費は”3422”を設定する。

介護給付費にかかる月間の高額介護（介護予防）サービス費”3411”、総合事業費にかかる月間の高額介護

予防サービス費”3421”を提出する際は、支給額に応じて変動が発生する介護給付費にかかる年間の高額介

護（介護予防）サービス費”3412”、総合事業費にかかる年間の高額介護予防サービス費”3422”を提出する。

※５ 基本情報レコード※５参照。

※６ 交換情報識別番号が”1131”、”1132”、”1133”、”1134”、”1135”、”1136”、”1137”の場合は、”09”。

”1138”、”1139”の場合は、介護給付費にかかる高額介護（介護予防）サービス費は”09”、総合事業費にかか

る高額介護予防サービス費の場合は”15”。



－ ６９ －

交換情報識別番号が”1141”、”1142”、”1143”、”1144”、”1145”、”1146”、”1147”、”1111”、”1112”、”1113”、

”1114”、”1115”、”1116”、”1117”の場合は、”D8”。

”1148”、”1149”、”1118”、”1119”の場合は、介護給付費にかかる高額介護（介護予防）サービス費は”D8”、

総合事業費にかかる高額介護予防サービス費は”DE”。

※７ 介護給付費にかかる年間の高額介護（介護予防）サービス費及び総合事業費にかかる年間の高額介護予防

サービス費の場合は、対象の年度の 8 月を設定する。（2017 年度分の場合は、201708 とする）

※８ 介護給付費にかかる月間の高額介護（介護予防）サービス費、総合事業費にかかる月間の高額介護予防サ

ービス費の給付実績交換を提出する際は、支給額に応じて変動が発生する介護給付費にかかる年間の高額

介護（介護予防）サービス費、総合事業費にかかる年間の高額介護予防サービス費の給付実績交換も提出す

る。

※９ 介護給付費にかかる年間の高額介護（介護予防）サービス費及び総合事業費にかかる年間の高額介護予防

サービス費については、2019 年度分（201908）までを設定可能とし、2020 年度分（202008）以降が設定された

場合はエラーとする。

※１０ 入力識別番号が”3412”（介護給付費にかかる年間の高額介護（介護予防）サービス費）または“3422”（総合

事業費にかかる年間の高額介護予防サービス費）の場合、最大６バイトまで設定する。

※Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。

なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。
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【インタフェース仕様書解説書 保険者編】

１ 台帳管理業務

１．１ 項目設定時の留意事項

１．１．２ 受給者異動連絡票情報

（４） 項番３「異動区分コード」、項番４「異動事由」及び、項番２０「要介護状態区分コー

ド」で可能な組み合わせについては以下の通り。

異動区分

コード
異動事由

要介護状態

区分コード
設定可能な認定有効期間及び支給限度管理期間

１：新規

０１：受給資格取

得

事 業 対 象

者
１ヶ月未満～無期限（※３）

要支援

経 過 的 要

介護

要介護

平成２４年３月以前は３ヶ月～６ヶ月（＋１ヶ月※１）

平成２４年４月以降は３ヶ月～１２ヶ月（＋１ヶ月※１）

０４：合併による

新規

事 業 対 象

者
１ヶ月未満～無期限（※３）

要支援

経 過 的 要

介護

平成２７年３月以前は１ヶ月未満～１２ヶ月（＋１ヶ月※１）

平成２７年４月以降、平成３０年３月以前は１ヶ月未満～２

４ヶ月（＋１ヶ月※１）

平成３０年４月以降、２０２１年３月以前は１ヶ月未満～３

６ヶ月（＋１ヶ月※１）

２０２１年４月以降は１ヶ月未満～４８ヶ月（＋１ヶ月※１）

要介護

平成１６年３月以前は１ヶ月未満～１２ヶ月（＋１ヶ月※１）

平成１６年４月以降、平成３０年３月以前は１ヶ月未満～２

４ヶ月（＋１ヶ月※１）

平成３０年４月以降、２０２１年３月以前は１ヶ月未満～３

６ヶ月（＋１ヶ月※１）

２０２１年４月以降は１ヶ月未満～４８ヶ月（＋１ヶ月※１）

９９：その他異動

事 業 対 象

者
１ヶ月未満～無期限（※３）

要支援

経過的要

介護

平成２７年３月以前は１ヶ月未満～１２ヶ月（＋１ヶ月※１）

平成２７年４月以降、平成３０年３月以前は１ヶ月未満～２

４ヶ月（＋１ヶ月※１）

平成３０年４月以降、２０２１年３月以前は１ヶ月未満～３

６ヶ月（＋１ヶ月※１）

２０２１年４月以降は１ヶ月未満～４８ヶ月（＋１ヶ月※１）

要介護

平成１６年３月以前は１ヶ月未満～１２ヶ月（＋１ヶ月※１）

平成１６年４月以降、平成３０年３月以前は１ヶ月未満～２

４ヶ月（＋１ヶ月※１）

平成３０年４月以降、２０２１年３月以前は１ヶ月未満～３

６ヶ月（＋１ヶ月※１）

２０２１年４月以降は１ヶ月未満～４８ヶ月（＋１ヶ月※１）
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異動区分

コード
異動事由

要介護状態

区分コード
設定可能な認定有効期間及び支給限度管理期間

２：変更

０３：広域連合に

おける受給者の

市町村間異動（政

令市における受

給者の区間異動）

事 業 対 象

者
１ヶ月未満～無期限（※３）

要支援

経 過 的 要

介護

平成２７年３月以前は３ヶ月～１２ヶ月（＋１ヶ月※１、※

２）

平成２７年４月以降、平成３０年３月以前は３ヶ月～２４ヶ

月（＋１ヶ月※１、※２）

平成３０年４月以降、２０２１年３月以前は３ヶ月～３６ヶ

月（＋１ヶ月※１、※２）

２０２１年４月以降は３ヶ月～４８ヶ月（＋１ヶ月※１、※

２）

要介護

平成１６年３月以前は３ヶ月～１２ヶ月（＋１ヶ月※１）

平成１６年４月以降、平成３０年３月以前は３ヶ月～２４ヶ

月（＋１ヶ月※１）

平成３０年４月以降、２０２１年３月以前は３ヶ月～３６ヶ

月（＋１ヶ月※１）

２０２１年４月以降は３ヶ月～４８ヶ月（＋１ヶ月※１）

９９：その他異動

事 業 対 象

者
１ヶ月未満～無期限（※３）

要支援

経 過 的 要

介護

平成２７年３月以前は３ヶ月～１２ヶ月（＋１ヶ月※１、※

２）

平成２７年４月以降、平成３０年３月以前は３ヶ月～２４ヶ

月（＋１ヶ月※１、※２）

平成３０年４月以降、２０２１年３月以前は３ヶ月～３６ヶ

月（＋１ヶ月※１、※２）

２０２１年４月以降は３ヶ月～４８ヶ月（＋１ヶ月※１、※

２）

要介護

平成１６年３月以前は３ヶ月～１２ヶ月（＋１ヶ月※１、※

２）

平成１６年４月以降、平成３０年３月以前は３ヶ月～２４ヶ

月（＋１ヶ月※１、※２）

平成３０年４月以降、２０２１年３月以前は３ヶ月～３６ヶ

月（＋１ヶ月※１、※２）

２０２１年４月以降は３ヶ月～４８ヶ月（＋１ヶ月※１、※

２）
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異動区分

コード
異動事由

要介護状態

区分コード
設定可能な認定有効期間及び支給限度管理期間

３：終了

０２：受給資格喪

失

事 業 対 象

者
１ヶ月未満～無期限（※３）

要支援

経 過 的 要

介護

平成２７年３月以前は３ヶ月～１２ヶ月（＋１ヶ月※１、※

２）

平成２７年４月以降、平成３０年３月以前は３ヶ月～２４ヶ

月（＋１ヶ月※１、※２）

平成３０年４月以降、２０２１年３月以前は３ヶ月～３６ヶ

月（＋１ヶ月※１、※２）

２０２１年４月以降は３ヶ月～４８ヶ月（＋１ヶ月※１、※

２）

要介護

平成１６年３月以前は３ヶ月～１２ヶ月（＋１ヶ月※１、※

２）

平成１６年４月以降、平成３０年３月以前は３ヶ月～２４ヶ

月（＋１ヶ月※１、※２）

平成３０年４月以降、２０２１年３月以前は３ヶ月～３６ヶ

月（＋１ヶ月※１、※２）

２０２１年４月以降は３ヶ月～４８ヶ月（＋１ヶ月※１、※

２）

９９：その他異動

事 業 対 象

者
１ヶ月未満～無期限（※３）

要支援

経 過 的 要

介護

平成２７年３月以前は３ヶ月～１２ヶ月（＋１ヶ月※１、※

２）

平成２７年４月以降、平成３０年３月以前は３ヶ月～２４ヶ

月（＋１ヶ月※１、※２）

平成３０年４月以降、２０２１年３月以前は３ヶ月～３６ヶ

月（＋１ヶ月※１、※２）

２０２１年４月以降は３ヶ月～４８ヶ月（＋１ヶ月※１、※

２）

要介護

平成１６年３月以前は３ヶ月～１２ヶ月（＋１ヶ月※１、※

２）

平成１６年４月以降、平成３０年３月以前は３ヶ月～２４ヶ

月（＋１ヶ月※１、※２）

平成３０年４月以降、２０２１年３月以前は３ヶ月～３６ヶ

月（＋１ヶ月※１、※２）

２０２１年４月以降は３ヶ月～４８ヶ月（＋１ヶ月※１、※

２）

※１ （＋１ヶ月）は月途中適用開始である場合

※２ 認定有効期間開始年月日及び、同終了年月日が前履歴より変更されていない場合、認定有効期間

開始年月日、同終了年月日の期間のチェックを行わない。従って、前履歴が１ヶ月未満であり、同条

件に一致する場合、３ヶ月未満の登録が可能となる。

※３ 認定有効期間（終了年月日）が未設定である場合
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１．２ インタフェース項目のチェック内容

１．２．２ 受給者異動連絡票情報

連番 項目名 キー

項目別妥当性 項目間関連

０１ ０２ ０３ ０４ ０５ ０６ ０７ ０８ ０１ ０２ ０３

必

須

項

目

検

査

数

値

検

査

半

角

条

件

検

査

全

角

条

件

検

査

日
付
妥
当
性
検
査

コ

ー

ド

検

査

特

殊

検

査

範

囲

検

査

項

目

関

連

検

査

数

値

比

較

検

査

日

付

比

較

検

査

：

５０ 特定入所者介護・食費負担限

度額（施設サービス）

*14 ○ ○*15

５１ 特定入所者介護・居住費（ユニ

ット型個室）負担限度額

*14 ○ ○*15

５２ 特定入所者介護・居住費（ユニ

ット型個室的多床室）負担限度

額

*14 ○ ○*15

５３ 特定入所者介護・居住費（従来

型個室（特養等））負担限度額

*14 ○ ○*15

５４ 特定入所者介護・居住費（従来

型個室（老健、療養等））負担

限度額

*14 ○ ○*15

５５ 特定入所者介護・居住費（多床

室）負担限度額

*14 ○ ○*15

：

７４ 特定入所者介護サービス

居住費（新１）負担限度額

食費負担限度額（短期入所サ

ービス）

○*21

*14

○ ○*15

７５ 特定入所者介護サービス

居住費（新２）負担限度額

居住費（未使用１）負担限度額

○*21

７６ 特定入所者介護サービス

居住費（新３）負担限度額

居住費（未使用２）負担限度額

○*21

：

【補足説明】

（１） 項目別妥当性及び項目間関連検査に付された ＊ｎ の説明

＊１４：数値項目（任意入力項目）の入力値の見做し方

９９９９が設定されている場合、未入力（設定がされていない）と見做す。

＊１５：数値項目の範囲検査（４桁の数値項目）

検査対象項目が以下の数値の範囲内であること。

０≦「検査対象項目」≦９９９９

＊２１：「特定入所者介護サービス 居住費（新１未使用１）～（新３未使用２）

負担限度額」の必須項目検査

・値が設定されていないこと。ただし、ＺＥＲＯが設定された場合は未設定として扱

いエラーとしない。
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１．２．８ 介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード異動連絡票情報

連番 項目名 キー

項目別妥当性 項目間関連

０１ ０２ ０３ ０４ ０５ ０６ ０７ ０８ ０１ ０２ ０３

必

須

項

目

検

査

数

値

検

査

半

角

条

件

検

査

全

角

条

件

検

査

日

付

妥

当

性

検

査

コ

ー

ド

検

査

特

殊

検

査

範

囲

検

査

項

目

関

連

検

査

数

値

比

較

検

査

日

付

比

較

検

査

：

６ サービス種類コード 主キー ◎ ◎*3 ②③⑥

⑧⑨

７ サービス項目コード 主キー ◎

８ 適用開始年月

※１

○ ⑥ ⑦

９ 適用終了年月 ○ ① ⑦

１０ サービス名称 ○

１１ 単位数 ○ ○*4 ⑧⑨

：

１８ 事業対象者実施区分 ○ ⑥

１９ 要支援１受給者実施区分 ○ ⑥

２０ 要支援２受給者実施区分 ○ ⑥

：

２５ 要介護１受給者実施区分 ○ ⑥

２６ 要介護２受給者実施区分 ○ ⑥

２７ 要介護３受給者実施区分 ○ ⑥

２８ 要介護４受給者実施区分 ○ ⑥

２９ 要介護５受給者実施区分 ○ ⑥

【補足説明】

（１） 項目別妥当性及び項目間関連検査に付された ＊ｎ の説明

＊１：各サービス種類、異動区分による必須検査内容

・検査内容については、下表「総合事業サービス異動一括点検必須項目検査」を参照。

＊３：「サービス種類コード」のコード検査

・サービス種類コードが介護予防・日常生活支援総合事業サービスコードあること。た

だし、サービス種類コードが訪問型サービス（みなし）「A1」、通所型サービス（みな

し）「A5」の場合はエラーとする。
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＊４：「単位数」の範囲検査

・上サービス種類コードが「A2」、「A6」、「AF」の場合において、「単位数」が-９９９９以

上９９９９９以下であること。

・上記以外のサービス種類コードの場合、「単位数」が１以上９９９９９以下でなければ

エラーとする。

（２） 項目間関連検査の説明

① ：「異動区分コード」「適用終了年月」の項目関連検査

・異動区分コードが「３：終了」の場合で適用終了年月が設定されていること。

② ：「サービス種類コード」「給付率」の項目関連検査

・「給付率」に値が設定されている場合、「サービス種類コード」に「A3」、「A7」、「A9」、

「AB」、「AD」が設定されていること。

③ ：「サービス種類コード」「利用者負担額」の項目関連検査

・「利用者負担額」に値が設定されている場合、「サービス種類コード」に「A4」、「A8」、

「AA」、「AC」、「AE」が設定されていること。

⑥ ：「事業者対象者実施区分」「要支援１受給者実施区分」「要支援２受給者実施区分」の項

目関連検査

「サービス種類コード」「適用開始年月」「事業者対象者実施区分」「要支援１受給者実

施区分」「要支援２受給者実施区分」「要介護１受給者実施区分」「要介護２受給者実施

区分」「要介護３受給者実施区分」「要介護４受給者実施区分」「要介護５受給者実施区

分」の項目関連検査

・「事業対象者実施区分」「要支援１受給者実施区分」「要支援２受給者実施区分」の項

目すべてが「１：実施不可」以外であること。

・「サービス種類コード」が「AF」以外の場合、「事業対象者実施区分」「要支援１受給

者実施区分」「要支援２受給者実施区分」の項目のうちいずれかが「２：実施可」であ

ること。

・「サービス種類コード」が「AF」の場合で、「処理年月」が「202104」以前または「適

用開始年月」が「202103」以前の場合、「事業対象者実施区分」「要支援１受給者実施

区分」「要支援２受給者実施区分」の項目のうちいずれかが「２：実施可」であること。

・「サービス種類コード」が「AF」の場合で、「処理年月」が「202105」以降かつ「適用

開始年月」が「202104」以降の場合、「事業者対象者実施区分」「要支援１受給者実施

区分」「要支援２受給者実施区分」「要介護１受給者実施区分」「要介護２受給者実施区

分」「要介護３受給者実施区分」「要介護４受給者実施区分」「要介護５受給者実施区分」

の項目のうちいずれかが「２：実施可」であること。

⑦ ：「適用開始年月」「適用終了年月」の日付比較検査

・適用終了年月が設定されている場合、適用開始年月以降であること。

（「適用開始年月」「適用終了年月」が同月の場合はエラーとしない）

⑧ ：「サービス種類コード」「単位数」の項目関連検査

・「サービス種類コード」に「A2」または「A6」が設定されている場合で、介護予防・日

常生活支援総合事業費単位数表の「単位数種別」に「03：%値」、「07：%値（記載省略）」、



－ ７６ －

「08：1/1000 値」、「08：1/1000 値（記載省略）」、「13：%値・上限（記載省略）」の

いずれかが設定されている場合、介護予防・日常生活支援総合事業費単位数表の単位

数と同値であること。

⑨ ：「異動年月日」「サービス種類コード」「単位数」の項目関連検査

・「サービス種類コード」が「AF」 かつ 「異動年月日」が「20170401」以降かつ「20210331」

以前の場合、「単位数」が「介護予防ケアマネジメント単位数上限」を超えている場合、

エラーとする。
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総合事業サービスコード異動一括点検必須項目検査

介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード異動連絡票情報はサービス種類ごとに新規、変更、

終了における入力内容が異なる。各項目の入力内容を以下に示す。（○：入力必須、×：入力不可、

空欄：入力任意）

項番 項目名

保険者独自サービス

（A2、A6、AF（※１））

保険者独自（定率）

サービス

（A3、A7（※２１）、A9、

AB、AD）

保険者独自（定額）

サービス

（A4、A8（※２１）、AA、

AC、AE）

新規 変更 終了 新規 変更 終了 新規 変更 終了

：

２５ 要介護１受給者実施区分 × × × × × × × × ×

２６ 要介護２受給者実施区分 × × × × × × × × ×

２７ 要介護３受給者実施区分 × × × × × × × × ×

２８ 要介護４受給者実施区分 × × × × × × × × ×

２９ 要介護５受給者実施区分 × × × × × × × × ×

※１ 保険者独自サービス(AF）において異動年月日が平成29年3月31日以前の入力内容である。

※２１ 項番２１～２４は、サービス種類コードが「A7」、「A8」の場合にのみ入力可能とする。
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保険者独自サービス（AF）において異動年月日が平成 29 年 3 月 31 日以前の入力内容を以下に示

す。

（○：入力必須、×：入力不可、空欄：入力任意）

項番 項目名

保険者独自サービス

（AF）

新規 変更 終了

１ 交換情報識別番号 ○ ○ ○

２ 異動年月日 ○ ○ ○

３ 異動区分コード ○ ○ ○

４ 異動事由 ○ ○ ○

５ 証記載保険者番号 ○ ○ ○

６ サービス種類コード ○ ○ ○

７ サービス項目コード ○ ○ ○

８ 適用開始年月 ○

９ 適用終了年月 ○

１０ サービス名称 × × ×

１１ 単位数 ○

１２ 算定単位 × × ×

１３ 制限日数・回数 × × ×

１４ 算定回数制限期間 × × ×

１５ 支給限度額対象区分 × × ×

１６ 給付率 × × ×

１７ 利用者負担額 × × ×

１８ 事業対象者実施区分 × × ×

１９ 要支援１受給者実施区分 × × ×

２０ 要支援２受給者実施区分 × × ×

２１ 運動器機能向上体制 × × ×

２２ 栄養マネジメント（改善）体制 × × ×

２３ 口腔機能向上体制 × × ×

２４ 事業所評価加算 × × ×
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保険者独自サービス（AF）において異動年月日が平成 29 年 4 月 1 日以降、2021 年 3 月 31 日以前

の入力内容を以下に示す。

（○：入力必須、×：入力不可、空欄：入力任意）

項番 項目名

保険者独自サービス

（AF）

新規 変更 終了

１ 交換情報識別番号 ○ ○ ○

２ 異動年月日 ○ ○ ○

３ 異動区分コード ○ ○ ○

４ 異動事由 ○ ○ ○

５ 証記載保険者番号 ○ ○ ○

６ サービス種類コード ○ ○ ○

７ サービス項目コード ○ ○ ○

８ 適用開始年月 ○

９ 適用終了年月 ○

１０ サービス名称 ○

１１ 単位数 ○

１２ 算定単位 × × ×

１３ 制限日数・回数 × × ×

１４ 算定回数制限期間 × × ×

１５ 支給限度額対象区分 × × ×

１６ 給付率 × × ×

１７ 利用者負担額 × × ×

１８ 事業対象者実施区分 ○

１９ 要支援１受給者実施区分 ○

２０ 要支援２受給者実施区分 ○

２１ 運動器機能向上体制 × × ×

２２ 栄養マネジメント（改善）体制 × × ×

２３ 口腔機能向上体制 × × ×

２４ 事業所評価加算 × × ×
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保険者独自サービス（AF）において異動年月日が 2021 年 4 月 1 日以降の入力内容を以下に示す。

（○：入力必須、×：入力不可、空欄：入力任意）

項番 項目名

保険者独自サービス

（AF）

新規 変更 終了

１ 交換情報識別番号 ○ ○ ○

２ 異動年月日 ○ ○ ○

３ 異動区分コード ○ ○ ○

４ 異動事由 ○ ○ ○

５ 証記載保険者番号 ○ ○ ○

６ サービス種類コード ○ ○ ○

７ サービス項目コード ○ ○ ○

８ 適用開始年月 ○

９ 適用終了年月 ○

１０ サービス名称 ○

１１ 単位数 ○

１２ 算定単位 × × ×

１３ 制限日数・回数 × × ×

１４ 算定回数制限期間 × × ×

１５ 支給限度額対象区分 × × ×

１６ 給付率 × × ×

１７ 利用者負担額 × × ×

１８ 事業対象者実施区分 ○

１９ 要支援１受給者実施区分 ○

２０ 要支援２受給者実施区分 ○

２１ 運動器機能向上体制 × × ×

２２ 栄養マネジメント（改善）体制 × × ×

２３ 口腔機能向上体制 × × ×

２４ 事業所評価加算 × × ×

２５ 要介護１受給者実施区分（※1）

２６ 要介護２受給者実施区分（※1）

２７ 要介護３受給者実施区分（※1）

２８ 要介護４受給者実施区分（※1）

２９ 要介護５受給者実施区分（※1）

※１ 項番２５～２９は、処理年月が「202105」以降かつ適用開始年月が「202104」以降の場合に

のみ入力可能とする。



－ ８１ －

【インタフェース仕様書 サービス事業所編】

１ 介護給付費等の請求について

１．１  居宅サービスの基本的な流れ

介護予防・日常生活支援総合事業の基本的な流れを以下に示す。

（１）利用者要支援者・事業対象者が事業のみを利用する場合

①～⑰は次頁の図に対応している。

①市町村が、国保連合会と委託書を締結し、国保連合会へ介護予防・日常生活支援総合事業（以

下「総合事業」という）の審査支払業務を委託する。

②市町村が、国保連合会へ「保険者異動連絡票情報」を送付する。総合事業開始年月、介護予

防訪問介護・介護予防通所介護終了年月及びみなし指定の有効期間を設定する。

③市町村が、国保連合会へ「介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード異動連絡票情報」

を送付する。国保連合会で審査支払を行うサービス種類は、介護予防・生活支援サービス（訪

問型サービス、通所型サービス、その他の生活支援サービス及び介護予防ケアマネジメント）

であり、一般介護予防事業は対象外となる。

※国保連合会で審査支払をしないサービスについては送付する必要はない。

④市町村が、指定事業者を決定し、都道府県経由で、国保連合会へ「事業所異動連絡票情報」

を送付する。

⑤都道府県が、国保連合会へみなし指定事業者（※）分の「事業所異動連絡票情報」を送付す

る。

※平成 27年 3月 31 日時点で、介護予防訪問介護・介護予防通所介護・介護予防支援の指定

を受けている事業所を総合事業の指定を受けたものとして、「事業所異動連絡票情報」を送

付する。

※2021 年 4 月 1 日以降は送付を行わない。

  ⑥地域包括支援センターは、利用者・事業者と調整して、介護予防ケアマネジメントを行う。

  ⑦事業者が利用者へサービスを実施する。

  ⑧利用者は事業者へ利用料を支払う（利用者負担分）。

  ⑨事業所情報に異動があった場合に、市町村が、都道府県経由で、国保連合会へ「事業所異動

連絡票情報」を送付する。

  ⑩受給者情報に異動があった場合に、市町村が「受給者異動連絡票情報」を国保連合会へ送付

する。

※要支援者及び事業対象者の情報を送付する。

※要支援者については、従来、送付されている「受給者異動連絡票情報」の情報を活用する

ため、総合事業開始時に新たに送付する必要はない。

  ⑪事業者は国保連合会へ請求明細書を提出して、事業費を請求する。

  ⑫地域包括支援センターは国保連合会へ給付管理票を提出する。

※給付管理の審査を行う場合は給付管理票の提出が必要。行わない場合は提出は不要。

  ⑬地域包括支援センターは国保連合会へ請求明細書（介護予防ケアマネジメント費）を提出す

る。

※介護予防ケアマネジメント費の審査支払を国保連合会に委託しない場合は提出は不要。
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  ⑭国保連合会は審査を行う。

  ⑮国保連合会は市町村へ事業費及び審査支払手数料を請求する。

  ⑯市町村は国保連合会へ事業費及び審査支払手数料を支払う。

  ⑰国保連合会は事業者へ事業費を支払う

介護予防・日常生活支援総合事業の基本的な流れ

※⑬、⑰の事業のみを利用する利用者の介護予防ケアマネジメント費は、要支援者は平成２７年４月サー

ビス分より、また事業対象者は平成２９年４月サービス分より国保連合会を経由した支払が可能である。

なお、国保連合会は介防予防ケアマネジメント費と給付管理票との突合審査は行わないことに留意。

⑬事業費（介護予防ケアマネ
ジメント費） を請求※

市町村
（保険者） 国保連合会

指定事業者

都道府県

①審査支払業務を委託

③サービスごとの価格等を設定・連絡

④⑨指定事業者を連絡

基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
実
施

⑦サービス実施

⑧利用料支払
（利用者負担分）

⑪
事
業
費
を
請
求

⑰
事
業
費
を
支
払

⑭審査
⑮事業費を請求

④指定事業者を決定

⑩受給者を連絡

⑯事業費を支払

地域包括支援センター

要
支
援
認
定
申
請

要
支
援
認
定
申
請

結
果
通
知

要支援者 事業
対象者

利用者

⑥介護予防ケアマネジメント

⑰事業費（介護予防ケアマネ
ジメント費）を支払※

⑫給付管理票を提出

②総合事業開始月を連絡

基
本
チ
ェ
ッ
ク

リ
ス
ト
実
施

⑤みなし指定事業者
を連絡
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（２）利用者要支援者が予防給付と事業を利用する場合

①～⑰は次頁の図に対応している。

  ①市町村が、国保連合会と委託書を締結し、国保連合会へ介護予防・日常生活支援総合事業（以

下「総合事業」という）の審査支払業務を委託する。

  ②市町村が、国保連合会へ「保険者異動連絡票情報」を送付する。総合事業開始年月、介護予

防訪問介護・介護予防通所介護終了年月及びみなし指定の有効期間を設定する。

③市町村が、国保連合会へ「介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード異動連絡票情報」

を送付する。国保連合会で審査支払を行うサービス種類は、介護予防・生活支援サービス（訪

問型サービス、通所型サービス、その他の生活支援サービス及び介護予防ケアマネジメント）

であり、一般介護予防事業は対象外となる。

※国保連合会で審査支払をしないサービスについては送付する必要はない。

  ④市町村が、指定事業者を決定し、都道府県経由で、国保連合会へ「事業所異動連絡票情報」

を送付する。

  ⑤都道府県が、国保連合会へみなし指定事業者（※）分の「事業所異動連絡票情報」を送付す

る。

※平成 27年 3月 31 日時点で、介護予防訪問介護・介護予防通所介護・介護予防支援の指定

を受けている事業所を総合事業の指定を受けたものとして、「事業所異動連絡票情報」を送

付する。

※2021 年 4 月 1 日以降は送付を行わない。

  ⑥地域包括支援センターは、利用者・事業者と調整して、介護予防ケアマネジメントを行う。

  ⑦事業者が利用者へサービスを実施する。

  ⑧利用者は事業者へ利用料を支払う（利用者負担分）。

  ⑨事業所情報に異動があった場合に、市町村が、都道府県経由で、国保連合会へ「事業所異動

連絡票情報」を送付する。

  ⑩受給者情報に異動があった場合に、市町村が「受給者異動連絡票情報」を国保連合会へ送付

する。

※要支援者については、従来、送付されている「受給者異動連絡票情報」の情報を活用する

ため、総合事業開始時に新たに送付する必要はない。

  ⑪事業者は国保連合会へ請求明細書を提出して、予防給付及び事業費を請求する。

  ⑫地域包括支援センターは国保連合会へ給付管理票を提出する。

  ⑬地域包括支援センターは国保連合会へ請求明細書（介護予防支援費）を提出する。

  ⑭国保連合会は審査を行う。

  ⑮国保連合会は市町村へ予防給付、事業費及び審査支払手数料を請求する。

  ⑯市町村は国保連合会へ予防給付、事業費及び審査支払手数料を支払う。

  ⑰国保連合会は事業者へ予防給付及び事業費を支払う。
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介護予防・日常生活支援総合事業の基本的な流れ

市町村
（保険者） 国保連合会

利用者
指定事業者
（総合事業）

都道府県

①審査支払業務を委託

③サービスごとの価格等を設定・連絡

⑦サービス実施

⑧利用料支払（利用者負担分）

⑪
事
業
費
を
請
求

⑰
事
業
費
を
支
払

⑭審査
⑮予防給付及び事業費を請求

④指定事業者を決定

⑩受給者を連絡

⑯予防給付及び事業費を支払

地域包括支援センター

要
支
援
認
定
申
請

要
支
援
認
定
申
請

結
果
通
知

要支援者

⑥介護予防ケアマネジメント

⑰介護予防支援費を支払

⑫給付管理票を提出

②総合事業開始月を連絡

⑤みなし指定事業者
を連絡

⑬介護予防支援費を請求

指定事業者
（予防給付）

⑪
予
防
給
付
を
請
求

⑰
予
防
給
付
を
支
払

④⑨指定事業者を連絡

⑦サービス実施

⑧利用料支払（利用者負担分）
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（３）要介護者が市町村の補助により実施する事業のみを利用する場合（2021 年 4 月以降）

①～⑪は次頁の図に対応している。

  ①市町村が、国保連合会と委託書を締結し、国保連合会へ介護予防・日常生活支援総合事業（以

下「総合事業」という）の審査支払業務を委託する。

②市町村が、国保連合会へ「介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード異動連絡票情報」

を送付する。国保連合会で要介護者における審査支払を行うサービス種類は、介護予防ケア

マネジメントのみである。

※国保連合会で審査支払をしないサービスについては送付する必要はない。

  ③地域包括支援センターは、利用者・団体等と調整して、介護予防ケアマネジメントを行う。

  ④団体等が利用者へサービス（市町村の補助により実施するサービス）を実施する。

  ⑤利用者は団体等へ利用料を支払う（利用者負担分）。

  ⑥受給者情報に異動があった場合に、市町村が「受給者異動連絡票情報」を国保連合会へ送付

する。

※介護予防ケアマネジメント費の審査支払を国保連合会で行う場合、介護予防ケアマネジメ

ントを行った地域包括支援センターの情報を連携する。

  ⑦地域包括支援センターは国保連合会へ請求明細書（介護予防ケアマネジメント費）を提出す

る。

※介護予防ケアマネジメント費の審査支払を国保連合会に委託しない場合は請求は不要。

  ⑧国保連合会は介護予防ケアマネジメント費の審査を行う。

  ⑨国保連合会は市町村へ介護予防ケアマネジメント費及び審査支払手数料を請求する。

  ⑩市町村は国保連合会へ介護予防ケアマネジメント費及び審査支払手数料を支払う。

  ⑪国保連合会は地域包括支援センターへ介護予防ケアマネジメント費を支払う。
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介護予防・日常生活支援総合事業の基本的な流れ

※⑦、⑪の市町村の補助により実施する事業のみを利用する要介護者の介護予防ケアマネジメント費は、

令和 3 年 4 月サービス分より、国保連合会を経由した支払が可能である。

市町村
（保険者） 国保連合会

市町村が補助する

団体等

①審査支払業務を委託

②介護予防ケアマネジメント費の価格を設定・連絡

④サービス実施

⑤利用料支払
（利用者負担分）

⑧介護予防ケア

マネジメント費の

審査

⑨介護予防ケアマネジメント費（要介護者分）を請求

⑥受給者を連絡

⑩介護予防ケアマネジメント費（要介護者分）を支払

地域包括支援センター

要
介
護
認
定
申
請

要
介
護
認
定
申
請

結
果
通
知

要介護者

利用者

③介護予防ケアマネジメント

⑪事業費（介護予防ケアマネ
ジメント費）を支払※

⑦事業費（介護予防ケアマネ
ジメント費） を請求※
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２．３ 項目説明

２．３．１ 介護給付費請求書情報

（５） 介護給付費請求明細書情報

・明細情報レコード（複数レコード）

項番 項目名 属性
ﾊﾞｲﾄ

数
内容 備考

：

９ 単位数 数字 ４

単位数を設定する

食事サービスの場合、単価を設定す

る

※５

※６

※７

※Ｓ

：

※５ サービス提供年月が平成１５年４月以降平成１７年９月以前の場合、食事サービス（サービス種類コード 50）の

該当情報を設定する。

※６ 以下のサービスを記載する場合には、“０”または NULL を設定する。

・ 福祉用具貸与（介護予防を含む）

・ 特定施設入居者生活介護における外部サービス利用型の福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（療養通

所介護）（ただし、日割り計算用のサービスコードを記載する場合を除く）

・ 介護予防特定施設入居者生活介護における外部サービス利用型の介護予防訪問介護、介護予防通所介護、

介護予防通所リハ、介護予防福祉用具貸与（ただし、日割り計算用のサービスコードを記載する場合を除く）

・ 訪問看護（定期巡回・随時対応型訪問介護看護）、介護予防訪問介護、介護予防通所介護、介護予防通所リ

ハビリテーション、夜間対応型訪問介護、小規模多機能型居宅介護（介護予防を含む）、定期巡回・随時対応

型訪問介護看護、複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）、地域密着型通所介護（療養通所介護）、

訪問型サービス（みなし）、訪問型サービス（独自）、通所型サービス（みなし）及び通所型サービス（独自）（ただ

し、日割り計算用のサービスコード並びに算定単位が「1 回につき」及び「1 日につき」のサービスコードを記載

する場合を除く）

・ 訪問介護（指定居宅介護事業所で障害者居宅介護従業者基礎研修課程修了者等により行われる場合、指定

居宅介護事業所で重度訪問介護従業者養成研修修了者により行われる場合又は指定重度訪問介護事業所

が行う場合）、通所介護、短期入所生活介護、介護予防短期入所生活介護、地域密着型通所介護における共

生型サービス

・ 訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、介護予防訪問入浴介護、介護予防訪問看護、

介護予防訪問リハビリテーション、夜間対応型訪問介護における事業所と同一建物の利用者又はこれ以外の

同一建物の利用者 20 人以上にサービスを行う場合

・ 通所リハビリテーションにおける生活行為向上リハビリテーションの実施後にリハビリテーションを継続した場

合の減算

・ 介護療養施設における移行計画が未提出である場合の減算

※７ 介護予防・日常生活支援総合事業の保険者独自（定率）サービス、保険者独自（定額）サービスにおいて、

算定単位が「1 月につき」のサービスコードを記載する場合、単位数の記載を省略できる。

※Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。

なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。
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・明細情報（住所地特例）レコード（複数レコード）

項番 項目名 属性
ﾊﾞｲﾄ

数
内容 備考

：

９ 単位数 数字 ４

単位数を設定する ※４

※６

※Ｓ

：

※４ 以下のサービスを記載する場合には、“０”または NULL を設定する。

・ 夜間対応型訪問介護、小規模多機能型居宅介護（介護予防を含む）、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、

複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）、地域密着型通所介護（療養通所介護）、訪問型サービス

（みなし）、訪問型サービス（独自）、通所型サービス（みなし）及び通所型サービス（独自）（ただし、日割り計算

用のサービスコード並びに算定単位が「1 回につき」及び「1 日につき」のサービスコードを記載する場合を除く）

・ 地域密着型通所介護における共生型サービス

・ 夜間対応型訪問介護における事業所と同一建物の利用者又はこれ以外の同一建物の利用者 20 人以上にサ

ービスを行う場合

※６ 介護予防・日常生活支援総合事業の保険者独自（定率）サービス、保険者独自（定額）サービスにおいて、

算定単位が「1 月につき」のサービスコードを記載する場合、単位数の記載を省略できる。

※Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。

なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。
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【インタフェース仕様書解説書 サービス事業所編】

１ 項目設定時の留意事項

  以下に入力情報の項目設定時に特に注意が必要な項目について記載する。

１．２  介護給付費請求情報

  （15）所定疾患施設療養費等情報レコードの「摘要１」について

平成３０年４月以降から２０２１年３月までに所定疾患施設療養費Ⅱを算定する場合、

所定疾患施設療養費等情報レコードの「摘要１」に、平成１３年１１月１６日老老発３

１号 厚生労働省老健局老人保健課長通知「介護給付費請求書等の記載要領について」

の定義に基づき設定する。
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【インタフェース仕様書 居宅介護支援事業所編】

１ 介護給付費等の請求について

１．１  居宅サービスの基本的な流れ

介護予防・日常生活支援総合事業の基本的な流れを以下に示す。

（１）利用者要支援者・事業対象者が事業のみを利用する場合

①～⑰は次頁の図に対応している。

  ①市町村が、国保連合会と委託書を締結し、国保連合会へ介護予防・日常生活支援総合事業（以

下「総合事業」という）の審査支払業務を委託する。

  ②市町村が、国保連合会へ「保険者異動連絡票情報」を送付する。総合事業開始年月、介護予

防訪問介護・介護予防通所介護終了年月及びみなし指定の有効期間を設定する。

  ③市町村が、国保連合会へ「介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード異動連絡票情報」

を送付する。国保連合会で審査支払を行うサービス種類は、介護予防・生活支援サービス（訪

問型サービス、通所型サービス、その他の生活支援サービス及び介護予防ケアマネジメント）

であり、一般介護予防事業は対象外となる。

   ※国保連合会で審査支払をしないサービスについては送付する必要はない。

  ④市町村が、指定事業者を決定し、都道府県経由で、国保連合会へ「事業所異動連絡票情報」

を送付する。

  ⑤都道府県が、国保連合会へみなし指定事業者（※）分の「事業所異動連絡票情報」を送付す

る。

※平成 27年 3月 31 日時点で、介護予防訪問介護・介護予防通所介護・介護予防支援の指定

を受けている事業所を総合事業の指定を受けたものとして、「事業所異動連絡票情報」を送

付する。

※2021 年 4 月 1 日以降は送付を行わない。

  ⑥地域包括支援センターは、利用者・事業者と調整して、介護予防ケアマネジメントを行う。

  ⑦事業者が利用者へサービスを実施する。

  ⑧利用者は事業者へ利用料を支払う（利用者負担分）。

  ⑨事業所情報に異動があった場合に、市町村が、都道府県経由で、国保連合会へ「事業所異動

連絡票情報」を送付する。

  ⑩受給者情報に異動があった場合に、市町村が「受給者異動連絡票情報」を国保連合会へ送付

する。

   ※要支援者及び事業対象者の情報を送付する。

   ※要支援者については、従来、送付されている「受給者異動連絡票情報」の情報を活用する

ため、総合事業開始時に新たに送付する必要はない。

  ⑪事業者は国保連合会へ請求明細書を提出して、事業費を請求する。

  ⑫地域包括支援センターは国保連合会へ給付管理票を提出する。

   ※給付管理の審査を行う場合は給付管理票の提出が必要。行わない場合は提出は不要。

  ⑬請求明細書（介護予防ケアマネジメント費）を提出する。

   ※介護予防ケアマネジメント費の審査支払を国保連合会に委託しない場合は提出は不要。

  ⑭国保連合会は審査を行う。
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  ⑮国保連合会は市町村へ事業費及び審査支払手数料を請求する。

  ⑯市町村は国保連合会へ事業費及び審査支払手数料を支払う。

  ⑰国保連合会は事業者へ事業費を支払う。

介護予防・日常生活支援総合事業の基本的な流れ

※⑬、⑰の事業のみを利用する利用者の介護予防ケアマネジメント費は、要支援者は平成２７年４月サー

ビス分より、また事業対象者は平成２９年４月サービス分より国保連合会を経由した支払が可能である。

   なお、国保連合会は介防予防ケアマネジメント費と給付管理票との突合審査は行わないことに留意。

⑬事業費（介護予防ケアマネ
ジメント費） を請求※

市町村
（保険者） 国保連合会

指定事業者

都道府県

①審査支払業務を委託

③サービスごとの価格等を設定・連絡

④⑨指定事業者を連絡

基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
実
施

⑦サービス実施

⑧利用料支払
（利用者負担分）

⑪
事
業
費
を
請
求

⑰
事
業
費
を
支
払

⑭審査
⑮事業費を請求

④指定事業者を決定

⑩受給者を連絡

⑯事業費を支払

地域包括支援センター

要
支
援
認
定
申
請

要
支
援
認
定
申
請

結
果
通
知

要支援者 事業
対象者

利用者

⑥介護予防ケアマネジメント

⑰事業費（介護予防ケアマネ
ジメント費）を支払※

⑫給付管理票を提出

②総合事業開始月を連絡

基
本
チ
ェ
ッ
ク

リ
ス
ト
実
施

⑤みなし指定事業者
を連絡
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（２）利用者要支援者が予防給付と事業を利用する場合

①～⑰は次頁の図に対応している。

  ①市町村が、国保連合会と委託書を締結し、国保連合会へ介護予防・日常生活支援総合事業（以

下「総合事業」という）の審査支払業務を委託する。

  ②市町村が、国保連合会へ「保険者異動連絡票情報」を送付する。総合事業開始年月、介護予

防訪問介護・介護予防通所介護終了年月及びみなし指定の有効期間を設定する。

③市町村が、国保連合会へ「介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード異動連絡票情報」

を送付する。国保連合会で審査支払を行うサービス種類は、介護予防・生活支援サービス（訪

問型サービス、通所型サービス、その他の生活支援サービス及び介護予防ケアマネジメント）

であり、一般介護予防事業は対象外となる。

   ※国保連合会で審査支払をしないサービスについては送付する必要はない。

  ④市町村が、指定事業者を決定し、都道府県経由で、国保連合会へ「事業所異動連絡票情報」

を送付する。

  ⑤都道府県が、国保連合会へみなし指定事業者（※）分の「事業所異動連絡票情報」を送付す

る。

※平成 27年 3月 31 日時点で、介護予防訪問介護・介護予防通所介護・介護予防支援の指定

を受けている事業所を総合事業の指定を受けたものとして、「事業所異動連絡票情報」を送

付する。

※2021 年 4 月 1 日以降は送付を行わない。

  ⑥地域包括支援センターは、利用者・事業者と調整して、介護予防ケアマネジメントを行う。

  ⑦事業者が利用者へサービスを実施する。

  ⑧利用者は事業者へ利用料を支払う（利用者負担分）。

  ⑨事業所情報に異動があった場合に、市町村が、都道府県経由で、国保連合会へ「事業所異動

連絡票情報」を送付する。

  ⑩受給者情報に異動があった場合に、市町村が「受給者異動連絡票情報」を国保連合会へ送付

する。

   ※要支援者については、従来、送付されている「受給者異動連絡票情報」の情報を活用する

ため、総合事業開始時に新たに送付する必要はない。

  ⑪事業者は国保連合会へ請求明細書を提出して、予防給付及び事業費を請求する。

  ⑫地域包括支援センターは国保連合会へ給付管理票を提出する。

  ⑬請求明細書（介護予防支援費）を提出する。

  ⑭国保連合会は審査を行う。

  ⑮国保連合会は市町村へ予防給付、事業費及び審査支払手数料を請求する。

  ⑯市町村は国保連合会へ予防給付、事業費及び審査支払手数料を支払う。

  ⑰国保連合会は事業者へ予防給付及び事業費を支払う。
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介護予防・日常生活支援総合事業の基本的な流れ

市町村
（保険者） 国保連合会

利用者
指定事業者
（総合事業）

都道府県

①審査支払業務を委託

③サービスごとの価格等を設定・連絡

⑦サービス実施

⑧利用料支払（利用者負担分）

⑪
事
業
費
を
請
求

⑰
事
業
費
を
支
払

⑭審査
⑮予防給付及び事業費を請求

④指定事業者を決定

⑩受給者を連絡

⑯予防給付及び事業費を支払

地域包括支援センター

要
支
援
認
定
申
請

要
支
援
認
定
申
請

結
果
通
知

要支援者

⑥介護予防ケアマネジメント

⑰介護予防支援費を支払

⑫給付管理票を提出

②総合事業開始月を連絡

⑤みなし指定事業者
を連絡

⑬介護予防支援費を請求

指定事業者
（予防給付）

⑪
予
防
給
付
を
請
求

⑰
予
防
給
付
を
支
払

④⑨指定事業者を連絡

⑦サービス実施

⑧利用料支払（利用者負担分）
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（３）要介護者が市町村の補助により実施する事業のみを利用する場合（2021 年 4 月以降）

①～⑪は次頁の図に対応している。

  ①市町村が、国保連合会と委託書を締結し、国保連合会へ介護予防・日常生活支援総合事業（以

下「総合事業」という）の審査支払業務を委託する。

②市町村が、国保連合会へ「介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード異動連絡票情報」

を送付する。国保連合会で要介護者における審査支払を行うサービス種類は、介護予防ケア

マネジメントのみである。

※国保連合会で審査支払をしないサービスについては送付する必要はない。

  ③地域包括支援センターは、利用者・団体等と調整して、介護予防ケアマネジメントを行う。

  ④団体等が利用者へサービス（市町村の補助により実施するサービス）を実施する。

  ⑤利用者は団体等へ利用料を支払う（利用者負担分）。

  ⑥受給者情報に異動があった場合に、市町村が「受給者異動連絡票情報」を国保連合会へ送付

する。

※介護予防ケアマネジメント費の審査支払を国保連合会で行う場合、介護予防ケアマネジメ

ントを行った地域包括支援センターの情報を連携する。

  ⑦地域包括支援センターは国保連合会へ請求明細書（介護予防ケアマネジメント費）を提出す

る。

※介護予防ケアマネジメント費の審査支払を国保連合会に委託しない場合は請求は不要。

  ⑧国保連合会は介護予防ケアマネジメント費の審査を行う。

  ⑨国保連合会は市町村へ介護予防ケアマネジメント費及び審査支払手数料を請求する。

  ⑩市町村は国保連合会へ介護予防ケアマネジメント費及び審査支払手数料を支払う。

  ⑪国保連合会は地域包括支援センターへ介護予防ケアマネジメント費を支払う。
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介護予防・日常生活支援総合事業の基本的な流れ

※⑦、⑪の市町村の補助により実施する事業のみを利用する要介護者の介護予防ケアマネジメント費は、

令和 3 年 4 月サービス分より、国保連合会を経由した支払が可能である。

市町村
（保険者） 国保連合会

市町村が補助する

団体等

①審査支払業務を委託

②介護予防ケアマネジメント費の価格を設定・連絡

④サービス実施

⑤利用料支払
（利用者負担分）

⑧介護予防ケア

マネジメント費の

審査

⑨介護予防ケアマネジメント費（要介護者分）を請求

⑥受給者を連絡

⑩介護予防ケアマネジメント費（要介護者分）を支払

地域包括支援センター

要
介
護
認
定
申
請

要
介
護
認
定
申
請

結
果
通
知

要介護者

利用者

③介護予防ケアマネジメント

⑪事業費（介護予防ケアマネ
ジメント費）を支払※

⑦事業費（介護予防ケアマネ
ジメント費） を請求※
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【インタフェース仕様書 市町村合併編】

１ 市町村の合併等に係る台帳異動情報

１．２ ケース別異動連絡票情報の作成方法

（１） ケース１：市町村と市町村の合併による新たな市町村の新設

ケース１では合併するそれぞれの市町村から保険者、市町村固有情報、地域密

着型サービスコードおよび受給者の「終了」情報と、新たに設立される市町村か

ら保険者、市町村固有情報、地域密着型サービスコード、介護予防・日常生活支

援総合事業(経過措置)サービスコード、介護予防・日常生活支援総合事業サービ

スコード、受給者および個人番号の新規登録情報が必要となります。

    ② 設定する項目の内容

・介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード異動連絡票情報

項番 項目名
合併前の各市町村が設定する

内容

新設された市町村が設定す

る内容

：

２５
要介護１受給者

実施区分※１
設定不要

要介護１受給者

実施区分を設定する

２６
要介護２受給者

実施区分※１
設定不要

要介護２受給者

実施区分を設定する

２７
要介護３受給者

実施区分※１
設定不要

要介護３受給者

実施区分を設定する

２８
要介護４受給者

実施区分※１
設定不要

要介護４受給者

実施区分を設定する

２９
要介護５受給者

実施区分※１
設定不要

要介護５受給者

実施区分を設定する

※１ 処理年月が 2021 年 5 月以降の場合、設定する。なお、処理年月が 2021 年 4 月以前の場

合、本項目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。設定された場合はエラーとして台

帳への登録は行わない。



－ ９７ －

・受給者異動連絡票情報

項番 項目名
合併前の各市町村が設定する

内容

新設された市町村が設定す

る内容

：

５０

特
定
入
所
者
介
護
サ
ー
ビ
ス

食費負担限度額（施設

サービス）※３
設定不要

食費負担限度額（施設サービ

ス）を設定する（省略可）

５１
居住費（ユニット型個

室）負担限度額※３
設定不要

居住費（ユニット型個室）負

担限度額を設定する（省略

可）

５２

居住費（ユニット型個

室的多床室）負担限度

額※３

設定不要

居住費（ユニット型個室的多

床室）負担限度額を設定する

（省略可）

５３

居住費（従来型個室

（特養等））負担限度

額※３

設定不要

居住費（従来型個室（特養

等））負担限度額を設定する

（省略可）

５４

居住費（従来型個室

（老健、療養等））負

担限度額※３

設定不要

居住費（従来型個室（老

健、療養等））負担限度額を

設定する（省略可）

５５
居住費（多床室）負担

限度額※３
設定不要

居住費（多床室）負担限度

額を設定する（省略可）

：

７４ 特
定
入
所
者
介
護
サ
ー
ビ
ス

居住費（新１）負担限

度額※１１

食費負担限度額（短期

入所サービス）※１４

設定不要

居住費（新１）負担限度額

食費負担限度額（短期入所サ

ービス）を設定する（省略可）

７５

居住費（新２）負担限

度額

居住費（未使用１）負

担限度額※１１

設定不要

居住費（新２）負担限度額

居住費（未使用１）負担限度

額を設定する（省略可）

７６

居住費（新３）負担限

度額

居住費（未使用２）負

担限度額※１１

設定不要

居住費（新３）負担限度額

居住費（未使用２）負担限度

額を設定する（省略可）

：

※３ 処理年月が平成 17 年 11 月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成 17 年 10 月以

前の場合、本項目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。設定された場合はエラーと

して台帳への登録は行わない。また、異動年月日が平成 17 年 9 月 30 日以前の情報は、

未設定であってもエラーとしない。設定している場合は、通常のチェックを行う。

※１１ 処理年月が平成 27 年 5 月以降の場合、設定しない。なお、処理年月が平成 27 年 4 月

以前の場合も、本項目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。

処理年月に関わらず、設定された場合はエラーとして台帳への登録は行わない。

※１４ 処理年月が 2021 年 5 月以降の場合、異動年月日が 2021 年 8 月 1 日以降の情報にお

いて、設定する。異動年月日が 2021 年 7 月 31 日以前の情報において、設定された場合

はエラーとして台帳への登録は行わない。なお、処理年月が 2021 年 4 月以前の場合、本

項目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。設定された場合はエラーとして台帳への

登録は行わない。



－ ９８ －

(２) ケース２：市町村の他の市町村への編入

ケース２では編入する市町村から保険者、市町村固有情報、地域密着型サービ

スコード、介護予防・日常生活支援総合事業（経過措置）サービスコード、介護

予防・日常生活支援総合事業サービスコード、受給者および個人番号の「終了」

情報と、編入される市町村から受給者および個人番号の新規登録情報が必要とな

ります。

    ② 設定する項目の内容

・介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード異動連絡票情報

項番 項目名
編入する市町村が設定する

内容

編入先の市町村が設定する

内容

：

インタフェースの提供は

不要

２５
要介護１受給者

実施区分※１
設定不要

２６
要介護２受給者

実施区分※１
設定不要

２７
要介護３受給者

実施区分※１
設定不要

２８
要介護４受給者

実施区分※１
設定不要

２９
要介護５受給者

実施区分※１
設定不要

※１ 処理年月が 2021 年 5 月以降の場合、設定する。なお、処理年月が 2021 年 4 月以前の場

合、本項目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。設定された場合はエラーとして台

帳への登録は行わない。



－ ９９ －

・受給者異動連絡票情報

項番 項目名
編入する市町村が設定する

内容

編入先の市町村が設定する

内容

：

４７ 特
定
入
所
者
介
護
サ
ー
ビ
ス

特定入所者認定申請

中区分コード※３
設定不要

特定入所者認定申請中区分

コードを設定する（省略可）

４８
特定入所者介護サー

ビス区分コード※３
設定不要

特定入所者介護サービス区

分コードを設定する（省略

可）

４９
課税層の特例減額措

置対象※３
設定不要

利用者負担第４段階の者で

当該措置該当の有無をコー

ドで設定する（省略可）

５０
食費負担限度額（施設

サービス）※３
設定不要

食費負担限度額（施設サービ

ス）を設定する（省略可）

：

７４ 特
定
入
所
者
介
護
サ
ー
ビ
ス

居住費（新１）負担限

度額※１１

食費負担限度額（短

期入所サービス）
※１４

設定不要

居住費（新１）負担限度額

食費負担限度額（短期入所サ

ービス）を設定する（省略可）

７５

居住費（新２）負担限

度額

居住費（未使用１）負

担限度額※１１

設定不要

居住費（新２）負担限度額

居住費（未使用１）負担限度

額を設定する（省略可）

７６

居住費（新３）負担限

度額

居住費（未使用２）負

担限度額※１１

設定不要

居住費（新３）負担限度額

居住費（未使用２）負担限度

額を設定する（省略可）

：

※３ 処理年月が平成 17 年 11 月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成 17 年 10 月以

前の場合、本項目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。設定された場合はエラーと

して台帳への登録は行わない。また、異動年月日が平成１７年９月３０日以前の情報は、

未設定であってもエラーとしない。設定している場合は、通常のチェックを行う。

※１１ 処理年月が平成 27 年 5 月以降の場合、設定しない。なお、処理年月が平成 27 年 4 月

以前の場合も、本項目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。

処理年月に関わらず、設定された場合はエラーとして台帳への登録は行わない。

※１４ 処理年月が 2021 年 5 月以降の場合、異動年月日が 2021 年 8 月 1 日以降の情報にお

いて、設定する。異動年月日が 2021 年 7 月 31 日以前の情報において、設定された場合

はエラーとして台帳への登録は行わない。なお、処理年月が 2021 年 4 月以前の場合、本

項目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。設定された場合はエラーとして台帳への

登録は行わない。



－ １００ －

（３） ケース３：広域連合内の市町村と市町村の合併による新たな市町村の新設

（政令市においては行政区と行政区の合併による行政区の新設）

ケース３では広域連合の保険者から受給者および個人番号の証記載保険者番

号を変更する情報のみ必要となります。

合併する広域連合内の各市町村および新設された市町村からのインタフェース

の提供は不要です。

    ② 設定する項目の内容

・介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード異動連絡票情報

項番 項目名
合併前の各市町村が設定する

内容

新設された市町村が設定す

る内容

：

２５
要介護１受給者

実施区分※１
設定不要

要介護１受給者

実施区分を設定する

２６
要介護２受給者

実施区分※１
設定不要

要介護２受給者

実施区分を設定する

２７
要介護３受給者

実施区分※１
設定不要

要介護３受給者

実施区分を設定する

２８
要介護４受給者

実施区分※１
設定不要

要介護４受給者

実施区分を設定する

２９
要介護５受給者

実施区分※１
設定不要

要介護５受給者

実施区分を設定する

※１ 処理年月が 2021 年 5 月以降の場合、設定する。なお、処理年月が 2021 年 4 月以前の場

合、本項目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。設定された場合はエラーとして台

帳への登録は行わない。



－ １０１ －

・受給者異動連絡票情報

項番 項目名
合併前の各市町村および新設

された市町村が設定する内容

広域連合の保険者が設定す

る内容

：

インタフェースの提供は不要

５０

特
定
入
所
者
介
護
サ
ー
ビ
ス

食費負担限度額（施

設サービス）※３
設定不要

５１
居住費（ユニット型

個室）負担限度額※

３

設定不要

５２

居住費（ユニット型

個室的多床室）負担

限度額※３

設定不要

５３

居住費（従来型個室

（特養等））負担限度

額※３

設定不要

５４

居住費（従来型個室

（老健、療養等））負

担限度額※３

設定不要

５５
居住費（多床室）負

担限度額※３
設定不要

：

７４ 特
定
入
所
者
介
護
サ
ー
ビ
ス

居住費（新１）負担

限度額※１１

食費負担限度額（短

期入所サービス）※

１４

設定不要

７５

居住費（新２）負担

限度額

居住費（未使用１）

負担限度額※１１

設定不要

７６

居住費（新３）負担

限度額

居住費（未使用２）

負担限度額※１１

設定不要

：

※３ 処理年月が平成 17 年 11 月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成 17 年 10 月以

前の場合、本項目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。設定された場合はエラーと

して台帳への登録は行わない。また、異動年月日が平成 17 年 9 月 30 日以前の情報は、

未設定であってもエラーとしない。設定している場合は、通常のチェックを行う。

※１１ 処理年月が平成 27 年 5 月以降の場合、設定しない。なお、処理年月が平成 27 年 4 月

以前の場合も、本項目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。

処理年月に関わらず、設定された場合はエラーとして台帳への登録は行わない。

※１４ 処理年月が 2021 年 5 月以降の場合、異動年月日が 2021 年 8 月 1 日以降の情報にお

いて、設定する。異動年月日が 2021 年 7 月 31 日以前の情報において、設定された場合

はエラーとして台帳への登録は行わない。なお、処理年月が 2021 年 4 月以前の場合、本

項目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。設定された場合はエラーとして台帳への

登録は行わない。



－ １０２ －

（４） ケース４：広域連合内市町村の他の市町村への編入

（政令市においては行政区の他の行政区への編入）

ケース４では広域連合の保険者から受給者および個人番号の証記載保険者番

号を変更する情報のみ必要となります。

編入する広域連合内の市町村および編入先の市町村からのインタフェースの提

供は不要です。

    ② 設定する項目の内容

・介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード異動連絡票情報

項番 項目名
編入する市町村が設定する

内容

編入先の市町村が設定する

内容

：

インタフェースの提供は

不要

２５
要介護１受給者

実施区分※１
設定不要

２６
要介護２受給者

実施区分※１
設定不要

２７
要介護３受給者

実施区分※１
設定不要

２８
要介護４受給者

実施区分※１
設定不要

２９
要介護５受給者

実施区分※１
設定不要

※１ 処理年月が 2021 年 5 月以降の場合、設定する。なお、処理年月が 2021 年 4 月以前の場

合、本項目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。設定された場合はエラーとして台

帳への登録は行わない。



－ １０３ －

・受給者異動連絡票情報

項番 項目名
編入前の市町村および編入先

の市町村が設定する内容

広域連合の保険者が設定す

る内容

：

特
定
入
所
者
介
護
サ
ー
ビ
ス

インタフェースの提供は不要

５０
食費負担限度額（施

設サービス）※３
設定不要

５１
居住費（ユニット型

個室）負担限度額※

３

設定不要

５２

居住費（ユニット型

個室的多床室）負担

限度額※３

設定不要

５３

居住費（従来型個室

（特養等））負担限度

額※３

設定不要

５４

居住費（従来型個室

（老健、療養等））負

担限度額※３

設定不要

５５
居住費（多床室）負

担限度額※３
設定不要

：

７４ 特
定
入
所
者
介
護
サ
ー
ビ
ス

居住費（新１）負担

限度額※１１

食費負担限度額（短

期入所サービス）
※１４

設定不要

７５

居住費（新２）負担

限度額

居住費（未使用１）

負担限度額※１１

設定不要

７６

居住費（新３）負担

限度額

居住費（未使用２）

負担限度額※１１

設定不要

：

※３ 処理年月が平成 17 年 11 月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成 17 年 10 月以

前の場合、本項目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。設定された場合はエラーと

して台帳への登録は行わない。また、異動年月日が平成 17 年 9 月 30 日以前の情報は、

未設定であってもエラーとしない。設定している場合は、通常のチェックを行う。

※１１ 処理年月が平成 27 年 5 月以降の場合、設定しない。なお、処理年月が平成 27 年 4 月

以前の場合も、本項目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。

処理年月に関わらず、設定された場合はエラーとして台帳への登録は行わない。

※１４ 処理年月が 2021 年 5 月以降の場合、異動年月日が 2021 年 8 月 1 日以降の情報にお

いて、設定する。異動年月日が 2021 年 7 月 31 日以前の情報において、設定された場合

はエラーとして台帳への登録は行わない。なお、処理年月が 2021 年 4 月以前の場合、本

項目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。設定された場合はエラーとして台帳への

登録は行わない。



－ １０４ －

（５） ケース５：市町村の広域連合への編入

（政令市においては市町村から行政区として政令市への編入）

ケース５では編入する市町村から保険者、市町村固有情報、地域密着型サービ

スコード、介護予防・日常生活支援総合事業（経過措置）サービスコード、介護

予防・日常生活支援総合事業サービスコード、受給者および個人番号の「終了」

情報と、編入される広域連合から構成市町村の「変更」情報および受給者、個人

番号の新規登録情報が必要となります。

    ② 設定する項目の内容

・介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード異動連絡票情報

項番 項目名
編入する市町村が設定する

内容

編入先の広域連合が設定す

る内容

：

２５
要介護１受給者

実施区分※１
設定不要

要介護１受給者

実施区分を設定する

２６
要介護２受給者

実施区分※１
設定不要

要介護２受給者

実施区分を設定する

２７
要介護３受給者

実施区分※１
設定不要

要介護３受給者

実施区分を設定する

２８
要介護４受給者

実施区分※１
設定不要

要介護４受給者

実施区分を設定する

２９
要介護５受給者

実施区分※１
設定不要

要介護５受給者

実施区分を設定する

※編入先後で証記載保険者番号が変わらない場合は提出不要

※１ 処理年月が 2021 年 5 月以降の場合、設定する。なお、処理年月が 2021 年 4 月以前の場

合、本項目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。設定された場合はエラーとして台

帳への登録は行わない。



－ １０５ －

・受給者異動連絡票情報

項番 項目名
編入する市町村が設定する

内容

編入先の広域連合が設定す

る内容

：

５０

特
定
入
所
者
介
護
サ
ー
ビ
ス

食費負担限度額（施設

サービス）※３
設定不要

食費負担限度額（施設サービ

ス）を設定する（省略可）

５１
居住費（ユニット型個

室）負担限度額※３
設定不要

居住費（ユニット型個室）負

担限度額を設定する（省略

可）

５２

居住費（ユニット型個

室的多床室）負担限度

額※３

設定不要

居住費（ユニット型個室的多

床室）負担限度額を設定する

（省略可）

５３

居住費（従来型個室

（特養等））負担限度

額※３

設定不要

居住費（従来型個室（特養

等））負担限度額を設定する

（省略可）

５４

居住費（従来型個室

（老健、療養等））負

担限度額※３

設定不要

居住費（従来型個室（老健、

療養等））負担限度額を設定

する（省略可）

５５
居住費（多床室）負担

限度額※３
設定不要

居住費（多床室）負担限度額

を設定する（省略可）

：

７４ 特
定
入
所
者
介
護
サ
ー
ビ
ス

居住費（新１）負担限

度額※１１

食費負担限度額（短期

入所サービス）
※１４

設定不要

居住費（新１）負担限度額

食費負担限度額（短期入所サ

ービス）を設定する（省略可）

７５

居住費（新２）負担限

度額

居住費（未使用１）負

担限度額※１１

設定不要

居住費（新２）負担限度額

居住費（未使用１）負担限度

額を設定する（省略可）

７６

居住費（新３）負担限

度額

居住費（未使用２）負

担限度額※１１

設定不要

居住費（新３）負担限度額

居住費（未使用２）負担限度

額を設定する（省略可）

：

※３ 処理年月が平成 17 年 11 月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成 17 年 10 月以

前の場合、本項目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。設定された場合はエラーと

して台帳への登録は行わない。また、異動年月日が平成 17 年 9 月 30 日以前の情報は、

未設定であってもエラーとしない。設定している場合は、通常のチェックを行う。

※１１ 処理年月が平成 27 年 5 月以降の場合、設定しない。なお、処理年月が平成 27 年 4 月

以前の場合も、本項目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。

処理年月に関わらず、設定された場合はエラーとして台帳への登録は行わない。

※１４ 処理年月が 2021 年 5 月以降の場合、異動年月日が 2021 年 8 月 1 日以降の情報にお

いて、設定する。異動年月日が 2021 年 7 月 31 日以前の情報において、設定された場合

はエラーとして台帳への登録は行わない。なお、処理年月が 2021 年 4 月以前の場合、本

項目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。設定された場合はエラーとして台帳への

登録は行わない。



－ １０６ －

（６） ケース６：広域連合からの脱退による市町村の新設

（政令市においては行政区から市町村の新設）

ケース６では新たに設立される市町村から保険者、市町村固有情報、地域密着

型サービスコード、介護予防・日常生活支援総合事業（経過措置）サービスコー

ド、介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード、受給者および個人番号の

新規登録情報と広域連合から、脱退する市町村の情報および受給者、個人番号の

「終了」情報が必要となります。

    ② 設定する項目の内容

・介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード異動連絡票情報

項番 項目名
新設された市町村が設定する

内容
広域連合が設定する内容

：

２５
要介護１受給者

実施区分※１

要介護１受給者

実施区分を設定する
設定不要

２６
要介護２受給者

実施区分※１

要介護２受給者

実施区分を設定する
設定不要

２７
要介護３受給者

実施区分※１

要介護３受給者

実施区分を設定する
設定不要

２８
要介護４受給者

実施区分※１

要介護４受給者

実施区分を設定する
設定不要

２９
要介護５受給者

実施区分※１

要介護５受給者

実施区分を設定する
設定不要

※編入先後で証記載保険者番号が変わらない場合は提出不要

※１ 処理年月が 2021 年 5 月以降の場合、設定する。なお、処理年月が 2021 年 4 月以前の場

合、本項目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。設定された場合はエラーとして台

帳への登録は行わない。



－ １０７ －

・受給者異動連絡票情報

項番 項目名
新設された市町村が設定する

内容
広域連合が設定する内容

：

５０

特
定
入
所
者
介
護
サ
ー
ビ
ス

食費負担限度額（施設

サービス）※３

食費負担限度額（施設サービ

ス）を設定する（省略可）
設定不要

５１
居住費（ユニット型個

室）負担限度額※３

居住費（ユニット型個室）負

担限度額を設定する（省略可）
設定不要

５２

居住費（ユニット型個

室的多床室）負担限度

額※３

居住費（ユニット型個室的多

床室）負担限度額を設定する

（省略可）

設定不要

５３

居住費（従来型個室

（特養等））負担限度

額※３

居住費（従来型個室（特養等））

負担限度額を設定する（省略

可）

設定不要

５４

居住費（従来型個室

（老健、療養等））負

担限度額※３

居住費（従来型個室（老健、

療養等））負担限度額を設定す

る（省略可）

設定不要

５５
居住費（多床室）負担

限度額※３

居住費（多床室）負担限度額

を設定する（省略可）
設定不要

：

７４ 特
定
入
所
者
介
護
サ
ー
ビ
ス

居住費（新１）負担

限度額※１１

食費負担限度額（短

期入所サービス）
※１４

居住費（新１）負担限度額

食費負担限度額（短期入所サ

ービス）を設定する（省略可）

設定不要

７５

居住費（新２）負担

限度額

居住費（未使用１）

負担限度額※１１

居住費（新２）負担限度額

居住費（未使用１）負担限度

額を設定する（省略可）

設定不要

７６

居住費（新３）負担

限度額

居住費（未使用２）

負担限度額※１１

居住費（新３）負担限度額

居住費（未使用２）負担限度

額を設定する（省略可）

設定不要

：

※３ 処理年月が平成 17 年 11 月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成 17 年 10 月以

前の場合、本項目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。設定された場合はエラーと

して台帳への登録は行わない。また、異動年月日が平成 17 年 9 月 30 日以前の情報は、

未設定であってもエラーとしない。設定している場合は、通常のチェックを行う。

※１１ 処理年月が平成 27 年 5 月以降の場合、設定しない。なお、処理年月が平成 27 年 4 月

以前の場合も、本項目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。

処理年月に関わらず、設定された場合はエラーとして台帳への登録は行わない。

※１４ 処理年月が 2021 年 5 月以降の場合、異動年月日が 2021 年 8 月 1 日以降の情報にお

いて、設定する。異動年月日が 2021 年 7 月 31 日以前の情報において、設定された場合

はエラーとして台帳への登録は行わない。なお、処理年月が 2021 年 4 月以前の場合、本

項目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。設定された場合はエラーとして台帳への

登録は行わない。



－ １０８ －

３．外部インタフェース仕様（２０２１年９月以降出力分に対する連合会の対応）

区

分

インタフェース

種類

交換情報

識別番号
レイアウト方針

２０２１年９月以降出力分に対する

連合会の対応

２０２１年８月

以前の情報

２０２１年９月

以降の情報

共
通

－ － ・コード内容の変更あり － －

保
険
者

・介護給付費資格照合

表情報

追加なし ・レイアウト変更なし（明細レ

コードの「食費負担限度額」

の出力について説明を追加）

・入力に応じて出力す

る

・入力に応じて出力す

る

・高額介護サービス費

給付判定結果情報

・高額介護サービス費

給付判定結果情報

（総合事業）

追加なし ・レイアウト変更あり

・明細レコードの「本人支払

額」、「支給金額」のバイト数

を６桁から８桁に変更

・左記レイアウト方針

に従う

・左記レイアウト方針

に従う

・高額介護サービス費

給付対象者一覧表

情報

・高額介護サービス費

給付対象者一覧表

情報（総合事業）

追加なし ・レイアウト変更なし（備考の

出力内容に変更あり）

・入力に応じて出力す

る

・入力に応じて出力す

る

・共同処理用受給者異

動連絡票情報（高額

介護サービス費支

給処理情報）

・共同処理用受給者訂

正票情報（高額介護

サービス費支給処

理情報）

追加なし ・レイアウト変更あり

・世帯所得区分コード、所得区

分コードのコード値に追加

あり

・新コードが設定され

ている場合はエラー

とする

・異動年月日が２０２

１年８月１日以降、

必要に応じて新コー

ドを設定する

・保険者保有給付実績

情報

追加なし ・レイアウト変更あり

・高額介護サービス費情報レコ

ードの「利用者負担額」、「公

費１～３負担額」、「支給額」、

「公費１～３支給額」のバイ

ト数を６桁から８桁に変更

・入力に応じたチェッ

クを行う

・入力に応じたチェッ

クを行う

・保険者保有給付実績

更新結果情報

・国保連合会保有給付

実績情報

追加なし ・レイアウト変更あり

・高額介護サービス費情報レコ

ードの「利用者負担額」、「公

費１～３負担額」、「支給額」、

「公費１～３支給額」のバイ

ト数を６桁から８桁に変更

・左記レイアウト方針

に従う

・左記レイアウト方針

に従う



－ １０９ －

４．インタフェース項目（２０２１年９月以降出力分に対する連合会の対応）

変更する主なインタフェース項目を抜粋して以下に示す。変更箇所は、太字・下線・網掛けにて示す。

【インタフェース仕様書 共通編】

１ インタフェース規定

１．４ コード一覧

項番 コード名称 属性
ﾊﾞｲ

ﾄ数
内容

２１ 世帯所得区分コード 数字 １

世帯の所得区分コード

1:一般

2:市町村民税世帯非課税者等

3:生活保護

4:現役並み所得相当

4:現役並み所得相当Ⅰ

5:現役並み所得相当Ⅱ

6:現役並み所得相当Ⅲ

２２ 所得区分コード 数字 １

個人の所得区分コード

1:一般

2:市町村民税非課税者等

3:生活保護

4:現役並み所得相当

4:現役並み所得相当Ⅰ

5:現役並み所得相当Ⅱ

6:現役並み所得相当Ⅲ



－ １１０ －

【インタフェース仕様書 保険者編】

２ 審査支払業務

２．３ 項目説明

２．３．５ 介護給付費給付実績情報

（２） 介護給付費資格照合表情報

・明細レコード

項番 項目名 属性
ﾊﾞｲﾄ

数
内容 備考

:

２４ 食費負担限度額 数字 ４

被保険者の食費負担限度額（施設

サービス）または食費負担限度額

（短期入所サービス）を出力する

※６

※Ｓ

２５
居住費（ユニット型個室）

負担限度額
数字 ４

被保険者の居住費（ユニット型個

室）負担限度額を出力する

※Ｓ

２６
居住費（ユニット型個室的

多床室）負担限度額
数字 ４

被保険者の居住費（ユニット型個室

的多床室）負担限度額を出力する

※Ｓ

２７
居住費（従来型個室（特養

等））負担限度額
数字 ４

被保険者の居住費（従来型個室（特

養等））負担限度額を出力する

※Ｓ

２８
居住費（従来型個室（老健、

療養等））負担限度額
数字 ４

被保険者の居住費（従来型個室（老

健、療養等））負担限度額を出力す

る

※Ｓ

２９
居住費（多床室）負担限度

額
数字 ４

被保険者の居住費（多床室）負担限

度額を出力する

※Ｓ

:

※６ サービス提供年月が 2021 年 7 月以前は食費負担限度額を出力する。サービス提供年月が 2021 年 8 月以降

は、本体報酬のサービス種類コードが“51”、“52”、“53”、“54”、“55”の場合、食費負担限度額（施設サービス）

を出力し、本体報酬のサービス種類コードが“21”、“22”、“23”、“24”、“25” 、“26”、“2A”、“2B”の場合、食

費負担限度額（短期入所サービス）を出力する。

※Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。

なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。



－ １１１ －

３ 給付系保険者事務共同処理業務

３．３ 項目説明

３．３．５ 高額介護サービス費支給処理情報（入力情報）

（１） 高額介護サービス費給付判定結果情報

・明細レコード

項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 必須入力 備考

：

７ 本人支払額 数字
６

８

被保険者が支払った金

額を設定する
○

※Ｓ

：

９ 支給金額 数字
６

８

被保険者に支給する金

額を設定する

支給区分コ

ードが“1”の

場合、必須

※Ｓ

：

※Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。

なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。

（２） 高額介護サービス費給付判定結果情報（総合事業）

・明細レコード

項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 必須入力 備考

：

７ 本人支払額 数字
６

８

被保険者が支払った金

額を設定する
○

※Ｓ

：

９ 支給金額 数字
６

８

被保険者に支給する金

額を設定する

支給区分コ

ードが“1”の

場合、必須

※Ｓ

：

※Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。

なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。



－ １１２ －

５ 給付実績交換処理

５．３ 項目説明

５．３．１ 給付実績交換情報

（２） レコード項目

・高額介護サービス費情報レコード

項番 項目名 属性
ﾊﾞｲﾄ

数
内容 備考

：

２ 入力識別番号 英数 ４
入力元の交換情報識別番号を設定

する

※４

：

１１ 公費１負担番号 数字 ８ 公費１の負担番号を設定する

１２ 公費２負担番号 数字 ８ 公費２の負担番号を設定する

１３ 公費３負担番号 数字 ８ 公費３の負担番号を設定する

１４ 利用者負担額 数字
６

８

被保険者が支払った金額を設定す

る

※Ｓ

※１０

１５ 公費１負担額 数字
６

８

公費１の負担額を設定する ※Ｓ

※１０

１６ 公費２負担額 数字
６

８

公費２の負担額を設定する ※Ｓ

※１０

１７ 公費３負担額 数字
６

８

公費３の負担額を設定する ※Ｓ

※１０

１８ 支給額 数字
６

８

被保険者に支払った金額を設定す

る

※Ｓ

※１０

１９ 公費１支給額 数字
６

８

公費１の支給額を設定する ※Ｓ

※１０

２０ 公費２支給額 数字
６

８

公費２の支給額を設定する ※Ｓ

※１０

２１ 公費３支給額 数字
６

８

公費３の支給額を設定する ※Ｓ

※１０

：

※４ 給付実績区分コードが”１”(現物)の場合は未設定。

給付実績区分コードが”２”(償還)の場合は“3411”、“3412”、“3421”または“3422”を設定する。

なお、介護給付費にかかる月間の高額介護（介護予防）サービス費は”3411”、総合事業費にかかる月間の高

額介護予防サービス費は”3421”。処理年月が平成３０年９月以降、介護給付費にかかる年間の高額介護（介

護予防）サービス費は”3412”、総合事業費にかかる年間の高額介護予防サービス費は”3422”を設定する。

介護給付費にかかる月間の高額介護（介護予防）サービス費”3411”、総合事業費にかかる月間の高額介護

予防サービス費”3421”を提出する際は、支給額に応じて変動が発生する介護給付費にかかる年間の高額介

護（介護予防）サービス費”3412”、総合事業費にかかる年間の高額介護予防サービス費”3422”を提出する。

※１０ 入力識別番号が”3412”（介護給付費にかかる年間の高額介護（介護予防）サービス費）または“3422”（総合

事業費にかかる年間の高額介護予防サービス費）の場合、最大６バイトまで設定する。

※Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。

なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。
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【インタフェース仕様書解説書 保険者編】

３．給付系保険者事務共同処理業務

３．１ 項目設定時の留意事項

３．１．４ 高額介護サービス費給付判定結果情報

（１） 項番７「本人支払額」

現行６バイトのまま８バイトとする。

（２） 項番９「支給金額」

    ① 現行６バイトのまま８バイトとする。

３．１．４－１ 高額介護サービス費給付判定結果情報（総合事業）

（１） 項番７「本人支払額」

現行６バイトのまま８バイトとする。

（２） 項番９「支給金額」

    ① 現行６バイトのまま８バイトとする。
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３．１．９ 共同処理用受給者異動連絡票情報

（５） チェック仕様

高額介護サービス費支給処理情報

連番 項目名 キー

項目別妥当性 項目間関連

０１ ０２ ０３ ０４ ０５ ０６ ０７ ０８ ０１ ０２ ０３

必

須

項

目

検

査

数

値

検

査

半

角

条

件

検

査

全

角

条

件

検

査

日
付
妥
当
性
検
査

コ

ー

ド

検

査

特

殊

検

査

範

囲

検

査

項

目

関

連

検

査

数

値

比

較

検

査

日

付

比

較

検

査

１ 交換情報識別番号 ◎ ◎

２ 異動年月日 主キー ◎ ◎ ◎ ①

３ 異動区分コード ○ ○ ○

４ 異動事由 ○ ○ ○

５ 証記載保険者番号 主キー ◎ ◎ ②

６ 被保険者番号 ◎ ◎ ③

７ 世帯主被保険者番号

（世帯集約番号）

○ ○ ○*1

８ 世帯所得区分コード ○ ○ ○ ④

９ 所得区分コード ○ ○ ○ ④

１０ 老齢福祉年金受給の有無 ○ ○ ○

１１ 利用者負担第２段階 ○ ○ ○

１２ 支給申請書出力の有無 ○ ○

【補足説明】

（１） 項目別妥当性及び項目間関連検査に付された ＊ｎ の説明

   ＊１：「世帯主被保険者番号（世帯集約番号）」のフォーマット検査

      世帯主被保険者番号（世帯集約番号）がゼロ１０桁（0000000000）以外であること。

（２） 項目間関連検査の説明

   ①：「異動年月日」

     ｢異動年月日｣が、受給者台帳の｢認定有効期間（開始年月日）｣の年月と｢認定有効期間

（終了年月日）｣の年月の範囲内であること。

   ②：「証記載保険者番号」

     ｢証記載保険者番号」が保険者台帳または広域連合・行政区台帳に存在していること。

     存在している場合、以下のチェックを行っている。

   ③：「被保険者番号｣

     ｢被保険者番号｣が受給者台帳に存在し、｢証記載保険者番号｣が一致していること。

   ④：｢世帯所得区分｣｢所得区分｣

     ｢世帯所得区分｣｢所得区分｣に｢5：現役並み所得相当Ⅱ｣または｢6：現役並み所得相当Ⅲ｣

の設定を行う場合、異動年月日が２０２１年８月以降であること。
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３．２．６ 高額介護サービス費給付対象者一覧表情報

（１） 明細レコード

   ① 項番３「№」

  世帯合算による高額介護サービス費支給の対象となった場合でも、同一世帯の個々の受

給者が支給対象となれば異なる「№」が付与される。よって、高額介護サービス費給付の

お知らせ情報及び高額介護（居宅支援）サービス費支給申請書情報も個々の受給者に対し

て作成される。

   ② 項番３「№」、４「被保険者番号」、５「被保険者氏名（漢字）」、６「サービス提供年月」

  同一被保険者内で明細レコードが複数存在している場合でも、データとしては出力され

ている。（データが省略されているわけではなく、帳票印刷時に空白としている）

   ③ 項番１１「サービス費用合計額」

  保険給付額と利用者負担額を合算した値が出力される。出来高分の給付実績がある場合、

出来高分を含む。

   ④ 項番１２「利用者負担額」

  高額介護サービス費の対象となる費用（居宅介護サービス費等）のサービス種類ごとの

利用者負担額が出力される。

   ⑤ 項番１３「備考」

  略号の組み合わせで出力される。

   略号の種類

現：所得区分が“現役並み所得相当”である

    Ⅰ：所得区分が“現役並み所得相当Ⅰ”である

    Ⅱ：所得区分が“現役並み所得相当Ⅱ”である

    Ⅲ：所得区分が“現役並み所得相当Ⅲ”である

    般：所得区分が“一般”である

    市：所得区分が“市町村民税非課税者等”である

    生：所得区分が“生活保護”である

    老：“老齢福祉年金受給者”である

    単：被保険者単独で高額支給額が計算されている

    合：世帯合算で高額支給額が計算されている

２：“利用者負担第２段階該当者”である

自：高額介護サービス費自動償還の対象である

緩１：利用者負担第１段階の激変緩和措置対象者である

緩２：利用者負担第２段階の激変緩和措置対象者である
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（出力例１） 世帯の所得区分が“市町村民税非課税者等”

          個人の所得区分が“市町村民税非課税者等”

          世帯合算

          老齢福祉年金受給者ではない

利用者負担第２段階該当者である

高額介護サービス費自動償還の対象である

              ↓

          “市，市，合，２，自”

          “，”は全角カンマ   

（出力例２） 世帯の所得区分が“市町村民税非課税者等”

          個人の所得区分が“市町村民税非課税者等”

          世帯合算

          老齢福祉年金受給者である

利用者負担第２段階該当者でない

高額介護サービス費自動償還の対象である

              ↓

          “市，市，合，老，自”

（出力例３） 世帯の所得区分が“一般”

          個人の所得区分が“市町村民税非課税者等”

          世帯合算

利用者負担第２段階の激変緩和措置対象者

高額介護サービス費自動償還の対象である

              ↓

          “般，市，合，緩２，自”

  全ての明細レコードに上記例の形式で出力される。

   ⑥ 被保険者、サービス提供月、事業所、サービス種類単位にレコードが出力される。

また、これらの項目によりレコードを特定できる。
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３．２．６－２ 高額介護サービス費給付対象者一覧表情報（総合事業）

（１） 明細レコード

   ① 項番３「№」

  世帯合算による高額介護サービス費支給の対象となった場合でも、同一世帯の個々の受

給者が支給対象となれば異なる「№」が付与される。よって、高額介護サービス費給付の

お知らせ情報及び高額介護（居宅支援）サービス費支給申請書情報も個々の受給者に対し

て作成される。

   ② 項番３「№」、４「被保険者番号」、５「被保険者氏名（漢字）」、６「サービス提供年月」

  同一被保険者内で明細レコードが複数存在している場合でも、データとしては出力され

ている。（データが省略されているわけではなく、帳票印刷時に空白としている）

   ③ 項番１１「サービス費用合計額」

  保険給付額と利用者負担額を合算した値が出力される。

   ④ 項番１２「利用者負担額」

  高額介護サービス費相当事業の対象となる費用（訪問型サービス等）のサービス種類ご

との利用者負担額が出力される。

   ⑤ 項番１３「備考」

  略号の組み合わせで出力される。

   略号の種類

    現：所得区分が“現役並み所得相当”である

    Ⅰ：所得区分が“現役並み所得相当Ⅰ”である

    Ⅱ：所得区分が“現役並み所得相当Ⅱ”である

    Ⅲ：所得区分が“現役並み所得相当Ⅲ”である

    般：所得区分が“一般”である

    市：所得区分が“市町村民税非課税者等”である

    生：所得区分が“生活保護”である

    老：“老齢福祉年金受給者”である

    単：被保険者単独で高額支給額が計算されている

    合：世帯合算で高額支給額が計算されている

２：“利用者負担第２段階該当者”である

自：高額介護サービス費自動償還の対象である

緩１：利用者負担第１段階の激変緩和措置対象者である

緩２：利用者負担第２段階の激変緩和措置対象者である
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   （出力例１） 世帯の所得区分が“市町村民税非課税者等”

          個人の所得区分が“市町村民税非課税者等”

          世帯合算

          老齢福祉年金受給者ではない

利用者負担第２段階該当者である

高額介護サービス費自動償還の対象である

              ↓

          “市，市，合，２，自”

          “，”は全角カンマ   

（出力例２） 世帯の所得区分が“市町村民税非課税者等”

          個人の所得区分が“市町村民税非課税者等”

          世帯合算

          老齢福祉年金受給者である

利用者負担第２段階該当者でない

高額介護サービス費自動償還の対象である

              ↓

          “市，市，合，老，自”

（出力例３） 世帯の所得区分が“一般”

          個人の所得区分が“市町村民税非課税者等”

          世帯合算

利用者負担第２段階の激変緩和措置対象者

高額介護サービス費自動償還の対象である

              ↓

          “般，市，合，緩２，自”

  全ての明細レコードに上記例の形式で出力される。

   ⑥ 被保険者、サービス提供月、事業所、サービス種類単位にレコードが出力される。

また、これらの項目によりレコードを特定できる。


